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―AI変革は選択肢から生存条件へ 変わりゆく世界に日本企業は追いつけるのか―
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はじめに

PwC Japanグループは、「生成AIに関する実態調査2026 春 6カ国比較―AI変革は選択肢から生存条件へ 変わりゆく
世界に日本企業は追いつけるのか―」を実施し、日本企業と米国・英国・中国・ドイツ・韓国企業における生成AIへの意
識変化、活用・効果、成果・還元の状況を比較して明らかにしました。

生成AIは、業務効率化や個別タスクの支援にとどまらず、AIエージェントが社内業務や顧客接点を自律的に担う段階へ
移行しつつあります。生成AI活用は広がる一方、効果創出や事業変革への接続にはなお課題が残ります。こうした中、
生成AIは単なるIT施策やツール導入ではなく、事業モデル、人材・雇用、業務プロセス、顧客体験のあり方を問い直す
経営アジェンダへと変化しています。

本調査では、日本における生成AI活用の進展と課題を明らかにするとともに、米・英・中・独・韓との比較を通じて、日本

企業が直面する構造的な論点を浮き彫りにします。そのうえで、期待を上回る効果を創出し、成果を還元できている企
業に共通する要因として、AIを事業の中核に据える姿勢、AI Readinessの強化、価値・品質・リスクを見極める評価設
計、そして従業員や顧客の価値実感に繋げる還元の重要性を整理します。

本調査は、売上高500億円以上の企業・組織に勤務する課長職以上で、生成AI導入に対して何らかの関与がある方々
を対象に実施しました。本調査が、日本企業が生成AI活用を一過性の効率化にとどめず、事業変革と企業価値向上に
繋げるための一助となることを期待しています。
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日本は生成AIの活用が順調に拡大している。一方で、活用効果の評価状況
を見ると、他国に比べ効果創出が十分進んでおらず、未評価の割合も高い。
活用の広がりに対し、効果を測定し改善に繋げる姿勢に課題がある。

Q あなたが働く会社における、社内向けまたは社外向けの生成AI活用検討の推進度合いと
して、最も当てはまるものをお答えください。

生成AI活用の推進度（日本）

87%

活用・推進中における効果評価の状況（6カ国比較）

Q 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果として最も当てはまるものをお答えくだ
さい。
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生成AIを活用している層：87%

1. エグゼクティブサマリー

11%

58%

20%
4%

7%
93%

■活用中・推進中 ■期待を大きく上回った

■期待未満の効果だった ■まだ効果を評価できていない ■検討中・未検討・断念

■期待通りの効果だった

※ 「社外向けの生成AI活用サービスを提供している」「社外向けには提供していないが、社内業務等で生成AIを活用している」
の選択肢を「活用中」として集計

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 整数となるように小数点以下を四捨五入しているため、合計が100%にならない場合があります（以下のグラフ全て同様）

日本 米国 英国

中国 ドイツ 韓国

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=3092023年春： n=238 2024年春： n=912 2025年春： n=945 2026年春： n=932
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生成AI活用効果を6カ国で比べると、期待を上回る効果創出の割合は日本が
最も低く、期待未満は最も高い。効果発現までの想定期間も日本は米国より長
く、効果創出までのスピードが遅く、時間軸を保守的にとらえる傾向が見られる。

Q 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果として最も当てはまるものをお答えください。

生成AI活用・推進による期待効果の発現状況 生成AI施策実施から効果発現までの想定期間

Q 生成AIに関わる施策を実施してから、効果が発現するまでの想定期間として最も当てはま
るものをお答えください。
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効果が期待未満の平均：17%

効
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効果が期待を大きく上回ると回答した企業の割合

42%

66%

64%

54%

66%

40%

1年未満

58%

34%

36%

46%

34%

60%

1年以上・わからない

期待を上回る効果

効果が期待を大きく上回るの平均：23%

期
待
を
下
回
る
効
果

1. エグゼクティブサマリー

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問

日本 韓国

ドイツ

中国
英国

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

米国

日本

日本： n=814 米国： n=601 英国： n=366 中国： n=376 ドイツ： n=273 韓国： n=286日本： n=814 米国： n=601 英国： n=366 中国： n=376 ドイツ： n=273 韓国： n=286
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日本は生成AIによるビジネス消失の危機感を強める一方、韓国や米国はそれ
以上に「根本変革チャンス」の認識を強めている。日本は危機感先行にとどま
り、生成AIを成長機会へ転換する競争で後れを取りつつある状況がうかがえる。

今回調査 日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309
前回調査 日本： n=945 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=512 ドイツ： n=103 韓国： n=155

7

根本変革チャンスの平均：35%

ビジネス消失脅威の平均：13%

凡例：前回調査 ●, 今回調査 <各国国旗>

前回調査から
根本変革チャンス+7pt
ビジネス消失脅威+1pt

前回調査から
根本変革チャンス+5pt
ビジネス消失脅威-2pt

前回調査から
根本変革チャンス+18pt
ビジネス消失脅威+1pt

前回調査から
根本変革チャンス+15pt
ビジネス消失脅威±0pt

ビ
ジ
ネ
ス
消
失
脅
威

根本変革チャンス

前回調査から
根本変革チャンス+19pt
ビジネス消失脅威+6pt

前回調査から
根本変革チャンス+8pt
ビジネス消失脅威+7pt「

ビ
ジ
ネ
ス
の
存
在
意
義
が
失
わ
れ
る
脅
威
」
と

回
答
し
た
企
業
の
割
合

「業界構造を根本から変革するチャンス」と回答した企業の割合

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。
Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

生成AI活用によるビジネス消失脅威・根本変革チャンスの認識（前回調査比較）

1. エグゼクティブサマリー

日本

中国

ドイツ

韓国

米国

英国
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生成AIをツールとして活用する段階を超え、AIエージェントが社内業務や顧
客接点を自律的に担う段階へ移行しつつある。海外では、この変化を起点に、
事業モデル、人材・雇用、業務・顧客接点の変革が連鎖的に始まっている。

8

急速に変化する生成AIの潮流 過去 2022～2023年

② 企業戦略

AI戦略はもはや単なるIT
施策ではなく、経営ビジョン
の中核へと格上げされた。

① 技術革新

生成AIは補助ツールの域
を超え、業務を委ねられる
段階に達した。

③ 雇用変革

AIエージェントをメンバーに
迎え、人員構成を再編する
段階に入った。

④ 業務再設計

AIを前提として全体最適の
段階に入り、評価設計の巧
拙の重要度が増した。

対話型生成AIが一般公開され、個別
タスクの補助ツールとして急速に普及

社内文書を読ませるRAG等の検証実
験が各社で林立

常時稼働エージェントが、複数アプリ
を横断して業務を実行

長時間の調査・開発タスクをAIが自律
的に遂行可能に

現在 2025～2026年変化の方向性

補助
ツール

実行主体
（エージェント）

既存業務の効率化・コスト削減を目的
にPoCが先行

生成AIの導入可否はIT／デジタル部
門主導、経営関与は限定的

 AI投資と責任者（CAIO等）設置が、経
営トップの主要論点へ

 AI前提で事業・収益モデルを再設計す
る動きが拡大

IT施策
経営

アジェンダ

社員向けプロンプト研修・利用ルール
整備が中心

 AI人材不足が顕在化し、CoE／推進
組織の整備を模索

 AI前提の省人化により、支援・定型業
務の人員再編が拡大

業務理解とAI実装をつなぐ橋渡し人材
の需要が急増

人材育成
人員構成
再編

議事録・要約・検索など、個人タスクの
局所改善が中心

全社基盤は導入するも、業務特化の
活用設計は限定的

 AIを正式な業務プロセスに組み込み、
業務全体を再設計

評価・検証を組み込み、全体最適で継
続改善する段階へ

局所最適
評価による
全体最適

1. エグゼクティブサマリー
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40%

75%

74%

69%

64%

56%

41%

23%

22%

29%

33%

38%

19%

2%

4%

1%

3%

5%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

財務的な還元に繋げている 非財務的な還元にとどまっている 還元はしていない

生成AI活用・推進により創出した効果の還元状況

生成AIで得た効果を従業員・顧客への財務的還元に繋げる割合は、日本が
40%と6カ国で最も低く、米英の7割超に大きく劣後する。還元未実施も19%と
突出して高く、効果創出後の還元まで含めた設計が日本の課題である。

1. エグゼクティブサマリー

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果をどのように企業成長や社内還元に繋げましたか。
当てはまるものを全てお答えください。
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 還元先のうち、「従業員への利益還元」または「顧客への価格還元」を選択した層を「財務的な還元に繋げている」として集計
※ 還元先のうち、「新規事業への登用等、新たな投資に回す」「従業員の雇用時間への還元」
     「社会貢献活動への寄付」を選択した層を「非財務的な還元にとどまっている」として集計
※ 「特に検討していない」「検討したものの還元に繋げられなかった」とした層を「還元はしていない」として集計

日本： n=814 米国： n=601 英国： n=366 中国： n=376 ドイツ： n=273 韓国： n=286
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生成AI活用から効果創出・財務的還元までの到達状況（日米比較）

17%

13%

47%

9%
71%

16%

9%

4%

検討中
2%

まだ効果を評価できていない

やや期待を下回る

期待通りの効果 23%

27% 財務的な還元に繋げている

非財務的な還元にとどまっている

5%

期待とはかけ離れた結果

日本は生成AIの活用・推進段階では米国と同水準である。一方で、期待を大
きく上回った層は薄く、期待未満・未評価の層が厚い。さらに、財務的還元まで
到達した層も米国の半分以下にとどまり、効果創出と還元の双方で課題がある。
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66%

23%

9%

81%
期待以上
の効果
（n=539）

61%

18%

38%

43%

7% 2%

財務的な還元に繋げている

非財務的な還元にとどまっている

還元はしていない

還元はしていない

1% 未着手・断念

検討中

推進中

活用中

未着手・断念

推進中

活用中

2%

0% まだ効果を評価できていない

期待とはかけ離れた結果

やや期待を下回る

期待通りの効果

期待を大きく
上回っている

期待を大きく上回っている

1. エグゼクティブサマリー

56%
期待以上
の効果
（n=520）

90%
活用中・
推進中
（n=601）

87%
活用中・
推進中
（n=814）

100%
全回答者
日本

（n=932）

100%
全回答者
米国

（n=670）
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経営直結

CAIO

期待を超える効果創出の分岐点は日米共通で、生成AIを既存業務の効率化
にとどめるか、事業変革の中核に据えるかにある。事業変革の実行には、AIを
業務や事業に使えるようにするための備え（AI Readiness）の強化が必要。
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推進体制
（主体）

活用の土台

ビジョン・期待設定

ユースケース

AI
Readiness

効果が期待未満の企業 効果が期待を大きく上回る企業

IT部門

組織連携

業務プロセス

データ

利用モデル

AIガバナンス

分析・構造化
スキル代替テキスト中心 便利ツール局所最適

AIエージェント（検討中）

自社ビジネスの効率化・高度化

ボトムアップでハードルの低い
小規模改善志向、低い目標水準

連携組織間で課題を抱えながら推進

現状業務のプロセスがブラックボックス

AI向けに整備されていないデータを利用

全社的に許可された1モデルだけ利用可能

リスク分析が不十分で挑戦を避けがち

既存組織の目的・方針に基づく推進

経営層

組織連携

業務プロセス

データ

利用モデル

AIガバナンス

経営層

創造・構想
スキル代替

画像・音声
・開発

業務固有
課題解決

全体最適

AIエージェント（導入済み）

構造的な事業改革

既存事業・業務を根本から変える
リーダーシップ、高い目標水準

全社的に概ね円滑に連携

現状業務のプロセスを可視化

生成AIが活用しやすい形にデータを整備

必要に応じて複数モデルから選択可能な環境

適切なリスク分析・評価に基づく活用促進

高度なAI知見に基づく全社機能の最適化
経営層に対する提言

前回調査からの変化

1. エグゼクティブサマリー

凡例：
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生成AI活用の創出効果は、企業のコスト削減に閉じず、従業員・顧客への還
元を通じてヒトの価値実感に変えることが重要。ヒトの納得感・活用意欲・信頼
が高まることで、顧客体験や内製力にも波及し、次の効果創出の起点となる。

12

財務的な還元に
繋げている企業

非財務的な還元に
とどまっている企業

内製化

大部分の開発PJを
内製運用できる体制
整備が進行

一部PJの内製化にと
どまり、全社的な体
制整備は途上

活用指標

業務効率・コストにと
どまらず企業ブランド
も活用指標に採用

主に社員生産性や
工数・コストを活用指
標に採用

期待する
導入効果

財務的な効果に加え
て、人材市場での魅
力向上もターゲット

コスト削減や売り上
げ増加等の財務的な
効果が主なターゲット

将来的な
成果還元先

従業員や顧客への金
銭的な還元を積極的
に検討

従業員や顧客への金
銭的な還元に慎重な
姿勢

ビジネス変革
アプローチ

抜本改革・新領域参
入に活用しようとする
傾向

既存事業内の改革・
効率化に活用しよう
とする傾向

ヒトへの還元が価値実感を生み、活用意欲・信頼を高め、次の効果創出を促進

成果が定性的な価値にとどまり、ヒトの価値実感に繋がりにくく、活用拡大が限定的

1. エグゼクティブサマリー
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生成AI活用による変革サイクル

生成AI活用により企業のビジョンを実現するためには、AI Readinessを強化し、
ユースケースの価値・品質・リスクの評価を通じて実装に落し込み、ヒトへの還
元を起点に変革のサイクルを回し続けることが重要である。

※ EX：Employee Experience

AI Readiness AIを業務や事業に使えるようにするための備え

業務プロセス可視化 AI-Readyデータ整備 サンドボックス整備 etc.

Evaluation 達成すべき価値・守るべき品質・避けるべきリスクを実装に落し込む装置

価値達成の判定 品質適合の検証 リスクの検出 etc.

Activation 従業員のAI活用意欲と顧客接点の質を高めサイクルを駆動する起点

従業員への利益還元 顧客への価格還元 還元によるEX※向上 etc.

ビジョン

活用

効果

成果・還元

ユースケース

活用

効果

成果・還元活用

効果

成果・還元 ・・・

13
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生成AI活用の効果を一過性にせず、継続的な変革循環へ繋げるには、ビジョ
ン起点でユースケースを選定し、AI Readiness・Evaluation・Activationの阻
害要因を取り除き、変革サイクルを回し続けることが重要である。

1. エグゼクティブサマリー

日本企業の傾向 サイクルの阻害要因 日本の傾向を踏まえた対応

Use Case 
Design

• 生成AIの活用・推進は87%まで拡大する
一方、期待を大きく上回る層は限定的

• 期待を大きく上回る企業では「ユースケー
ス設定」が主要な成功要因として浮上

ビジョン非連動のユースケースが乱立

小規模な効率化テーマや個別部門の課題から
ユースケースが選ばれ、ビジョンや事業変革に向
かうサイクルの起点になっていない

ビジョン起点でユースケースを再選定

実現したい事業・顧客・従業員の変化を定義し、
価値インパクト、実装可能性などの観点から変革
に資するユースケースを選定

Activation
• 財務的還元に至る企業は40%と6カ国で

最も少なく、未還元企業は19%と最多

• 財務的還元層では、内製運用体制の整備
などが進み、次の効果創出へ接続

成果実感なき循環停止

創出成果が従業員・顧客への還元や経営層の投
資実感に結びつかないため、活用意欲・顧客体
験・追加投資につながる推進力が生まれず、次
のサイクルを駆動できない

成果を人の価値実感に変換

創出成果を従業員・顧客への還元、内製運用体
制の強化、企業ブランド・顧客体験を含む活用指
標に接続し、価値実感を次の活用意欲・投資判
断へ循環させる還元設計

Evaluation
• 活用・推進は87%まで拡大する一方、効果

未評価は13%と米国（0%）を大きく上回る

• 期待未満も19%と6カ国で高水準であり、
効果を測り改善に繋げる姿勢に課題

評価不全による効果判断の停滞

価値・品質・リスクの判断軸が曖昧なまま実装に
進むため、効果の判断や説明ができず、改善・追
加投資・横展開の判断が困難

評価を実装前から組み込む

価値KPI・品質基準・リスク許容度の評価を企画
段階から設計し、実装可否・改善要否を判断する
改善ゲートとしての継続運用

AI 
Readiness

• 期待を大きく上回る企業では、ユースケー
ス設定に加え、業務プロセスの可視化、
AI-Readyデータ整備、複数モデル活用が
効果創出の要因として表出

AI Readinessを共通資産化

次のサイクルを速く・安全に始めるために、業務
プロセス、AI-Readyデータ、サンドボックス、ガバ
ナンス等を共通基盤として整備

備え不足によるサイクル鈍化

サイクル単位での個別整備にとどまり、
業務・データ・環境・ガバナンス等が共通資産化さ
れず、次のサイクルに生かされない
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インタビュー企業では、生成AIを企業理念の実現手段として位置付け、活用
価値・品質・リスクを評価しながら実装に落とし込んでいた。生成AIを経営・業
務に組み込むことで、理念と評価に基づき企業の新たな役割を見出している。

インタビュー実施先の企業3社から見えたAI変革における共通項

新規マーケット開拓

生成AIの普及による新た
な需要の発生と新たな価
値提供

外部サービス

AIを目的でなく、実現すべ
きことの手段としてとらえ
ることで価値創出

社内効率化

単なるAIツールの導入で
はなく、AIを前提に業務設
計を見直す

AI導入・活用による事業変革

「生成AI活用は、自社の理念・使命の実現に資

するか」を「活用価値」「品質」「リスク」の観点で
評価する

企業理念とAI導入・活用を紐づけて評価

生成AI活用は「何ができるか」では

なく、自社の理念・使命を実現する
手段として位置付ける

企業理念をAI活用の北極星にする 生成AI活用による企業理念の実現

従業員のエンゲージメント向上

顧客体験・サービスの向上

より豊かな社会への貢献

1. エグゼクティブサマリー

15
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インタビュー結果
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株式会社南江堂
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株式会社南江堂

理念を起点にAI活用へ踏み出す
老舗医学出版社がAI時代に目指す新たな価値創出

株式会社南江堂
代表取締役社長

小立 健太氏

株式会社南江堂は、1879年創業の医学・医療分野に

特化した専門出版社です。長年にわたり、書籍・定期刊

行物の刊行を通じて医療従事者や研究者に信頼ある情

報を届け、医学・医療の発展を支えてきました。いま同社

は、その蓄積を土台にAI活用へと踏み出しています。出

発点にあったのは、効率化や短期的な収益ではなく、

「良質で信頼ある情報を最適な形で提供することで、医

学・医療の発展に貢献する」という使命を、時代に合わ

せてどう実現するかという問いでした。老舗企業がなぜ

AI活用に挑むのか。代表取締役社長の小立健太さんに、

その判断軸と構想を聞きました。

医師の声が、

「最適な形で届ける」必要性を突き付けた

――医療DXやAIが注目される中、南江堂は検索サー

ビスや医療プラットフォームの構築などに取り組ん

でいます。こうした挑戦は、どのような問題意識か

ら始まったのでしょうか。

きっかけは、ある医師から、診療や論文執筆に必要な

情報にたどり着くまでに多くの時間がかかっている、とい

う切実な声を聞いたことです。医療現場では、必要な情

報を探す時間そのものが負担になっています。その声に

触れて、医学・医療の知見を出版物として届けるだけで

なく、必要なときに必要な形で届ける必要があると強く感

じました。検索サービスを通じて、医師の負担軽減に貢

献したいと考えたのです。

――当時、医療情報に特化した検索サービスはまだ

十分ではなかったのですか。

日本の医学書業界はデジタル化が非常に遅く、私が社

長になった2020年当時でも、業界内でデジタル活用に

長けた競合はほとんどいませんでした。その中で、当社

の複数の書籍をデジタル化して横断的に検索できる

サービスのプロトタイプを開発しましたが、 決して使い勝

手は良くありませんでした。例えば「糖尿病、最新の治

療」で検索しても、「糖尿病」と「最新の治療」という言葉

を含む情報が無数に出てきて、知りたいことになかなか

たどり着けない。そうした状況を見て、単に紙をデジタル

に置き換えるだけでは十分ではなく、どうすれば必要な

情報を最適な形で届けられるかを考えるようになりまし

た。

理念をとらえ直し、

AIを「目的」ではなく「手段」に位置付けた

――出版物とデジタルサービスでは作り方も収益モデ

ルも異なります。そうした中で、どのように社内の

理解を得ていったのでしょうか。

当初は、紙媒体を主体とする出版社がそこまでデジタ

ル化を推し進める必要があるのか、という懐疑的な声も

ありました。だからこそ、まず「何のためにやるのか」を言

語化し、社内に示す必要があると考えました。

当社の企業理念は「文化的意義の深い出版事業を通

して、社会に貢献する」ことでした。ただ、デジタル技術の

発展により社会が大きく変化する中では、私たちが持つ

医学・医療の情報も、社会が求める最適な形で提供して

いく必要があると考えていました。

そこで、従来の企業理念は「創業理念」と位置付け、新

たに「我が社の使命」を「良質で信頼ある情報を最適な

形で提供することで、医学・医療の発展に貢献する」と定

義しました。あえて出版や書籍という言葉に閉じず、デジ

タル媒体も含め、あらゆる手段で情報提供していくことを

使命として明確にしたのです。

――AIを活用したサービスへの投資判断も、この使

命に基づいて行っているのですね。

そうです。私たちはAIを導入すること自体を目的にして
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いるわけではありません。使命を実現するために、いま

何が最適な手段なのかを考えた結果、デジタル活用や

AI活用に取り組んでいます。実際、その後の意思決定

や投資判断も全て理念と紐づいています。今では理念

が社内で広く理解されつつあり、デジタルサービスが着

実に伸び始めたことも後押しとなって、AIを活用した

サービスも当社の重要な事業の1つとして徐々に認知さ

れるようになってきました。

生成AIを、既存の延長ではない

新たな挑戦として構想

――デジタル活用はどのように進めてきたのですか。

まずは紙の出版物をデジタルで使えるようにするとこ

ろから着手しました。当社のロングセラー群の中に、

1977年に初版を発行した書籍『今日の治療薬』があり

ます。これは疾患や治療の概要、臨床ですぐに知りた

い薬剤情報をまとめた医療用の医薬品情報集で、毎年

改訂を重ねています。まずはこれをアプリ化し、その後、

WEB版も開発しました。

――具体的に、生成AIはどのような活用を構想したの

ですか。

単に検索性を高めることが目的ではありません。医療

現場の実態に即して、エビデンスのある情報に、シンプ

ルかつスピーディにアクセスできる環境をつくることに重

点を置きました。鑑別診断や処方提案は安全性の面で

慎重であるべきですが、当社の出版物は信頼性が高く、

それらをAIの参照元とすることで、高品質な情報提供が

できます。こうして、医師が必要な情報に自然言語でた

どり着けるサービス「南江堂AI」と「メドシルAI」を構想し

ました。

――既存のデジタル化の延長ではなく、あえて生成AI

を別の挑戦としてとらえた理由は何ですか。

従来の検索では、言葉が一致しても、知りたい答えに

すぐ届くとは限りませんでした。一方、生成AIなら自然

言語で問いかけ、自然言語で答えを返せます。根拠と

なる記事やリンクも合わせて示せば、医師がより短時間

で必要な情報にアクセスできます。サービスを構想した

当時の生成AIは、まだ正確な情報を引き出す精度が十

分ではありませんでしたが、それでも「これなら医師の

課題を一段深く解決できる」と感じました。単なるデジタ

ル化ではなく、使命を一歩先へ進める手段になると考え

たのです。

――サービス開発のパートナーはどのように選定した

のですか。

AIベンダー探しから始めました。数年かけて10社ほど

の話を聞き、それぞれの得意・不得意を見極めながら、

ようやく最近、一緒にサービス開発に取り組むパート

ナーを絞り込みました。同時に、ユーザーとなる医師を

はじめとした医療従事者へのヒアリングも継続し、PoC

を重ねながら開発に反映しています。医療分野では正

確性と信頼性が欠かせないため、技術だけでなく、こち

らの考え方を共有できる相手かどうかも重視しました。

――社内ではどのような体制で進めているのですか。

まずはスモールスタートで、AI事業を進めるチームを

作りました。メンバー選定は役員と相談しながら、AIに

関する知識やスキルだけでなく、編集部、電子コンテン

ツ関連部署、営業部など部署横断的チームとして各部

署の専門性を活かせることを意識しながら組織しました。

組織づくりは、最初はトップダウンで始めるのが良いと

思いますが、1人でできることには限界があります。一

方通行にならないよう、まずは役員に相談してみる、関

連部門の責任者や社員へのヒアリングを行うといった

形で、少しずつ理解と協力の輪を広げながら進めること

が大切だと考えています。

老舗企業の蓄積が、

AI時代の差別化要因になる

――AIを使うサービスは増えています。南江堂なら

ではの強みはどこにありますか。

当社の強みは、AIそのものというより、AIを活用できる

土台にあります。長年培ってきた医学・医療の知見、執

筆者と編集者が磨き上げてきたコンテンツ資産、そして

医師をはじめとした医療従事者との信頼関係です。
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現代は情報が溢れ、その中には信頼性の低いものも

混じっている可能性があります。だからこそ、正確性と

信頼性を担保した情報を届けられることが、AI時代にお

ける当社のコアの価値になっています。

また、こうした取り組みによって、当社は顧客、メディア

から「AI活用を進めている南江堂」と認知されるように

なってきました。ただ、それは出版事業を軽んじるという

ことではありません。既存事業で築いてきた価値や信頼

があるからこそ、新しい挑戦にも説得力が生まれる。私

たちは、出版物を中核とする事業を継続的に取り組み

ながら、その蓄積をAI活用による新たな価値へと繋げ

ていきたいと考えています。

――今後はどのような価値提供を目指しますか。

将来的には、電子カルテ連携や医療方針の示唆など

も視野に入れ、単なる検索支援にとどまらず、情報提供

をより高次元の支援へ発展させたいと考えています。

基盤となるのは、当社の出版物を生かしたストックコン

テンツです。他方で、医師をはじめとする医療従事者へ

のヒアリングでは、最新の情報や一次情報にも素早くア

クセスしたいという声が聞かれました。そこで、信頼でき

る国内外のWEB情報や学術論文等を参照しながら最

適な形で提供する仕組みを構築したいと考えています。

信頼を守るために、

収益設計とガバナンスを整える

――事業化の面で、収益性や継続性にはどのような

課題がありますか。

事業としては、もちろんマネタイズの方法を確立する

必要があります。出版事業は、出版物を刊行する際の

印刷部数を計算することである程度の利益を見通せま

すが、AIサービスはまだ実績が少なく、不透明な部分が

あります。

ただ、短期的な収益だけで判断するのではなく、まずは

理念の実現と医療従事者への貢献を第一に考えてい

ます。どうすればもっと貢献できるサービスになるか。そ

の上で、収益性や継続性を含め、AIサービスをどう育て

ていくかを、医療従事者へのヒアリングに基づきAIチー

ムで議論しています。

また、南江堂の出版物をAIサービスに利用する場合

における著者への対価や利益還元も重要であると考え

ています。AIサービスの参照元として出版物の情報を

使う場合、参照されたときなどに著者へ利益還元する

仕組みが必要だと考えており、検討を進めています。

――AIサービスへの二次利用は、著者にどのように

説明しているのですか。

過去の著作物については個別に打診して許可を得な

がら、契約改定を実施しました。新たに執筆いただく原

稿は、依頼時にAIサービスに利用してよいか確認しま

す。長年にわたって著者と信頼関係を築いてきたことも

あり、二次利用を断られることはほとんどありません。そ

れでも、もし同意を得られない場合は、その方の著作物

はAIサービスの対象から外します。

――AIサービスにはどのような注意点がありますか。

AIサービスが個人に関する情報を出力してしまうこと

がないよう、個人情報保護法や守秘義務の観点から、

患者の氏名はもちろん、カルテ、処方箋、検査記録など

を厳格に管理する必要があります。個人のプロファイリ

ングやプライバシー侵害につながりかねない要配慮個

人情報の扱いには、特に注意が必要です。そこで開発

を進めているAIサービスにおいては、利用規約は当然

として、データ入力や出力などにおける注意喚起表示

やシステム制御など複数のガードレールを整備してい

ます。

また、そのようなリスクを抑えるためには、まずは自社

の社員一人ひとりがAIに関するリテラシーを高める必要

があります。そこで当社では、DXに関する部署横断組

織や、情報セキュリティに関連する委員会を組織し、個

人情報をAIに取り込まないことや、AIツールを使う際に

は学習させない設定にすることなど、基本ルールとガイ

ドラインを定め、周知・啓発を図っています。

理念と信頼を土台に、「AI時代も南江堂」へ

――AI事業の取り組みが順調に前進している背景に

は、何があると考えていますか。

私たちは、出版物を中核とする正確性と信頼性の高い

情報を通じて、AI時代も医学・医療の発展に貢献したい

と考えました。その思いを理念として明確にし、そこに紐

づけながら施策を考え、実行してきたことが大きいと思

います。

また、当社には150年近い歴史の中で蓄えてきた医療

知見、出版資産、医師をはじめとした医療従事者との信

頼関係があります。老舗企業の強みは、AI時代になる

とむしろ価値を増すのではないかと感じています。情報

と信頼という資産があるからこそ、多くの医療関係者に

「南江堂のサービスなら安心して使える」と評価いただ

けているのだと思います。

――今後の展望を教えてください。

出版とAIでは競争環境が異なるため、今後は医学書

の出版社だけでなく、AIソリューションの会社も競合とし

て見ていく必要があります。一方で、AI事業は外部環境

の変化が速く、最適な方法は事業を進めながら見つけ

るしかありません。仮説を立て、すぐに形にし、リリース

して評価する。うまくいかなければ改善する。その積み

重ねを通じて、医療現場にとって本当に役立つサービ

スを提供し、「AI時代も南江堂」と認知していただける存

在になりたいと考えています。

※本インタビュー記事では、「AI」は人工知能技術の総称を指

します。 また 「生成AI」は、テキスト・画像等の新たなコンテン

ツを創出する技術の総称を指します。
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日本たばこ産業
株式会社
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西脇 麻衣子氏
日本たばこ産業株式会社
Corporate IT-Corporate
Transformation Director

日本たばこ産業株式会社

事業に関わる人と社会の豊かさを高めるために
AIを前提として人と組織、経営を再設計する

日本たばこ産業株式会社
執行役員
Chief Technology & 
Information Security Officer

下林 央氏

（左から）西脇氏、下林氏

日本たばこ産業株式会社（JT）は、130以上の国と地

域でたばこ事業を展開するグローバルメーカーです。主

力である紙巻たばこに加え、加熱式たばこや無煙たばこ

など新たな商品領域にも取り組み、外部環境の変化を

見据えながら事業内容とビジネスモデルを進化させてき

ました。

同社が今、AIトランスフォーメーションを経営課題として

位置づける背景には、単なる業務効率化にとどまらない

問題意識があります。AIが常在する時代に、会社と人材

の役割はどう変わるのか。既存業務へのAI の組み込み

と、AIを前提とした業務そのものの組み替えを、どのよう

に橋渡ししていくのか。そして、その変革を自社のパーパ

スの実現にどう繋げていくのか。

JTはなぜ今、AIを前提とした組織と経営の再設計に踏

み出すのか。下林央さん（執行役員 Chief Technology 

& Information Security Officer）、西脇麻衣子さん

（Corporate IT-Corporate Transformation Director）に、

その問題意識と判断軸、今後の構想を聞きました。

問いは「AIで何を効率化するか」ではなく、

「会社と人の役割はどう変わるか」から始まった

――AIが与える影響に関する検討はどのようにスター

トしたのですか？

下林：当社の検討は、単なるAIツールの導入ではなく、

「将来、会社と人材の役割がどう変わるのか」という問い

を起点としています。生成AIによってどのような変化が起

こり得るのか。その時に、私たちは何を考えておく必要が

あるのか。生成AIがもたらす長期的なインパクトについ

て、経営レベルで真剣に議論しています。

西脇：現在では、生成AIは企業や産業の構造変化にも

影響を及ぼす技術へと進化しています。意思決定のあり

方と各種戦略を考える上で、もはや「経営の前提条件」

になったと受け止めています。

AIを経営の中核に置くのは、

組織の判断力と「変わる力」を高めるため

――経営におけるAIの位置付けを教えてください。

下林：当社では、AIによる変革、すなわちAIトランス

フォーメーション（AIX）を経営アジェンダの中核に位置付

けています。人と組織の改革も含めて、コーポレート全

体を変えていく取り組みとして推進しています。

西脇：AI活用の有無が競争力を分けるという段階は、す

でに過ぎつつあると考えています。今は、AIが常在する

ことを前提に、企業の構造をどう設計し直すかが問われ

る局面です。

当社では、持続的に機能する企業構造を再設計してい

くことを大きなテーマに置いています。将来的なAIの進

化を見据えながら、戦略策定、組織、人材、ガバナンス

の見直しに取り組んでいます。

下林：当社のようにグローバルで拠点ネットワークを持つ

組織では、グループ全体がAI基盤を通じて共通の判断

の土台に立てることに大きな意味があります。

同じ土台で情報をとらえ、判断できるようになれば、組

織としての学習能力や判断力が高まり、「変わる力」も強

くなります。その変化は、結果として製品やサービスの品

質向上につながり、お客さまだけでなく、事業に関わるあ

らゆる人の幸せを高める価値を生み出すと考えています。

経営の意思と現場の実践を、

ガバナンスでつなぎながら前に進める

――AIXの進め方とポイントを教えてください。
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下林：AIXについては、まず長期的な視点で役員や経

営レベルで議論し、合意形成を進めました。その上で、

経営のメッセージや影響力を通じて、各階層に浸透させ

ていくことから始めています。

その結果、すでに多くの部門でAIが使われるようにな

り、現場レベルでもAI活用に向けたPoCなど、小さな挑

戦が積み上がりつつあります。

西脇：重要なのは、変革を現場任せのスピード競争にし

ないことです。カスタマーサクセスの考え方に近いです

が、効果やインパクトをプレイヤー自身が実感できる体

験を意図的に生み出すことが変革加速に必要な要素だ

と思っています。

そのためのガバナンスは、変革を抑制する仕組みで

はありません。信頼を担保しながら挑戦を継続するため

の条件だと位置付けています。

下林：現場では、AIで何ができ、何ができないのかを実

際に体感してもらうことが重要です。一方で、経営が発

信する大きな流れも必要です。

現場の小さな実践と、経営が示す方向性。この2つを

合流させていくことが、大きな変革を実現する土台づくり

につながると考えています。

西脇：経営側には、先頭に立ってAIをとらえ、見極める

視点が必要です。そのためにプレイヤーでもあることが

求められます。当社では、経営レイヤーの業務プロセス

におけるAIXを重点領域と認識しています。

下林：経営メッセージとして、社内に向けてAI活用の重

要性を明確に示すことも大切です。当社では、2026年

の年初の所信表明で、副社長が「AI元年」というメッ

セージを発信しました。

経営層の発信を受けて、従業員は各自の取り組みが

経営アジェンダと結びついていると深く理解するように

なり、自分事化が進んでいます。

――経営アジェンダとして取り組む上では、人的リソ

ースの配分や人員の再配置も重要です。どのよ

うな体制で進めるのがよいと考えていますか？

下林：AIが高度化するほど、制御や組織設計の難しさも

増していきます。そのため、この領域はしっかりと体制を

整えて進める必要があると考えています。

重要なのはバランスです。当社の場合は、高い能力を

持つ人材をAI導入推進チームに配置しつつ、本業であ

る既存事業のオペレーションにも残しています。既存事

業を支える力と、新たな変革を進める力の両方が必要

だからです。

先読みする企業文化と外部環境への危機感が、

AIXを加速させた

――JTがAI活用に注力し、急ぐ背景にはどのような理

由がありますか？

下林：当社にはもともと、将来の変化に備えた施策を先

行的に打っていく企業文化があります。AIXもその延長

線上で進めています。

西脇：事業特性として、当社のメインビジネスであるた

ばこは、非常に精緻な需要予測が可能な領域です。ま

た、規制産業であるため参入障壁が高く、その中で当

社は一定の競争優位を築いてきたと考えています。

だからこそ、ゲームチェンジをもたらすような変化は大

きなリスクにもなります。今の事業構造が、根本から変

わる可能性があるからです。加熱式たばこや無煙たば

この登場は、その一例だととらえています。

このような大きな事業環境の変化は、他の産業であれ

ば当然のように想定しているものかもしれません。一方

で、たばこに関しては、従来は想像しづらく、十分には

想定してこなかった変化でもありました。

AIについても同じようにとらえるならば、いち早く危機

感を持ち、正解かどうかを見極め切る前に、まず対応を

始めることが重要です。当社は先読みを得意としてきま

した。そこに危機感が加わったことで、取り組みのス

ピードが高まり、現在のAIXにつながっているのだと思

います。

下林：外部環境の変化が大きく、速くなっていることも背

景の1つです。近年は、コロナ禍、地政学リスク、政治や

世論へのテクノロジーの影響、サイバーセキュリティリ

スクなど、想定外の変化が連続して起きています。

テクノロジーは、そうした変化の中核にあります。経営

としても、スピード感を持って対応しなければならないと

いう危機感は、以前より格段に高まっています。

西脇：私は以前からDX推進に携わり、今回はAIXに携

わることになりました。前回を振り返ると、早く対応し形

にすることへの意識、危機感、重要度が、経営の中で

圧倒的に高まったと感じます。

既存業務へのAI導入と、

AIを前提にした業務再設計は連続しない

――AI活用を前提として、人の役割はどのように

変わっていきますか？

西脇：AIは、今後、意思決定や人と組織の役割を大きく

変えていくはずです。将来的には、AIが常に知的に関

与することが前提となり、いわゆるシンギュラリティエン

タープライズ（AIエージェントが企業活動の主体となる次

世代の経営モデル）へと近づいていくと考えています。

経営の意思決定のスピードや精度が高まることは望

ましいことです。一方で、最終判断と説明の責任を誰が

負うのかについては、これまで以上に明確に設計する

必要があります。

現場業務でも、AIが思考や判断を支援できる領域は

広がっていきます。その中で人は、単なる作業者や処

理者ではなく、問いを立て、価値の方向性を定め、判断

の責任を引き受ける存在になっていくでしょう。創造性、

共感、倫理的判断といった、人に固有の役割の重要性

が相対的に高まると考えています。

――組織の構造や運営はどう変わりますか？

下林：ここで重要なのは、既存業務にAIを組み込んでい

くアプローチと、AI活用を前提として業務のあり方から

組み替えていくアプローチは、必ずしも連続的につなが
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るものではないということです。

AIエージェントが多様な役割を自律的に担えるように

するには、業務プロセスと組織構造を抜本的に変える

必要があります。シンギュラリティエンタープライズに向

かうには、そのための移行戦略を検討しなければなりま

せん。これは非常に難しい課題です。

西脇：加えて、シンギュラリティエンタープライズには、技

術の進化に適応できる組織構造が求められます。従来

のような機能別、階層型の役割分担だけではなく、人と

AIの協働を前提とした新たな役割設計や意思決定プロ

セスが必要になります。

ガバナンスの観点では、AIが関与する範囲と、人が責

任を負う範囲を明確にすることが重要です。統制と柔軟

性をどう両立させるかが、大きな論点になります。

――AIとの協働では、管理方法にどのようなポイント

がありますか？

西脇：インプットデータをどう扱うか、中間レビューをどう

実施するか、アウトプットの方向付けをどうするか。こう

した業務範囲における人の関わり方が、重要なポイント

になると思います。

これは人事部門やIT部門だけに任せたり、両部門を

統合したりすれば進むというものではありません。現場

や機能ごとの業務特性に応じて、AIをどう使い、どう管

理するかを具体的に設計していく必要があります。

AI時代には、人に求められる能力と

評価軸も変わっていく

――AIとの協業が進んだ結果、人に求められる能力

とその評価基準はどう変わっていきますか？

下林：AIは、ある部分では人の能力を超え、人がこ

れまで担っていた業務を大きく効率化します。そうすると、

例えばロジカルシンキングやデータ分析のような業務は、

AIに任せた方がよいという判断になるかもしれません。

その結果、従来は重要だとされてきた能力を、人が持

つことの意味や重要性が変わっていく可能性はあると

考えます。

西脇：人に求められるケイパビリティや素養は何なのか。

何が重要なポータブルスキルになるのか。そうした論点

が生まれると思います。

例えば、AIが高度なIQを持つ存在だとすれば、人に

は非認知能力を高めることが求められるかもしれませ

ん。共感能力、コミュニケーション能力、自己管理力な

どに突出する人が、AI社会において新たな価値を発揮

する可能性もあります。

また、AIを自らの能力を拡張する手段として使いこな

し、協働しながら成果を出す力も、新たな価値源泉に

なっていくと考えています。

下林：AIが全員の能力を一律に底上げするというよりは、

使いこなせる人とそうでない人の差が広がっていく可能

性があります。そうした差を前提とした評価制度の設計

も必要になるはずです。

従来の評価軸では見えにくかった能力をどうとらえる

のか。AIと高いシナジーを生み出せる人をどう評価し、

育成するのか。これは重要なテーマになると思います。

西脇：AIを道具ととらえると、それをうまく使えるかどうか

で差が出る点は、他のデジタルツールとも共通していま

す。

うまく使いこなそうと努力する人がいる一方で、興味を

持たない人や、使いこなす意識がない人もいる。その場

合、前者は活躍の機会を広げ、後者はキャズムの向こ

う側に置いていかれる。そうした差は生まれると思いま

す。

AIを前提に業務を変える目的は、

人と社会の「心の豊かさ」を広げることにある

――JTのパーパス「心の豊かさを、もっと。」を実現し

ていく上で、AI活用はどう結びつきますか？

下林：AIは、認知能力、非認知能力、倫理、感情、信頼

といったテーマを、企業活動の中で正面から議論する

状況を生み出しています。

それは、「人にしかできないことは何か」「心の豊かさと

は何か」を考えるきっかけにもなります。

私たちは、この取り組みを通じて、AI時代における人

の価値や、人とテクノロジーの向き合い方を示すことが、

重要な意義となると位置づけています。

西脇：企業価値向上という観点では、AIに関する規制や

複雑さを、単なる制約としてとらえるのではなく、それを

前提とした高度な意思決定や組織運営を、競争優位へ

と転換していくことが重要です。

意思決定の質やスピード、組織としての学習能力を高

めることが、長期的な価値創出につながると考えていま

す。

これは「JTらしさ」の再定義にもつながります。不確実

性が高まる中では、AIとともに進化し続けられる企業構

造を築くことが求められます。つまり、AIが常に知的に

関与する事業、組織、意思決定の構造を設計できる企

業へと進化していくということです。

シンギュラリティエンタープライズに近づいていく中で、

AIと人がそれぞれの強みを発揮しながら価値を創出す

る企業のあり方を模索しています。

下林：「心の豊かさ」をビジネスとして体現し、顕在化さ

せることは、当社のビジネスの意義を知ってもらう機会

にもなります。

AIによって人間不要論が強まりがちな時代だからこそ

AIとの協業を通じて人の価値を再定義し、その役割を

再構築できる可能性を発信していきたいと考えています。

AIを前提に業務や組織を変えていくことは、決して人

を置き換えるためだけのものではありません。そこで働

く人や、事業に関わる人々がよりよく力を発揮し、その

成果が幸せや心の豊かさにつながっていくこと。それが、

当社にとってAIXに取り組む意味だととらえています。

※本インタビュー記事では、「AI」は人工知能技術の総称を指

します。 また 「生成AI」は、テキスト・画像等の新たなコンテン

ツを創出する技術の総称を指します。
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MS&AD
インシュアランス
グループ
ホールディングス
株式会社
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日本最大規模の損害保険グループであるMS&ADイン

シュアランス グループ ホールディングス株式会社

（MS&AD）は、生成AI活用に伴うリスクに対応する保険

商品、いわゆる「生成AI専用保険」の提供などを通じて、

AI時代の新たなリスクソリューションづくりに取り組んで

います。

同社が見据えているのは、生成AIを単なる業務効率化

ツールとして使うことではありません。生成AIが企業活動

や生活者の行動に浸透していくことで、これまでの保険

商品だけでは捉えきれないリスクやニーズが生まれます。

その変化を前提に、企業のAI導入支援や地域の移動課

題の解決、事故予防、ガバナンス構築支援など、保険会

社だからこそ担える新規マーケットを模索しています。

MS&ADはなぜ、この転換に取り組むのか。AI活用の

社会浸透を前提に、保険会社はどのような新たな価値を

生み出せるのか。同社が描く新規マーケットの可能性と、

安心して新技術を使える社会づくりについて聞きました。

生成AIの社会浸透が、保険に新たなリスクと

マーケットを生み出している

――生成AI活用によって、保険業界ではどのような変

化が起きていますか。

武藤：生成AIは、一部の人だけが使う先端技術から、企

業活動や生活者の行動の前提となる基盤技術になりつ

つあります。

この変化は、保険業界にとっても大きな意味を持ちま

す。保険の引受、保険金支払、営業支援、お客さま対応

など、バリューチェーン全体の見直しを促す存在になっ

ているからです。

同時に、生成AI活用が社会に浸透していくことで、これ

まで保険会社が主に扱ってきたリスクとは異なる新たな

リスクやニーズも生まれています。既存業務の効率化に

とどまらず、AI活用を前提とした新たなリスクソリューショ

ンのマーケットをどうとらえるかが重要になっています。

川崎：業務面では、文書作成、要約、検索など、日常業

務での活用が広がっています。同時に、「社会課題の解

決にどう活用できるか」という視点も強まっています。

私の担当領域であるAIオンデマンド交通（※現在実証

実験期間中）は、自治体が主体のサービスとなりますが、

その一例です。地域の移動課題を支える技術としてAIを

とらえ、地域の実情に応じたサービス設計に活かしてい

ます。

AI活用の新たなマーケットは、技術そのものから生ま

れるというよりも、社会や地域の課題にどう接続するか

によって形づくられていくものだと感じています。

武下：競争環境や顧客接点のあり方も変わりつつありま

す。生成AIが一部の業務を支援・代替することで、少人

数、短時間でも対応できる業務が増えています。これま

で企業規模や人員数に依存していた競争のあり方も変

化していくはずです。

保険会社にとっても、お客さまとの接点をどう設計する

か、どのような価値を提供するかを見直す必要が出てき

ています。生成AIの社会浸透を前提にすれば、保険会

社の役割は既存商品の提供だけではなく、新たなリスク

を可視化し、安心してAIを活用できる環境を整える方向

へ広がっていくと考えています。

――保険の引受や補償範囲には、どのような影響が

ありますか。

武藤：企業の生成AI活用では、AIが関与した損害につい

て、何を損害とみなすのか、責任を誰に帰属させるのか、

どこまでを補償範囲とするのかといった論点が生じます。

従来の保険よりも、リスクの見極めが複雑になっていま

す。

今後は、損害が発生した後の補償だけでなく、損害を

MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社

生成AIは、保険を「補償」から「予防」へ広げる。
MS&ADが見据える、AI社会の新規マーケットと安心の実装基盤

MS&ADインシュアランス グループ
ホールディングス株式会社
ビジネスデザイン部

武藤 英気氏

川口 大輔氏武下 大祐氏、
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
商品・ CSV×DX企画部
次世代商品R&D Labグループ

川崎 充氏
三井住友海上火災保険株式会社
ビジネスデザイン部
事業ソリューション開発グループ

（左から）川口氏、武下氏、武藤氏、川崎氏
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生まないための予防、モニタリング、ガバナンス支援ま

で含めた価値提供が重要になると考えています。

武下：AIが直接お客さまに回答するケースが増えると、

誤った案内が誤認やトラブルにつながり、企業側の責

任が問われる可能性があります。

保険会社には、そうした潜在的なリスクを把握し、どの

ような使い方でリスクが顕在化しやすいのか、どのよう

に管理すればリスクを抑えられるのかを整理する必要

があります。そのうえで、保険として引き受ける領域を

見極めることが求められています。

補償の先にある「予防」へ、

保険会社の価値提供は広がっていく

――AIやデータを活用することで、保険によるリスク

予防ではどのようなサービスが考えられますか。

川口：当社の事例では、テレマティクスデータと生成AI

を活用し、ドライバーごとに最適な運転アドバイスを提

供する「運転アドバイスプラットフォーム」を開発しました。

目的は、単にAIを使うことではありません。お客さまの

安全運転意識を高め、事故の削減や防止に繋げること

です。保険会社として、事故が起きた後に補償するだけ

でなく、事故そのものを減らす価値提供に取り組んでい

ます。

将来的には、気象関連データやスマートフォンの行動

データなどを活用し、熱中症やケガに関する情報提供

などにも拡張できる可能性があると考えています。AIや

データを活用した予防領域は、保険会社にとっても新た

な価値提供の可能性がある分野だととらえています。

生成AIによる成果創出には、

現場起点の設計と定着が重要である

――生成AI分野のサービス創出を見据えて、社内や

グループ内ではどのような活用を進めているの

ですか。

武藤：グループ内での活用は、まず資料作成、要約、検

索など、共通業務の生産性向上から着手しました。現

場が日常的に抱えている負担を軽減し、生成AIの活用

に慣れていくための取り組みです。

一方で、将来的には保険のコア業務にAIを組み込み、

お客さまの体験や業務プロセスそのものを再設計する

ことも構想しています。

現時点では基盤環境整備と初期活用は進んでいます

が、本格的な業務変革と新たな価値創出は、これからさ

らに加速していく段階だととらえています。

――社内やグループ内で生成AIの活用を円滑に進め

るうえで、どのような点が成果を分けるのでしょうか。

武藤：AIの実際の業務プロセスへの組み込みは、比較

的スムーズに進んだものもあります。その要因は、対象

業務が明確で、現場課題を起点に設計され、既存フ

ローに接続されていたことだと考えています。

一方で、汎用ツールを導入しただけで、利用目的や

KPIが曖昧なケースは成果が出にくく、定着や実装に課

題が残りやすいと感じています。

武下：照会応答支援、類似案件検索、契約締結支援な

どの領域では、AI活用が進んでいます。これらに共通し

ているのは、業務内容が比較的定型化されており、過

去の対応事例をもとに類似判断がしやすいことです。ま

た、過去のFAQや対応履歴など、回答生成や判断支援

に活用できる情報が蓄積されていることも重要です。

加えて、AIを人の判断の代替ではなく補助として導入

し、アウトプットを人間が最終確認する運用にしたことも

大きいと考えています。これにより、現場の受容性が高

まり、精度面の懸念を抑えながら業務効率化に繋げる

ことができました。

AI社会の新規マーケットを支えるには、補償と

ガバナンスを一体で設計する必要がある

――MS&ADは、国内初となる生成AI専用保険を開発

しました。どのような特徴があるのでしょうか。

武下：企業の生成AI利用に伴う知的財産権侵害、情報

漏えい、ハルシネーションなどのリスクを包括的に補償

するものです。

特徴は、補償だけにとどまらない点にあります。ガバ

ナンス体制の構築支援や、事故後のコンサルティングも

提供し、未然防止から事後対応まで一体的に支援しま

す。企業が安全・安心に生成AIを活用できる環境づくり

に貢献することを目指しています。

生成AI活用が社会に広がるほど、企業は新しいリスク

に直面します。その意味で、生成AI専用保険は単なる

新商品ではなく、AI社会の進展を前提とした新たなリス

クソリューションの一つだととらえています。

――企業の生成AI活用では、具体的にどのようなリス

クがあるととらえていますか。

武藤：企業のAI活用リスクは、法務、レピュテーション、

業務運営、統制などが重なる複合リスクだととらえてい

ます。

アウトプットの誤り、バイアス、知的財産権、個人情報、

説明責任、外部サービスへの依存、誤用などはその一

例です。用途や影響度に応じて多層的に管理し、技術

部門だけでなく、経営、事業、法務、リスク管理部門が

連携することが重要です。

武下：生成AIを業務判断、お客さま対応、セキュリティ、

個人情報の取り扱い、説明責任が求められる場面で活

用する際には、さまざまな懸念があります。

そのため企業側では、AIを安全に使うためのガバナン

スや、脆弱性診断を通じたリスク評価の必要性が高

まっています。保険がその役割を担うことで、生成AIを

安心して使用できる環境を構築し、生成AIの普及を後

押ししたいと考えました。

成果を分けるのは、AIそのものよりも

データ・運用・説明責任の設計である

――AIサービスを普及させていくうえでは、どのような

課題がありますか。
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川崎：外部向けサービスへのAI活用では、技術面だけ

でなく、利用者にとっての分かりやすさや安心感、

運用面での安定性が重要だと感じています。

検証中であるAIオンデマンド交通でも、AIによる最適

化そのもの以上に、分かりやすいサービス設計やアプ

リの見やすさがユーザーの評価に直結している印象が

あります。

武下：成果創出が難しいのは、AI活用に適した形で

データが整備されていない領域や、組織横断の調整が

必要な領域です。

例えば、添付ファイルや画像を含む申請・照会業務、

個人情報やセンシティブ情報のマスキングが必要な業

務、部門をまたいでデータをつなぐ必要がある業務は、

運用やガバナンスのハードルが高く、実装難度も高くな

ります。

――保険の引受では、企業側のガバナンスや業務特

性なども細かく見る必要があります。個社のリス

クを見るポイントと、ガバナンス構築など周辺業

務の支援について教えてください。

川口：AI活用が進むほど、これまで人が日常業務で抱

えていたリスクの一部は、AIエージェント側に移っていき

ます。

その際に発生し得る事故や損害について、オックス

フォード大学のマイカ・オズボーン教授と共同研究した

論文では、発生要因を３類型に整理しています。具体的

には、AIの能力が業務上求められる水準に達していな

い「capabilities failure」、AIの目的や挙動が利用者の

意図と一致しない「alignment failure」、AIが悪意ある目

的に利用される「misuse」です。

今後は、これらに対するガバナンスが整備されている

かを踏まえて、引受判断を行う必要があると考えていま

す。

武藤：企業側では、AIガバナンスをどのように整備して

いくかが課題になっています。これは私たちにとって、新

たなサービス領域として広がっていく可能性があると考

えています。

一定のガバナンスを構築できている企業に保険を提

供するだけでなく、ガバナンス整備そのものも支援対象

になり得るととらえています。リスク管理部門などの第2

線でAIリスクを評価し、どの領域でどの程度の統制が

必要かを整理することはもちろん重要ですが、同時に、

事業部門などの第1線に対しても、予防やガバナンスを

実務に組み込んでいく支援が必要だと考えています。

補償、予防、ガバナンス支援を一体で提供できるかどう

かが、AI社会における保険会社の新たな価値につな

がっていくはずです。

蓄積してきたリスクデータと現場理解が、

AI時代の保険会社の強みになる

――より高度な保険サービスを提供していくうえで、

保険会社にはどのような強みがありますか。

武藤：一般的な知識だけでは差別化が難しくなる中で、

保険会社が蓄積してきた引受、事故対応、保全、営業

など、業界固有のデータはAI時代における重要な経営

資産です。

それらをAIとどう組み合わせるかが、今後の競争力を

左右します。そのためには、品質、権限管理、法令対応

を踏まえ、AI活用が可能な形でデータを整備し、活用し

ていく必要があります。

生成AI活用が社会に浸透するほど、リスクを見極める

知見や、事故対応を通じて蓄積してきたデータの意味

は大きくなります。そこに、保険会社が新たなマーケット

を模索するうえでの強みがあると考えています。

川崎：AIオンデマンド交通のような地域密着型のサービ

スでは、お客さまや地域との接点、現場理解が引き続き

強みになると考えています。

一方で、データ活用、説明責任、ガバナンスなど、新

たに対応すべき論点も増えています。現場の知見と新

しい技術をどう接続するかが重要であり、我々としても、

今後の実証実験結果を踏まえ、乗り越えなくてはいけな

い課題と認識しています。

AI前提の変革は、

人と社会が安心して新技術を使うためにある

―― AI社会へ向かっていく中で、保険会社としてどの

ような姿を目指していますか。

武藤：保険の役割は、リスクの予防、可視化、モニタリン

グ、ガバナンス支援まで広がっていくと考えています。

その中で、AIを前提に業務プロセスと人の役割を再設

計し、保険会社としての競争力向上に加え、お客さまに

とっての利便性や安心感といった体験価値の向上、さら

には社会全体のAI活用支援を両立させていきたいです。

生成AI活用の社会浸透を前提にすれば、保険会社が

向き合うべきマーケットも変わっていきます。従来の保

険商品の枠内で考えるのではなく、企業や生活者がAI

を安心して使うために必要な補償、予防、ガバナンス支

援をどう提供するかが問われていると感じています。

武下：当社グループは、社会課題の解決と経済価値の

創出を両立する「CSV（Creating Shared Value：社会と

の共通価値の創造）」を経営の根幹としています。

この考えに基づき、生成AI活用によるリスクを評価し、

抑制する機能をより強化していきたいと考えています。

今後は、AIエージェントの利用が大幅に拡大していく

はずです。企業が安心してAIエージェントを実装できる

ように、ガバナンスや安全利用を促す役割も担っていき

たいです。

AIを前提とした業務変革は、技術のためでも、効率化

のためだけでもありません。企業や社会が新しい技術

を安心して使い、その成果を人や社会に還元していくた

めのものだととらえています。生成AIの社会浸透によっ

て生まれる新たなマーケットも、最終的には働く人や社

会の人々がより安心できる環境づくりにつながるもので

あるべきだと考えています。

川崎：今後は、あらゆるステークホルダーがAIを活用す

るようになり、お客さまからの要求水準も高まっていくと

思います。

だからこそ、現場に即した知見やデータ、顧客接点を

活かし、より安心してAIを活用できる環境づくりに貢献し

ていきたいと考えています。

※本インタビュー記事では、「AI」は人工知能技術の総称を指

します。 また 「生成AI」は、テキスト・画像等の新たなコンテン

ツを創出する技術の総称を指します。
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調査概要

調査実施時期：2026年2月12日～2月19日

回答者数：932名

調査方法：Web調査

調査対象の条件：

• 日本国内の企業・組織に所属する従業員

• 売上高500億円以上

• 課長職以上

• 生成AI導入に対して何らかの関与がある人物
（意思決定、企画検討など）

質問内容：

• 生成AIに関する意識変化、活用・効果、成果・還元の状況

• 生成AIへの認知、興味・関心、ガバナンス、今後の見込み、
周囲への期待
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本格運用の拡大から、還元の実装へ
31



PwC

• 全回答者の中で、生成AI活用で得られた
効果を何らかの形で還元できている層は
50%に達し、全回答者の中で効果を財務
的な還元まで繋げた層は27%であった。

• 生成AI活用の効果が期待以上の層に絞
れば、その半数は財務的な還元に繋げる
ことができたと言える。

• 自社の生成AI活用の推進度合いでは
「活用中」「推進中」が87%（前回調査か
ら+11pt）に達し、「未着手・断念」は4%
（同、-5pt）に半減した。

• 活用中・推進中の層では、生成AI活用の
効果に関して期待以上と回答した割合は
64%（前回調査から+3pt）と昨年から大き
な増加傾向は見られない。

全
体
概
要

• 生成AIを「業界構造を根本から変革す
る」チャンスととらえる層は、2025年まで
の減少傾向から今回調査で30％（前回
調査から+8pt）と反転した。

• 生成AIを 「ビジネスの存在意義が失われ
る脅威」ととらえる層は、 2025年までの
減少傾向から今回調査で24%（前回調査
から+8pｔ）と反転した。

生成AIに関するチャンス
と脅威の意識は2025年
まで減少傾向にあったが
反転した

国内のAI活用率は順調

に増加するも、期待以上
と実感する層の割合は
横ばいである

生成AIで期待以上の効

果を実感した層のうち約
半数が、給与や価格を
通じて従業員や顧客に
金銭的な還元をしている

32

生成AIに関する根本変革チャンス・ビジネス消失脅威はともに減少傾向から
反転し上昇、活用・効果は継続的に上昇。成果を還元していると回答した層の
約半数は、従業員への利益還元や顧客への価格還元を行っている。

活用・効果意識変化 成果・還元

3. 日本概要
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生成AIを「業界構造を根本から変革する」チャンスととらえる層は30％（前回
調査から+8pt）となり、2025年までの減少傾向から反転した。

33

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

生成AIはどのようなチャンスだと思うか

※ 2023年 春の調査では、上位から順に3つを回答であるため、比較のため1位回答のみを抽出して再集計
※ 2023年 春の調査結果から今回調査対象と同様の属性に絞って再集計
※ 2023年 春、2024年 春は生成AIの活用を「とてもチャンスだと思う」「チャンスだと思う」と回答した層を集計。2025年春、 2026年春は「チャンスとは思わない」「その他」と回答した人を除いて集計

2023年 春：n=98
2024年 春：n=785
2025年 春：n=914
2026年 春：n=917

活用・効果意識変化 成果・還元3. 日本概要

26%

25%

22%

30%

33%

24%

20%

18%

35%

49%

49%

47%

5%

3%

9%

5%

2023年 春

2024年 春

2025年 春

2026年 春

業界構造を根本から変革するチャンス 他社（者）より相対的に優位に立つチャンス

自社ビジネスの効率化・高度化に資するチャンス 自身や周囲の困りごとを解決するチャンス
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生成AIを 「ビジネスの存在意義が失われる脅威」ととらえる層は24%（前回調
査から+8pt）となり、2025年までの減少傾向から反転した。

34

Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。 2023年 春：n=18
2024年 春：n=420
2025年 春：n=766
2026年 春：n=771

活用・効果意識変化 成果・還元

0%

3. 日本概要

※ 2024年 春調査の設問では「その他」、「脅威とは思わない」、「分からない」の選択肢が存在しないため、
2025年以降は当質問に対して「その他」、「脅威とは思わない」、「分からない」と回答した人を除いて集計

41%

27%

16%

24%

29%

43%

28%

29%

29%

21%

46%

38%

8%

9%

9%

2023年 春

2024年 春

2025年 春

2026年 春

ビジネスの存在意義が失われる脅威 他社（者）より相対的に劣勢に晒される脅威

コンプライアンス・企業文化・風習などにおける脅威 自身や周囲の業務が必要なくなる脅威

生成AIはどのような脅威だと思うか
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自社の生成AI活用の推進度合いでは「活用中・推進中」が87%（前回調査か
ら+11pt）に達し、「未着手・断念」は4%（同、-5pt）に半減。
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Q あなたが働く会社における、社内向けまたは社外向けの生成AI活用検討の推進度合いとして、最も当てはまるものをお答えください。 2023年 春：n=238
2024年 春：n=912
2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

※ 2023年 春の選択肢の「予算化済み」を「生成AI活用に向けた具体的な案件を推進中」に統合し再集計、
「社外向けの生成AI活用サービスを提供している」と「社外向けには提供していないが、社内業務等で生成AIを活用している」の選択肢がなかったため、無表記

※ 2023年 春の調査結果から今回調査対象と同様の属性に絞って再集計
※ 2023年 春は、「具体的な案件を推進中」「予算化済み」を「推進中」 、「検討中」を「検討中」 、 「まだ検討していない」「検討したが断念した」「わからない」を「未着手・断念」として集計 （以下のグラフすべて同様）
※ 2024年 春の調査以降は「社外向けの生成AI活用サービスを提供している」「社外向けには提供していないが、社内業務等で生成AIを活用している」の選択肢を「活用中」、
     「生成AI活用に向けた具体的な案件を推進中」を「推進中」、「検討中」を「検討中」、「まだ検討していない」「検討したが断念した」「わからない」を「未着手・断念」として集計（以下のグラフすべて同様）

活用・効果意識変化 成果・還元3. 日本概要

0%

43%

56%

71%

8%

24%

20%

16%

14%

24%

15%

9%

78%

9%

9%

4%

2023年 春

2024年 春

2025年 春

2026年 春

活用中 推進中 検討中 未着手・断念

自社の生成AI活用の推進度合い
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「活用中・推進中」の層では、生成AI活用の効果に関して期待以上と回答した
割合は64%（前回調査から+3pt）と昨年から大きな増加傾向は見られない。

36

2024年 春： n=614
2025年 春： n=712
2026年 春： n=814

Q 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果として最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 2023年 春は本設問未実施

活用・効果意識変化 成果・還元3. 日本概要

9%

10%

10%

48%

51%

54%

17%

23%

20%

1%

2%

2%

25%

14%

14%

2024年 春

2025年 春

2026年 春

期待を大きく上回っている 期待通りの効果があった やや期待を下回る 期待とはかけ離れた結果になった まだ効果を評価できていない

「活用中・推進中」の層における自社での生成AI活用の効果
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全回答者の中では、期待以上と回答した層は56%（前回調査から+10pt）とな
り、3年連続で上昇し、過去最高を記録した。

37

2024年 春： n=614 2025年 春： n=712 2026年 春： n=814Q 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果として最も当てはまるものをお答えください。

Q あなたが働く会社における、社内向けまたは社外向けの生成AI活用検討の推進度合いとして、
最も当てはまるものをお答えください。

2024年 春： n=912 2025年 春： n=945 2026年 春： n=932

2024年 春 2025年 春 2026年 春

46%
期待以上

19%

10%

56%
期待以上

19%

13%

全
回
答
者

全
回
答
者

全
回
答
者

67%
活用中
・推進中

33%
未着手
・断念

38%
期待以上

12%

17%

前年比

+8pt
前年比

+10pt

25%
13%

75%
活用中
・推進中

87%
活用中
・推進中

活用・効果意識変化 成果・還元

期待未満

期待未満 期待未満

未評価未評価 未評価

未着手・断念 未着手・断念

3. 日本概要

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問

全回答者のうち生成AI活用効果が期待以上である層の構成比
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財務的な還元

非財務的な還元

還元はしていない

71%

35%

61%

59%

28%

1%

4%

1%

創出効果が期待を大きく上回る層の71%が、創出した効果を「従業員への利
益還元」に繋げている一方、期待未満の層は14%にとどまっている。
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14%

15%

40%

40%

4%

0%

14%

10%

期待未満 期待を大きく上回る

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果をどのように企業成長や社内還元に繋げましたか。当てはまるものを全てお答えください。
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計、生成AIの活用の効果を

「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

期待未満
の層より

+57pt

活用・効果意識変化 成果・還元3. 日本概要

従業員への利益還元

顧客への価格還元

新規事業への登用等、新たな投資に回す

従業員の雇用時間への還元

社会貢献活動への寄付

その他

特に検討していない

検討したものの、還元に繋げられなかった

生成AIによる効果の還元先（効果期待値別）

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83
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全回答者の中で、生成AI活用で得られた効果を何らかの形で還元できている
層は50%に達し、効果を財務的な還元に繋げている層は27%であった。

39

Q 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果
     として最も当てはまるものをお答えください。

Q あなたが働く会社における、社内向けまたは社外向けの
     生成AI活用検討の推進度合いとして、
     最も当てはまるものをお答えください。

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果をどのように企業成長や
     社内還元に繋げましたか。当てはまるものを全てお答えください。

※ 選択肢「従業員への利益還元（給与増加、ボーナス等） 」、「顧客への価格還元」を財務的な還元として集計
※ 選択肢「従業員の雇用時間への還元（成果ベースでの時短勤務奨励等）」、「新規事業への登用等、新たな投資に回す」、「社会貢献活動への寄付」「その他」を非財務的な還元として集計

活用・効果意識変化 成果・還元

17%

13%

47%

9%

71%

16%

9%

4%

検討中

2%

まだ効果を評価できていない

やや期待を下回る

期待通りの効果 23%

27% 財務的な還元に繋げている

非財務的な還元にとどまっている

期待とはかけ離れた結果

期待を大きく上回っている

未着手・断念

推進中

活用中

5%
還元はしていない

87%
活用中・
推進中
（n=814）

100%
全回答者
（n=932）

56%
期待以上
の効果
（n=520）

3. 日本概要

生成AI活用・効果創出・財務的還元までの到達状況
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• 生成AI活用による効果を「財務的な還元
に繋げている」業界は、「サービス／接客
業」（43%）が全業界で最も高く、次いで
「テクノロジー」（36%）が追従。

• 一方、「公益事業／エネルギー」は「還元
はしていない」（10%）に加え、「期待未満
の効果」（40%）や「活用していない」
（23%）の比率が高く、他業界と比較して
何らかの還元に至る割合が少ない。

• 業界ごとのAI活用・推進度は2026年に
全業界70%以上に到達し、業界差は縮
小。特に「通信」（97%）、「テクノロジー」
（96%）が生成AI活用推進を牽引してい
る。

• 生成AI「活用中・推進中」の層のうち、期
待以上の効果を実感した業界は、上位か
ら順に「ヘルスケア／病院／医薬／医療
機器」「テクノロジー」「通信」で、上記の業
界では6割以上が期待以上の効果を実
感している。

• 生成AIを「業界構造を根本から変革する
チャンス」ととらえる業界は、 「サービス
／接客業」（43%）、「テクノロジー」
（43%）であった。

• 生成AIを 「ビジネスの存在意義が失われ
る脅威」ととらえる業界は、「サービス／
接客業」（48%）、「自動車」（27%）であっ
た。

• 根本変革チャンス・ビジネス消失脅威の
いずれの認識も低いのは「不動産」で
あった。

業
界
概
要

生成AI活用が前回調査か

ら業界全体で増加傾向。
「テクノロジー」 「通信」が
活用をリード

「サービス」「テクノロ
ジー」が顧客や従業員へ
の財務的な還元をリード

生成AIは「サービス／接客

業」で大きなチャンスや脅
威ととらえられている

意識変化は「サービス／接客業」が高く、活用・効果・還元は「テクノロジー」が
業界リーダーとして牽引しており、他業界も追随している。

40

活用・効果意識変化 成果・還元

3. 日本概要
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27%
29%

36%
20%

10%
32%
35%

43%
27%
26%

24%
24%

26%
28%

43%

27%
21%

19%
19%

10%
17%

23%
22%

13%
18%

12%
16%

18%
15%

48%

生成AIについて「サービス／接客業」「テクノロジー」は「業界構造を根本から
変革するチャンス」ととらえている。一方、「サービス／接客業」「自動車」では
「ビジネスの存在意義が失われる脅威」が高い。不動産はいずれも値が低い。

41

「ビジネスの存在意義が失われる脅威」／「業界構造を根本から変革するチャンス」と回答した割合（業界別）

n=55
n=106
n=47
n=64
n=30
n=139
n=69
n=81
n=30
n=38
n=41
n=38
n=57
n=39
n=21

ビジネスの存在意義
が失われる脅威

業界構造を根本から
変革するチャンス

自動車
重工業／産業機械／家電

化学
建設／エンジニアリング

不動産

銀行／証券／保険／その他金融サービス
通信

テクノロジー

公益事業／エネルギー
消費財／飲料／食品

小売
運輸／物流

商社
ヘルスケア／病院／医薬／医療機器

サービス／接客業

Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。 ※ 業界構造を根本から変革するチャンスは、選択肢の「業界構造を根本から変革するチャンス」を選択した割合を業界別に集計
※ ビジネスの存在意義が失われる脅威は、選択肢の「ビジネスの存在意義が失われる脅威」を選択した割合を業界別に集計
※ 業界区分「その他」は表示を省略

平均

20％
平均

30％

活用・効果意識変化 成果・還元3. 日本概要
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通信 テクノロジー

化学

銀行

テクノロジー

ヘルスケア 重工業消費財

サービス

自動車 商社

運輸建設

不動産サービス

通信

運輸

小売

通信

テクノロジー

公益

小売

重工業自動車

銀行 公益

化学ヘルスケア

公益サービス

銀行不動産

テクノロジー

サービス

通信

商社化学消費財

運輸

建設不動産

商社

小売

化学消費財

小売

商社

消費財

建設不動産

重工業

ヘルスケア

建設

自動車自動車

公益

銀行

重工業

運輸

ヘルスケア

分類

業界ごとの推進度は2026年に全業界70%以上に到達した。業界ごとの差分
は2024年に最大値の42ptを記録したものの、2026年は24ptと収束傾向。

業界ごとのAI活用・推進度※ （2023年 秋／ 2024年 春／ 2025年 春／ 2026年 春）
2023年 秋 2024年 春 2025年 春 2026年 春

Q あなたが働く会社における、社内向けまたは社外向けの生成AI活用検討の推進度合いとして、最も当てはまるものをお答えください。
※ 選択肢の「社外向けの生成AI活用サービスを提供している」「社外向けには提供していないが、社内業務等で生成AIを活用している」「生成AI活用に向けた具体的な案件を推進中」を合算した集計結果を基に再集計
※ 活用・推進度を10%刻みでマッピング。同一レンジ内では順不同

トップランナー

連続的成長

階段式成長

初期から高水準で推
移し、一貫して先頭を
走る業界

年々なめらかに推進度
を積み上げ、着実に上
昇を続ける業界

停滞・上昇の循環を2
年程度のサイクルで繰
り返しながら階段式に
成長する業界

90~100%

80~90%

70~80%

60~70%

50~60%

40~50%
2023年 秋 ： n=912
2024年 春 ： n=912
2025年 春 ： n=945
2026年 春 ： n=932

活用・効果意識変化 成果・還元3. 日本概要

※ 実態をより適切に反映するため
     2023年は秋時点のデータを採用
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活用している ：生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」と回答した層
期待以上の効果 ：生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層の内、「期待を大きく上回っている」「期待通りの効果があった」と回答した層
財務的な還元に繋げている ：還元先のうち、「従業員への利益還元」または「顧客への価格還元」を選択した層
非財務的な還元にとどまっている ：何らかの還元をしている層のうち、「財務的な還元に繋げている」を除いた層
還元はしていない ：「特に検討していない」「検討したものの還元に繋げられなかった」とした層

生成AI活用の効果を財務的な還元に繋げた業界は「サービス／接客業」と
「テクノロジー」が相対的に高く、「公益事業／エネルギー」は低い。

43

業界別の活用・効果・還元分類
活用している

活用していない期待以上の効果 期待未満の効果
または

効果を評価できていない
財務的な還元に

繋げている
非財務的な還元に
とどまっている

還元はしていない

自動車 24% 24% 4% 33% 16% n=55
重工業／産業機械／家電 28% 27% 7% 26% 11% n=106

化学 21% 23% 6% 40% 9% n=47
建設／エンジニアリング 25% 25% 5% 27% 19% n=64

不動産 23% 27% 0% 30% 20% n=30
銀行／証券／保険／その他金融サービス 27% 23% 6% 35% 9% n=139

通信 30% 25% 7% 35% 3% n=69
テクノロジー 36% 27% 1% 32% 4% n=81

公益事業／エネルギー 7% 20% 10% 40% 23% n=30
消費財／飲料／食品 29% 18% 5% 34% 13% n=38

小売 22% 12% 10% 29% 27% n=41
運輸／物流 29% 8% 5% 39% 18% n=38

商社 21% 23% 5% 33% 18% n=57
ヘルスケア／病院／医薬／医療機器 28% 36% 3% 21% 13% n=39

サービス／接客業 43% 19% 0% 24% 14% n=21
平均 27% 23% 5% 32% 13% n=855

活用・効果意識変化 成果・還元3. 日本概要

凡例：全体平均比 -5~+5pt -5~-10pt -10pt~+5~+10pt+10pt~
※ 業界区分「その他」は表示を省略
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「テクノロジー」「サービス／接客業」「通信」では「意識変化」から「成果・還元」
まで繋げられており、従業員や顧客への還元ができている一方で、「効果」や
「還元」で何らかの壁を感じている業界が多い。

44

テクノロジー サービス／接客業 通信
ヘルスケア／病院／
医薬／医療機器

公益事業／
エネルギー

不動産

意
識
・
変
化

生成AIを業界変革のチャン
ス（43%）ととらえ、脅威
（22%）も認識。高い変革意
識を維持している。

生成AIを業界変革のチャン
ス（43%）ととらえる一方、
ビジネスの存在意義が失
われる脅威（48%）を全業
界で最も強く感じている。

生成AIを業界変革のチャン
ス（35%）ととらえ、脅威
（23%）も認識。バランスの
取れた変革意識を持つ。

生成AIを業界変革のチャン
ス（28%）ととらえる意識は
平均以下。脅威認識
（15%）も比較的低い。

生成AIを業界変革のチャン
ス（27%）と脅威（13%）とと
らえる意識はともに平均を
下回り、関心度が低い傾向
にある。

生成AIを業界変革のチャン
ス（10%）と脅威（10%）とと
らえる意識はともに全業界
で最も低い。

活
用
・
効
果

活用推進度96%は全業界
でトップクラス。効果期待以
上67%と高く、他業界より
先進的。

活用推進度86%は平均的。
効果期待以上72%と高く、
導入後の効果実感に優れ
る。

活用推進度97%は全業界
で最も高い。効果期待以上
64%と高水準で、他業界よ
り先進的。

活用推進度87%は平均的。
効果期待以上76%は全業
界でトップクラスで効率的
に効果を創出している。

活用推進度77%は低い水
準。効果期待以上48%は
全業界で最も低い。生成AI
活用の推進と効果実感に
課題を抱える。

活用推進度80%は平均的。
効果期待以上63%は平均
よりやや高く、導入企業で
は効果を実感している。

成
果
・
還
元

財務的な還元36%と高水
準で達成している。

財務的な還元43%は全業
界で最も多く実現している。

財務的な還元30%と高水
準で達成している。

財務的な還元28%と平均
的な水準。

財務的な還元7%は全業界
で最も低い。

財務的な還元23%は平均
を下回る。

全業界で最も高い 全業界で最も低い凡例：

3. 日本概要

示
唆

業界変革の牽引役として、自
社活用で得た知見を製品・
サービスへ実装し、AIネイ
ティブ企業としての競争優位
を確立する局面

存在意義喪失への危機感を
変革の起点とし、生成AIによ
る顧客体験の個別化と従業
員支援を通じた新たな付加
価値創出が急務

AI時代の中核インフラの担
い手として、ネットワーク運用
の自律化と、顧客向け生成
AI基盤・エージェント提供の
両輪推進が競争優位の源泉

高い効果実感を活かし、規
制・倫理対応を並行させつつ
適用領域を診断・創薬・現場
業務へ拡大し、生産性革新
を加速すべき局面

事業特性上変革はゆるやか
だが、本質価値である設備
投資領域でフィジカルAIの飛
躍的価値創出が期待

業界全体で変革意識が乏し
い今こそ先行投資の好機。
顧客接点から物件管理まで、
生成AI活用による業務変革
余地は極めて大きい

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス

• 生成AI組込み型SaaS
• 社内ナレッジ統合基盤

• AI駆動型R&D高度化

• AIコンシェルジュ

• 個別化マーケティング

• 需要予測・動的価格設定

• 生成AI活用カスタマー
サポート

• 法人向けAIエージェント
基盤の外販

• 創薬AI・治験効率化

• 画像診断・読影支援

• 医療従事者向け文献要
約・意思決定支援

• 報告書・申請書類の作成

• 規程類の検索・要約

• 設備の自律点検・予知保
全等フィジカルAI活用

• 契約書・重要事項説明書
のドラフト自動生成

• 問い合わせ対応自動化

• AI物件提案・査定
etc. etc. etc. etc. etc. etc.
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サイクルを回す企業を分ける、
二つの成功要因

45
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生成AIの活用により期待以上の効果を創出し、財務的な還元をするためには
二つの成功要因が存在する。

46

活用 効果 還元

①
27%

②
23%

⑤
13%

財務的な還元に
繋げている

還元はしていない
（効果期待未満、未評価）

活用していない

生成AIを活用中

期待以上の効果が
出ている

効果・還元における成功要因サマリ

非財務的な還元に
とどまっている

還元はしていない
（効果が期待以上）

活用していない

効果が期待未満

効果創出の
成功要因

成果還元の
成功要因

創出効果を従業員・顧客への還元を
通じて人の価値実感に変え、人の納
得感・活用意欲・信頼を高め、次の効
果創出の起点とすることが重要である

成果還元の成功要因

AIを事業の中核に据える意識と、その
実行を支えるためのAI Readinessの強
化が成功のカギとなる

効果創出の成功要因

※ 割合は本調査での構成比

凡例： 活用・効果・還元ができる 活用・効果・還元ができない非財務的な還元にとどまっている

③
5%

④
32%

3. 日本概要

全
回
答
者
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凡例：

効果が期待を大きく上回る効果が期待未満

期待を上回る効果を創出する企業と、期待未満にとどまる企業の分岐点として、
前回調査と同様の「AIを事業の中核に据えた変革」に加え、その実行を支える
「AI Readinessの強化」も浮かび上がった。

47

新規示唆前回調査共通示唆

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

推進体制

活用の土台

ビジョン・期待設定

ユースケース

AI
Readiness

チャンスのとらえ方 既存業務を前提として、自社ビジネスの効率化・高度化 事業モデルから見直す姿勢で、業界構造の根本から変革

導入推進主体 通常の業務改善ととらえてIT部門／経営企画中心 経営課題ととらえて経営トップ自らが推進体制に参画

CAIO配置 配置しておらず、情報収集や方針策定の責任があいまい 明確な責任者を配置してAI活用を推進

脅威のとらえ方 コンプライアンスなどへの脅威や競合より劣勢に晒される脅威 ビジネスの存在意義が失われる脅威

ガバナンス AIを既存業務の延長でとらえ、最低限の整備にとどまる AI活用を推進・定着させるためにガバナンスを重視

組織連携

利用モデル

環境整備

単体の生成AIモデルのみ活用している 複数の生成AIのモデルを活用している

組織連携に課題を抱えながら推進している

データ整備や業務プロセスの可視化ができている

全社的に概ね円滑に組織連携ができている

データ整備や業務プロセスの可視化に課題を感じている

業務へのAI導入

ユースケース

導入対象部門

要約や資料検索といった基本的な利用にとどまる 音声・画像生成、新規ビジネス企画に踏み込む

全社一律の活用が主体で業務特化への取り組みが弱い 全社的な活用および業務に特化した活用を積極的に推進

限定的なAI活用にとどまっている 業務のAI化の徹底のために積極的に導入

AI利用の判断がユーザーに委ねられている AIが正式な業務として組み込まれている

業務置き換え AIによる業務の置き換えは部分的にとどまる AIによる完全な業務置き換えを志向

AIエージェント

AIと人のスキル 創造的なタスクや意思決定は代替されないととらえている 全体的に人間のスキルがAIに代替されるととらえている
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活用効果を出したうえで財務的な還元に繋げている層は、AI活用を高度化す
る還元のサイクルを重要視しており、従業員や顧客のエンゲージメントを意識
した「人を中心とした魅力的な企業」を目指している。

48

財務的な還元に繋げている非財務的な還元にとどまっている

従業員や顧客への金銭的な還元を
積極的に検討

従業員や顧客への金銭的な還元に
慎重な姿勢

将来的な
成果還元先

業務効率・コストにとどまらず企業ブ
ランドも活用指標に採用

主に社員生産性や工数・コストを活
用指標に採用

活用指標

抜本改革・新領域参入に活用しよう
とする傾向

既存事業内の改革・効率化に活用
しようとする傾向

ビジネス変革
アプローチ

大部分の開発PJを内製運用できる
体制整備が進行

一部PJの内製化にとどまり、全社
的な体制整備は途上

内製化

財務的な効果に加えて、人材市場
での魅力向上もターゲット

コスト削減や売り上げ増加等の財
務的な効果が主なターゲット

期待する
導入効果

3. 日本概要

還
元
層

効
果
層

活
用
層

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因
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Topic.1
効果創出

49
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期待未満の層は生成AIを「効率化・高度化」のチャンスととらえる割合が54%と最多。
一方で期待を大きく上回る層は「業界構造を根本から変革」が64%で最多である。

50

64%

17%

18%

1%

0%

17%

20%

54%

7%

2%

業界構造を根本から変革するチャンス

他社（者）より相対的に優位に立つチャンス

自社ビジネスの効率化・高度化に資するチャンス

自身や周囲の困りごとを解決するチャンス

チャンスとは思わない

期待未満の層より

+47pt

期待を大きく上回る層より

+36pt

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

期待未満 期待を大きく上回る

3. 日本概要

チャンスのとらえ方：生成AIはどのようなチャンスだと思うか（効果期待値別）

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83
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生成AIの効果が期待を大きく上回る層では、「ビジネスの存在意義が失われ
る」という本質的な脅威を感じている一方、期待未満の層の脅威認識は競合
劣位や社内障壁にとどまる。

45%

12%

23%

4%

1%

16%

15%

30%

34%

7%

3%

11%

ビジネスの存在意義が失われる脅威

他社（者）より相対的に劣勢に晒される脅威

コンプライアンス・企業文化・風習などにおける脅威

自身や周囲の業務が必要無くなる脅威

わからない

脅威とは思わない

期待未満の層より

+30pt

Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

3. 日本概要

脅威のとらえ方：生成AIはどのような脅威だと思うか（効果期待値別）

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 期待を大きく上回る
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テキスト系

報告書やメールなどの文章執筆

文章の添削や校正

報告書や議事録などの要約

ブレインストーミングやアイディア出し

データ収集や調査・リサーチ

社内外資料の生成

画像／
音声生成系

イラストのデザインや画像の生成

音楽や音声の生成

イメージに沿った動画の生成

開発／
新規
ビジネス系

プログラムコードの生成

自律的対話型タスク実行

自律的な意思決定

カスタマーサービスの自動化、省力化

生成AIを組み込んだ新たなサービスの提供

生成AIの効果が期待を大きく上回ると回答した層は、全ユースケースで割合
が高い。テキストの要約や資料検索だけでなく、画像／音声生成や開発／新
規ビジネスといった領域において差が顕著に表れている。
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71%
72%

61%
63%

55%
58%

45%
27%
28%

35%
36%

25%
37%

29%

35%
42%
43%
44%

35%
31%

18%
8%
8%

17%
11%

6%
18%

10%

期待未満の層より

2倍以上

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

3. 日本概要

ユースケース：生成AIのユースケース（効果期待値別）

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

Q 現在検討されている（あるいは既に実現できている）生成AIのユースケースとして、当てはまるものを全てお答えください。 期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る
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特定の部署に限定せず、全社的に活用する

経営企画など戦略・企画系

営業・マーケティング

人事

経理・財務

製造

情報システム

研究開発

法務

カスタマーセンターなど顧客問い合わせ窓口

わからない

53

63%
39%

37%
34%

30%
25%

24%
24%

20%
17%

0%

34%

20%
26%

20%

18%
8%

24%
11%

13%
5%

1%

+29pt

+19pt

+11pt

+14pt

+12pt

+17pt

0pt

+13pt

+7pt

+12pt

-1pt

期待未満より

Q 前述の生成AIサービス、モデルを活用している（活用する予定の）部署について、当てはまるものを全てお答えください。

期待未満 期待を大きく上回る

3. 日本概要

導入対象部門：生成AIの導入／導入予定部署（効果期待値別）

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

効果が期待を大きく上回ると回答した層は、「全社的な活用」が63%と、期待
未満の層と比べて29pt高い。次いで、 「経営企画」「製造」部署で生成AIを活
用している、または活用を予定している割合に20pt近い差が表れている。
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期待未満層のうち49%は「AIによる業務置き換えは部分的（20～40%）にとど
まる」と回答した一方、期待を大きく上回る層の66%は「大部分〜完全な置き
換え（60～100%）」を志向している。

54

完全に置き換わる（100％）

大部分が置き換わる（60-80％程度）

半分置き換わる（50％程度）

部分的に置き換わる（20-40％程度）

置き換わらない（0％）

わからない

31%

35%

17%

13%

1%

2%

1%

10%

29%

49%

5%

7%

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

Q 生成AIによって、企業全体の業務はどの程度AIに置き換わると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

期待未満の層より

+55pt

66%

3. 日本概要

業務置き換え：生成AIによる業務置き換えの見込み（効果期待値別）

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る
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期待を大きく上回る層は81%が生成AIを正式な業務プロセスに組み込んでい
るのに対し、期待未満の層は「担当者の任意利用」が46%で最多。

55

業務へのAI導入：生成AIの業務プロセスへの導入度合い（効果期待値別）

81%

11%

6%

0%

2%

14%

46%

28%

7%

5%

業務プロセスの一部として正式に組み込まれている
（例：契約書作成時に必ずAIでチェックするなど）

業務担当者の判断で任意に利用できる状態

試験的に導入・検証中

導入していない

わからない

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

Q あなたの部署の業務プロセスにおいて、生成AIはどのように利用されていますか、もしくは利用される予定ですか。
最も当てはまるものを1つお答えください。

期待未満の層より

+67pt

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る



PwC

生成AIの効果が期待を大きく上回ると回答した層では、72%が「AIエージェン
トについて理解しており、導入済み／導入を進めている」と回答した一方、期待
未満と回答した層では21%にとどまる。

56

AIエージェント：AIエージェントの導入状況（期待値別）

AIエージェントについて理解しており、
導入済み／導入を進めている

AIエージェントについて理解しており、
導入を検討中

AIエージェントについてある程度知っているが、
現時点で導入の予定はない

AIエージェントについて聞いたことがあるが、
あまり理解していない

わからない

72%

22%

1%

5%

0%

期待未満の層より

+51pt

Q 「AIエージェント」について、あなたが働く会社の状況について最も当てはまるものをお答えください。

21%

43%

24%

6%

6%

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る
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40%

33%

33%

41%

35%

42%

47%

42%

43%

2%

3%

3%

2%

7%

16%

21%

15%

12%

課題設定力

意思決定・判断

対人コミュニケーション・交渉

創造性・企画力

論理的思考・構造化

データ分析スキル

情報収集・調査／整理

ドキュメンテーションスキル

コーディングスキル

活用効果が高い層ほどコンセプチュアルスキルの代替を強く認識（期待未満
比+34pt）。 加えてアナリティカル（+26pt）・テクニカル （+29pt）でも差が顕著
で、AIの代替範囲を幅広く とらえられるかどうかが、効果・成果創出の分水嶺。
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+38%

+30%

+30%

+39%

+28%

+26%

+26%

+27%

+31%

期待未満
との差分

AIと人のスキル：生成AIの活用効果と代替されうるスキル（期待値別）

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計
※ 「代替される」のみに絞って集計

平均

37％

平均

41％
平均

43％

平均

3％

平均

15％
平均

14％
Q 生成AI活用を企業が推進していく中で、企業にとって人材に求めるスキルがAIによって代替されうるか、5段階評価で当てはまるものをお答えください。

1．コンセプチュアルスキル

2．アナリティカルスキル

3．テクニカルスキル

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る



PwC

39%

30%

29%

3%

9%

30%

48%

13%

生成AIの効果が期待を大きく上回る層では、社長直轄で推進している割合が
39%と、期待未満の層と比べて30pt高い。一方、期待未満の層では、IT部門
が主導している割合が48%と、期待を大きく上回る層と比べて19pt高い。
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導入推進主体：生成AIの導入を推進する主体（効果期待値別）

Q あなたが働く会社における生成AI導入や生成AI関連施策を推進している主体として最も当てはまるものをお答えください。

社長直轄（経営トップが直接推進している）

経営企画部門（全社戦略や企画を担当する部門）

IT部門（情報システムや技術導入を担当する部門）

各事業部門（特定の事業領域で推進している）

期待を大きく上回る層より

+19pt

期待未満
の層より

+30pt

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計
※ 導入推進主体について「CoE組織」と回答した人を除いて集計

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る
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生成AIの効果が期待を大きく上回ると回答した層では、57%がCAIOが「配置
されている」と回答した一方、期待未満と回答した層では7%にとどまる。
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Q あなたが所属する企業にはCAIO（Chief AI Officer）が配置されていますか。最も当てはまるものをお答えください。

57%

13%

14%

6%

1%

5%

4%

配置されている

CAIOという名称ではないが、
同等の役割を持つ責任者が配置されている

1年以内に配置される予定

3年以内に配置される予定

検討はされているが具体的な予定はない

予定はない

わからない

期待未満の層より

+50pt

7%

19%

26%

14%

12%

13%

10%

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

CAIO配置： CAIOの配置状況（効果期待値別）

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る
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36%

14%

49%

0%

53%

25%

12%

10%

60

利用モデル：生成AIの活用効果と利用モデル数

利用モデルが1つ

利用モデルが2つ

利用モデルが3つ以上

わからない

期待未満の層では「利用モデルが１つ」が5割以上を占める一方で、期待を大
きく上回ると回答した層は、「利用モデルが３つ以上」が49％（期待未満比
+37pt）と約半数を占める。

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計
※ 「利用されている生成AIモデルの種類」に関する設問を、「利用モデル数」で再集計

Q あなたが働く会社で利用されている／検討している生成AIモデルとして当てはまるものを全てお答えください。

期待未満の層より

+37pt

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る
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業務を棚卸し効果の大きい生成AIユースケースを設定できた

業務プロセスが整備・可視化されていた

生成AIが理解しやすい形式でデータ・ナレッジが十分に整備されていた、もしくは整備を十分に行った

AIがリアルタイムデータへアクセス出来るようにシステム連携・データパイプライン整備を強化した

開発／利用する環境が整備されており、利活用におけるフローも整っていた

組織内の生成AIプロジェクト推進体制が明確で積極的に推進していた

生成AIの利用に関する内部ガバナンスが整備され法規制が遵守されていた

新技術の採用や変革に対しての社内受容度が高かった

社員のAIリテラシーや技術的スキルが十分であった、もしくは社員教育が活発に行われていた

生成AIプロジェクトが経営層の戦略的な優先順位やビジョンと一致していた

当初設定された目標や期待が現実的だった

実際の業務成果に基づく指標で継続的な効果測定・モデル改善を実施した

その他

当てはまるものはない

期待以上の効果を上げられた主な要因として、「効果の大きい生成AIユース
ケースの設定」が32%、「業務プロセスの整備・可視化」が26%、「データ・ナ
レッジの整備」が25%で上位である。
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環境整備：生成AIの活用効果が期待を上回っている理由

Q 生成AI活用効果が期待以の成果を出した理由として、最も当てはまるものの上位3つをお答えください。

13%

18%

6%

5%

2%

3%
0%

0%

1%

1%

0%

1%

5%
0%

13%

5%

7%

10%

3%

5%

2%

3%
0%

1%

0%
2%

5%

1%

6%

3%

12%

5%

4%

4%

3%

4%
2%

3%

0%

3%

4%

1%

1位

2位

3位

32%
26%

25%

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」「期待通りの効果があった」と回答した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待を大きく上回る n=83

3. 日本概要
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12%

17%

10%

16%

5%

12%

6%

6%

1%

8%

3%

4%

16%

11%

17%

5%

12%

5%

8%

5%

9%

4%

4%

1%

11%

10%

9%

6%

9%

6%

7%

9%

8%

6%

8%

2%

1位

2位

3位

期待以上の効果を上げられなかった主な原因として、 「データ・ナレッジ整備
不足」が39%、「業務プロセスの整備・可視化不足」が38％、「リアルタイム
データ連携基盤の未整備」が36%で上位である。
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環境整備：生成AIの活用効果が期待を下回っている理由

データ・ナレッジの量・質は十分だが、生成AIが理解しやすい形式で整備されていない

業務プロセスの整備・可視化が不十分であり、活用に足る品質でなかった

AIがリアルタイムデータへアクセスできるようにシステム連携・データパイプライン整備が行えておらず、
リアルタイムにデータアクセスすることができなかった

効果の大きい生成AIユースケースを設定できなかった

開発／利用する環境が整備されておらず技術的インフラも最適でなかったために、開発や利用に制限が生じた

社員のAIリテラシーや技術的スキルが不足しており、効果的な導入や活用が阻害された

組織内の生成AIプロジェクト支援体制が不十分で、必要なリソースや専門知識の欠如が進捗に影響を与えた

実際の業務成果とは紐づかない指標で効果測定・モデル改善を実施した、もしくは評価設計がなされていなかった

生成AIの利用に関する内部ガバナンスや法規制の遵守が不十分で、リスク管理やコンプライアンスに課題があった

当初設定された目標や期待が現実的でなかった、または時間経過とともに変化したために、
プロジェクトの成果が期待値から逸脱した

新技術の採用や変革に対する抵抗感が強く、社内文化がイノベーションの障壁となった

生成AIプロジェクトが経営層の戦略的な優先順位やビジョンと一致していなかったために、
必要な支持や資源が得られなかった

39%

38%

36%

Q 生成AI活用効果が期待を下回る成果を出した理由として、最も当てはまるものの上位3つをお答えください。

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」、「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計
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Q 生成AI活用効果が期待以上の成果を出した理由として、最も
当てはまるものの上位3つをお答えください

期待を大きく上回る層は「ユースケース設定」を最も重要な成功要因と認識し
ている一方、期待未満の層は「業務プロセスの可視化」を最も影響がある失敗
要因と認識している。
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期待を大きく上回る効果を出した理由の一位 活用効果が期待未満だった理由の一位

環境整備：生成AIの活用効果が期待を上回っている／下回っている理由

• 「ユースケース設定」 「業務プロ
セスの可視化」 「AI-Readyデー

タの整備」がともに上位を占めて
いる

• 期待を大きく上回る層に比べると
期待未満層は比較的「ユース
ケース設定」を重視していないこ
とがうかがえる

• 期待を大きく上回る層は「開発／
利用環境、利活用フロー整備」
「生成AIガバナンスの整備」が比
較的重要な要素と考えている

• 期待未満だった層は「社員のAIリ
テラシー」 「設定された目標の適

切さ」「評価設計／継続的改善へ
の取り組み」を重要な失敗要因と
考えている

期待を大きく上回る n=83

Q 生成AI活用効果が期待を下回る成果を出した理由とし
て、最も当てはまるものの上位3つをお答えください

期待未満 n=177
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」「期待通りの効果があった」

と回答した層に絞った設問
※ 上記の設問を「期待を大きく上回っている」に絞って再集計し一位のみを抽出

※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」、「期待とはかけ離れた結
果になった」と回答した層に絞った設問

※ 上記の設問から一位のみを抽出

順
位

12

5

10

3

2

4

1

6

7

9

8

11

0%

0%

1%

4%

5%

2％

2%

7%

10%

11％

22%

34％

新技術の社内受容度

開発／利用環境、利活用フロー整備

生成AIガバナンスの整備

社員のAIリテラシー

評価設計／継続的改善への取り組み

経営層ビジョンとの一致

設定された目標の適切さ

生成AIプロジェクト推進体制の明確化

リアルタイムデータへの接続環境整備

AI-Readyデータの整備

ユースケース設定

業務プロセスの可視化

1%

3%

4%

6%

8%

5%

6%

10%

12%

12%

16%

17%

評価設計／継続的改善への取り組み

新技術の社内受容度

生成AIガバナンスの整備

開発／利用環境、利活用フロー整備

設定された目標の適切さ

経営層ビジョンとの一致

社員のAIリテラシー

生成AIプロジェクト推進体制の明確化

リアルタイムデータへの接続環境整備

AI-Readyデータの整備

ユースケース設定

業務プロセスの可視化

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因
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期待を大きく上回る層の81%が1線・2線組織間で「概ね円滑に連携できてい
る」のに対し、期待未満の層では7%にとどまる。
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81%

17%

0%

2%

7%

57%

29%

6%

組織連携：生成AIの活用効果と組織連携の状況（期待値別）

Q 1線組織（事業部門個別、DX横断、その他）と2線組織（IT、セキュリティ、リーガル、リスク管理、品質管理、既存AIガバナンス、
その他間接部門）の連携状況をどのように評価しますか。最も当てはまるものをお答えください。

概ね円滑に連携できている

課題があるが、一定の連携はできている

連携に大きな課題があり、十分に機能していない

わからない

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

期待未満 期待を大きく上回る
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期待を大きく上回る層は、ガバナンスを「活用に先行して整備すべき」とする割
合が69%。一方で期待未満の層は、 「活用と同時に進め、リスクに応じて段階
的に強化すべき」が34%で最多。
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※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

33%

36%

20%

4%

5%

2%

12%

29%

34%

15%

3%

7%

リスクが大きいため、本格的な活用の前に
まずは厳格なガバナンスを整備すべき

活用は進めるが、事故防止のため活用領域に
おいては、ガバナンスを常に先行して整備すべき

活用とガバナンスは同時に進め、
リスクに応じて段階的に強化すべき

ガバナンスは“活用を加速する基盤”
（標準化・再利用・迅速な意思決定）として必要

ガバナンスがあることで挑戦領域を広げられる
（攻めの投資として最重要）

わからない

ガバナンス：生成AIの活用効果とガバナンス整備のスタンス（期待値別）

期待未満の層より

+28pt

Q AI時代におけるガバナンスの必要性をどのように考えていますか。最も当てはまるものをお答えください。

期待を大きく
上回る層より

+14pt

69%

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

期待未満 n=177
期待を大きく上回る n=83

期待未満 期待を大きく上回る
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Topic.2
成果還元

66



PwC 67

Q 社内での生成AI活用に向けた人材獲得・育成はどの程度成果を得られていますか。
最も当てはまるものをお答えください。

38%

16%

18%

32%

41%

27%

18%

24%

10%

9%

12%

14%

1%

4%

6%

2%

4%

24%

財務的な還元に

繋げている

非財務的な還元に

とどまっている

還元はしていない

生成AIを活用した開発プロジェクトの大部分を、社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制が整っている 一部の開発プロジェクトについては、社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制がある

開発・運用を担える人材は限られているが、大部分の社員が生成AIに関する基礎的なリテラシーを有している 生成AIの開発・運用を担える人材も少なく、社員全体としての生成AIリテラシーも十分ではない

生成AIに関する人材獲得・育成の取り組みは、ほとんど実施していない わからない

内製化：人材獲得・育成の取り組み（期待値・還元状況別）

22pt

財務的な還元に繋げている層では、非財務的な還元にとどまっている層と比
較して、生成AIを活用した開発プロジェクトの大部分を、社内人材のみで開
発・運用できる体制が整っているとする割合が22pt高い。

3. 日本概要 効果創出の成功要因 成果還元の成功要因

財務的な還元に繋げている n=254
非財務的な還元にとどまっている n=217
還元はしていない n=49
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61%

61%

54%

42%

45%

37%

40%

32%

51%

50%

38%

31%

28%

16%

31%

19%

74%

51%

26%

31%

20%

9%

31%

29%

社員生産性

工数・コスト

売上・収益

社員エンゲージメント

顧客満足度

企業イメージ、ブランド力

社員の生成AIサービス利用率（活用度）

社員の生成AI成熟度

財務的な還元に繋げている層では、非財務的な還元にとどまっている層と比
較すると、企業のイメージやブランド力を活用指標として採用している割合が
多い。
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非財務的な還元にとどまっている層と
還元していない層の平均より

+24pt

3. 日本概要

活用指標：生成AIの活用指標（期待値・還元状況別）

Q 社内における生成AIの活用指標として測定している、もしくはこれから測定しようとしているものについて、
当てはまるものを全てお答えください。
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AI活用指標「測定していない」の回答は表示から省略

財務的な還元に繋げている n=251
非財務的な還元にとどまっている n=212
還元はしていない n=35

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因
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56%

56%

59%

53%

45%

35%

37%

35%

30%

38%

29%

35%

44%

43%

55%

36%

35%

29%

16%

19%

19%

28%

23%

27%

57%

43%

47%

24%

22%

14%

12%

16%

6%

27%

20%

51%

財務的な還元に繋げている層と非財務的な還元にとどまっている層の双方で
コスト削減や売上増加の効果を狙っているが、財務的な還元に繋げている層
は「企業としての魅力向上」も狙っている傾向が高い。
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期待する導入効果：生成AI導入後に狙う効果（期待値・還元状況別）

労働時間の削減

販管費や人件費などのコスト削減

生産性の向上による売上増加

営業力強化による売上増加

新たな技術の導入による新規ビジネスの創出

商品・サービスの差別化

人材市場などにおける企業としての魅力向上

コミュニケーションの円滑化

グローバル化への対応

顧客サービスの品質向上

経営環境情報の把握

データ分析・活用

非財務的な還元にとどまっている層と
還元はしていない層の平均より

+23pt

Q 導入後に狙っている具体的な効果として当てはまるものを全てお答えください。

3. 日本概要

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AI導入によって狙う効果について「その他」、「わからない」と回答した人は集計結果の表示対象外

財務的な還元に繋げている n=254
非財務的な還元にとどまっている n=217
還元はしていない n=49

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因
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72%

71%

59%

39%

22%

28%

63%

51%

16%

9%

36%

18%

50%

36%

5%

既に従業員および顧客に還元ができている層では、引き続き還元に前向きで
あるが、非財務的な還元にとどまっている層では財務的な還元に慎重な姿勢。
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将来的な成果還元先：生成AI活用効果の還元方針（期待値・還元状況別）

従業員への利益還元
（給与増加、ボーナス等）

従業員の雇用時間への還元
（成果ベースでの時短勤務奨励等）

新規事業への登用等、新たな投資に回す

顧客への価格還元

社会貢献活動への寄付

非財務的な還元にとどまっ
ている層と還元していない層
の平均より

+40pt

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果を今後はどのように還元していく予定ですか。
当てはまるものを全てお答えください。
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 選択肢「その他」「特に検討していない」は構成比が少ないため表示を省略

3. 日本概要

財務的な還元に繋げている n=252
非財務的な還元にとどまっている n=214
還元はしていない n=22

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因
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財務的な還元に繋げている層では、非財務的な還元にとどまっている層と比
較すると、異業種への参入や生成AIを活用した抜本的変革を目指すべきだと
考えている傾向がある。

71

Q 生成AIの登場により、今後あなたが働く会社ではどのようにビジネス全体を変革していくべきと考えているか
最も当てはまるものをお答えください。

ビジネス変革アプローチ：ビジネス変革に向けたアプローチの現状（期待値・還元状況別）

15%

8%

10%

55%

51%

27%

25%

35%

31%

2%

1%

10%

3%

4%

22%

財務的な還元に

繋げている

非財務的な還元に

とどまっている

還元はしていない

コアビジネスではない異業種参入をする コアビジネスを、AIを取り入れることで抜本的に変更する（業務プロセスレベルの改革）

コアビジネスを、AI代替等で効率化・自動化（既存の業務プロセス上にAIを導入） 変革していく想定はない

わからない

11pt

3. 日本概要

財務的な還元に繋げている n=254
非財務的な還元にとどまっている n=217
還元はしていない n=49

効果創出の成功要因 成果還元の成功要因
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6カ国比較
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調査概要（1/2）
調査実施時期：

• 米国 ：2026年3月09日～3月14日
• 英国 ：2026年3月10日～3月17日
• 中国 ：2026年3月09日～3月15日
• ドイツ ：2026年3月10日～3月15日
• 韓国 ：2026年3月19日～3月25日
回答者数：
米国：670名、英国：412名、中国：412名、ドイツ：309名、韓国：309名

調査方法：Web調査

調査対象の条件：

• 各国の企業・組織に所属する従業員

• 売上高500億円（日本円換算）以上

• 課長職以上

• 生成AI導入に対して何らかの関与がある人物
（意思決定、企画検討など）

質問内容：

• 生成AIに関する意識変化、活用・効果、成果・還元の状況

• 生成AIへの認知、興味・関心、ガバナンス、今後の見込み、
周囲への期待
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調査概要（2/2）
調査対象選定について

日本以外の対象国は、生成AI活用の先進性および主要な
規制動向を踏まえて選定した。

• 米国 ：グローバルで最も生成AI活用が進んでいると想定

• 英国 ：欧州のEU AI Act非対象国で最も生成AI活用が
             進んでいると想定

• 中国 ：アジアで最も生成AI活用が進んでいると想定

• ドイツ ：欧州のEU AI Act対象国で最も生成AI活用が
             進んでいると想定

• 韓国 ：地理的近接性に加え、アジアで初めて包括的AI法
  を可決しており法整備／ガバナンスで先行してい
  ると想定

属性分布の違いに関する補足：

調査結果の解釈に際し、従業員数、売上規模、業種構成の
違いが影響していないかを検証するため、層化分析を
実施した。その結果、各層でも全体と同様の傾向が
確認され、国別の差異は企業属性によるものではなく、
実質的な違いを反映していると判断される。
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6カ国比較で見えた日本の構造課題
75
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0%

10%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

6カ国比較において生成AIを根本変革チャンスととらえる割合は、前回調査か
ら米英韓を筆頭に各国で上昇した。日本は抜本変革チャンスの伸びが米英韓
に比べて小さいものの、ビジネス消失脅威の上昇幅は6カ国中で最大である。

今回調査 日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309
前回調査 日本： n=945 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=512 ドイツ： n=103 韓国： n=155
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根本変革チャンスの平均：35%

ビジネス消失脅威の平均：13%

凡例：前回調査 ●, 今回調査 <各国国旗>

前回調査から
根本変革チャンス+7pt
ビジネス消失脅威+1pt

前回調査から
根本変革チャンス+5pt
ビジネス消失脅威-2pt

前回調査から
根本変革チャンス+18pt
ビジネス消失脅威+1pt

前回調査から
根本変革チャンス+15pt
ビジネス消失脅威±0pt

ビ
ジ
ネ
ス
消
失
脅
威

根本変革チャンス

前回調査から
根本変革チャンス+19pt
ビジネス消失脅威+6pt

前回調査から
根本変革チャンス+8pt
ビジネス消失脅威+7pt「

ビ
ジ
ネ
ス
の
存
在
意
義
が
失
わ
れ
る
脅
威
」
と

回
答
し
た
企
業
の
割
合

「業界構造を根本から変革するチャンス」と回答した企業の割合

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。
Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

生成AI活用によるビジネス消失脅威・根本変革チャンスの認識（前回調査比較）

日本

中国

ドイツ

韓国

米国

英国

4. 6カ国比較
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0%

10%

20%

0% 10% 20% 30% 40%

「
期
待
未
満
」
と
回
答
し
た
割
合

「期待を大きく上回る」と回答した割合

中国
英国

米国
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※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問

日本： n=814 米国： n=601 英国： n=366 中国： n=376 ドイツ： n=273 韓国： n=286

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

13%

0%

1%

1%

2%

4%

75%

89%

88%

91%

87%

89%

13%

10%

11%

9%

12%

7%

活用中・推進中の中で効果を評価していない
活用中・推進中の中で効果を評価している
検討中・未検討・断念

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309

活用中・推進中

88%

89%

89%

92%

89%

93%

生成AIの活用・推進度合いに国別の大きな差は見られない。一方、日本は米
国と比べて、効果をまだ評価できていない層や期待未満と回答した層の割合
が高く、期待を大きく上回る層の割合は低い。

4. 6カ国比較

生成AI活用の推進度と効果評価の状況 生成AI活用・推進による期待効果の発現状況

効果が期待未満の平均：17%

期待を上回る効果

効果が期待を大きく上回るの平均：23%

期
待
を
下
回
る
効
果

日本 韓国

ドイツ
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40%

75%

74%

69%

64%

56%

41%

23%

22%

29%

33%

38%

19%

2%

4%

1%

3%

5%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

財務的な還元に繋げている 非財務的な還元にとどまっている 還元はしていない

生成AI活用・推進により創出した効果の還元状況

日本は、生成AI活用で創出した効果を「財務的な還元に繋げている」との回
答割合が40%と、最多の米国よりも35pt低い。「還元していない」との回答割合
は19%と最も高く、他国と10ｐｔ以上の差が生じている。

4. 6カ国比較

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果をどのように企業成長や社内還元に繋げましたか。
当てはまるものを全てお答えください。
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 還元先のうち、「従業員への利益還元」または「顧客への価格還元」を選択した層を「財務的な還元に繋げている」として集計
※ 還元先のうち、「新規事業への登用等、新たな投資に回す」「従業員の雇用時間への還元」
     「社会貢献活動への寄付」を選択した層を「非財務的な還元にとどまっている」として集計
※ 「特に検討していない」「検討したものの還元に繋げられなかった」とした層を「還元はしていない」として集計

日本： n=814 米国： n=601 英国： n=366 中国： n=376 ドイツ： n=273 韓国： n=286
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生成AI活用から効果創出・財務的還元までの到達状況（日米比較）

17%

13%

47%

9%
71%

16%

9%

4%

検討中
2%

まだ効果を評価できていない

やや期待を下回る

期待通りの効果 23%

27% 財務的な還元に繋げている

非財務的な還元にとどまっている

5%

期待とはかけ離れた結果

66%

23%

9%

81%
期待以上
の効果
（n=539）

61%

18%

38%

43%

7% 2%

財務的な還元に繋げている

非財務的な還元にとどまっている

還元はしていない

還元はしていない

1% 未着手・断念

検討中

推進中

活用中

未着手・断念

推進中

活用中

2%

0% まだ効果を評価できていない

期待とはかけ離れた結果

やや期待を下回る

期待通りの効果

期待を大きく
上回っている

期待を大きく上回っている

56%
期待以上
の効果
（n=520）

90%
活用中・
推進中
（n=601）

87%
活用中・
推進中
（n=814）

100%
全回答者
日本

（n=932）

100%
全回答者
米国

（n=670）

日本と米国は、活用中・推進中の割合はほぼ同水準だが、日本は米国と比べ
て効果を創出できた層が少なく、財務的な還元にまで繋げている層の割合は
米国の半分以下となった。

4. 6カ国比較

79
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主要項目の期待を大きく上回る層の分布（日米比較）

期待を超える効果創出の分岐点は日米共通で、「AIを事業の中核に据えた変
革」に加え、その実行を支える「AI Readinessの強化」であることがわかる。

生成AIの活用効果が期待を上回っている理由

日本 米国

1位 ユースケース設定 34% ユースケース設定49%
2位 業務プロセスの可視化 24% AI-Readyデータの整備21%
3位 AI-Readyデータの整備 11% 業務プロセスの可視化14%

期待を大きく上回る
日本: n=83 米国: n=253

凡例：日米差分 10~20pt 20pt~~10pt

期待を大きく上回る

生成AIによって代替されると思うスキル 40% （平均+25pt） 37% （平均+10pt）

利用モデル数が3つ以上である 49% （平均+30pt） 79% （平均+7pt）

生成AIはビジネスの存在意義が失われる脅威である 45% （平均+25pt） 25% （平均+7pt）

生成AIにより業務が完全に置き換わると考える 31% （平均+26pt） 16% （平均+6pt）

生成AIの導入を推進する主体が社長直轄である 39% （平均+28pt） 27% （平均+10pt）

ガバナンス体制・リスク対策が十分に機能している 33% （平均+18pt） 32% （平均+12pt）
概ね円滑に連携できている 81% （平均+58pt） 81% （平均+18pt）

AIエージェントを導入中・導入済みである 72% （平均+39pt） 77% （平均+18pt）
業務プロセスとして正式に組み込まれている 81% （平均+51pt） 83% （平均+18pt）

特定の部署に限定せず、全社的に活用する 63% （平均+20pt） 63% （平均+17pt）
生成AI活用ユースケースがある 46% （平均+16pt） 40% （平均+5pt）

CAIOが配置されている 57% （平均+35pt） 62% （平均+14pt）

生成AIは業界構造を根本から変革するチャンスである 64% （平均+35pt） 66% （平均+16pt）

4. 6カ国比較

活用の土台

ビジョン・期待設定

ユースケース

AI
Readiness

推進体制

※ 「生成AI活用ユースケースがある」は、現在検討している（あるいは既に実現できている）生成AIのユースケースに関する各選択肢について、期待を大きく上回る層における回答率の平均値
※ 「生成AIによって代替されると思うスキル」は、生成AIによって代替されうる各スキルについて、期待を大きく上回る層における回答率の平均値
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還元状況別の主要項目の割合（期待値・還元状況、日米比較）

日本: n=254 米国: n=407
日本: n=217 米国: n=122

日本 米国

凡例：「財務的な還元に繋げている」-「非財務的な還元にとどまっている」 +10~+20pt +20pt~0~+10pt

財務的な還元に
繋げている

非財務的な還元
にとどまっている

財務的な還元に
繋げている

非財務的な還元
にとどまっている

財務的な還元に繋げている
非財務的な還元にとどまっている

財務的還元層の傾向は日本と米国で大きな差はない。一方で、日本の財務
的還元層と米国の非財務還元層を比較すると、回答割合に大きな差がない
項目が複数あり、米国の非財務還元層はサイクルの2週目の可能性がある。

4. 6カ国比較

72% 72%28% 27%今後「従業員への利益還元」をする予定である ＞ ＞

39% 52%16% 30%今後「顧客への利益還元」をする予定である ＞ ＞

将来的な
成果還元先

37% 40%16% 30%「企業イメージ、ブランド力」を生成AIの活用指標としている ＞ ＞活用指標

15% 11%8% 2%ビジネス変革のTo-Beとして「異業種参入」を目指す ＞ ＞
ビジネス変革
アプローチ

38% 51%16% 40%「社内人材のみで開発・運用」できる体制を目指す ＞ ＞内製化

37% 42%16% 28%生成AI導入効果として
「人材市場における企業としての魅力向上」を狙う ＞ ＞

期待する
導入効果
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6カ国比較の深堀り
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生成AIの活用は全体的に進んでいるが、 前回調査と同様に日本企業は活用
効果が期待を上回る層は停滞しており、財務的な還元に繋げられている企業
の割合も諸外国と比較すると少ない。

83

社外向けサービスを
提供

6位 27% 2位 56% 3位 54% 1位 58% 5位 32% 4位 35%

業界構造を根本から
変革するチャンス

ビジネスの存在意義
が失われる

脅威とは思わない

社内活用にとどまる

期待を上回る・
期待通り

内 期待を上回る

財務的還元を
している

非財務的還元に
とどまっている

還元はしていない

日本

4位 29%

1位 20%

5位 14%

44%1位

6位 64%

6位 10%

6位 31%

1位 27%

1位 6%

米国

1位 62%50%

2位 18%

24%2位

10%6位

1位 90%

1位 42%

1位 61%

5位 18%

5位 1%

英国

1位 50%

4位 11%

3位 22%

11%5位

3位 84%

2位 36%

2位 57%

6位 15%

2位 3%

中国

5位 24%

5位 9%

1位 29%

23%3位

2位 84%

3位 20%

3位 56%

3位 21%

6位 0%

ドイツ

6位 22%

6位 7%

4位 17%

4位 19%

4位 79%

4位 19%

4位 50%

4位 19%

3位 2%

韓国

3位 37%

3位 15%

6位 12%

2位 34%

5位 74%

5位 12%

5位 44%

2位 26%

3位 2%

チャンス

脅威

推進度

効果

還元

割合順位 割合順位 割合順位 割合順位 割合順位 割合順位

4. 6カ国比較

意識
変化

活用・
効果

成果・
還元

順位が高いほど良い項目

順位が低いほど良い項目
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業界構造を根本から変革するチャンス

チャンスとは思わない

自社ビジネスの効率化・高度化に資する
チャンス

他社（者）より相対的に優位に立つ
チャンス

29% +8pt 50% 62% 50% +15pt 24% +7pt 22% +5pt 37% +19pt

2% +2pt 0% -1pt 1% ±0pt 1% +1pt 1% +1pt 0% -3pt

47% -15pt 22% -10pt 39% -9pt 30% -10pt 40% -21pt

18% -2pt 31% 24% -2pt 34% +4pt 44% +7pt 21% +6pt

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

-1pt

+18pt

+1pt

17%

自身や周囲の困りごとを解決する
チャンス

-4pt -2pt -3pt 3% -2pt 3% -1pt5% 3% 1%-3pt3%

生成AIをどのようなチャンスととらえるかについて、日本は「自社ビジネスの効
率化・高度化に資するチャンス」が47％で6カ国中最も高い。一方、「業界構造
を変革するチャンス」は29％にとどまり、米英（50％）とは21ptの差が見られる。

生成AIはどのようなチャンスだと思うか（6カ国比較）

2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比

日本： n=931 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309
日本： n=945 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=512 ドイツ： n=103 韓国： n=155前回

今回※ 生成AI活用によるチャンスについて「その他」と回答した人を除いて集計
※ 割合は小数点以下を四捨五入して算出しているため、国別の前回比の合計が0とならない場合があります

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。
最も当てはまるものをお答えください。

凡例： 30%~44%15%~29% 45%~0%~14%

4. 6カ国比較



PwC 85

ビジネスの存在意義が失われる脅威

脅威とは思わない

コンプライアンス・企業文化・風習などに
おける脅威

他社（者）より相対的に劣勢に
晒される脅威

20% +7pt 18% 62% 11% ±0pt 9% +1pt 7% -2pt 15% +6pt

14% -1pt 24% +7pt 22% +4pt 29% +3pt 17% +4pt 12% ±0pt

33% -7pt 27% -2pt 29% -1pt 30% +1pt 20% -14pt

25% +1pt 29% 26% +7pt 24% +3pt 29% +5pt 25% +3pt

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

-6pt

+1pt

+3pt

20%

自身や周囲の業務が必要無くなる脅威 ±0pt -9pt -6pt 17% -7pt 28% +4pt8% 14% 10%-5pt9%

日本では、「コンプライアンス・企業文化・風習などにおける脅威」が33％、「ビ
ジネスの存在意義が失われる脅威」が20％で、ともに6カ国中最も高い。一方、
「自身や周囲の業務が必要無くなる脅威」は8％で6カ国中最も低い。

2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比

Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。
最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AI活用による脅威について「その他」、「わからない」と回答した人を除いて集計
※ 割合は小数点以下を四捨五入して算出しているため、国別の前回比の合計が0とならない場合があります

凡例： 20%~29%10%~19% 30%~0%~9%

日本： n=897 米国： n=668 英国： n=410 中国： n=410 ドイツ： n=309 韓国： n=308
日本： n=899 米国： n=662 英国： n=408 中国： n=512 ドイツ： n=102 韓国： n=154前回

今回

4. 6カ国比較

生成AIはどのような脅威だと思うか（6カ国比較）
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未検討または断念

27% +5pt 56% 62% 54% +19pt 58% +20pt 32% +10pt 35% +19pt

4% -5pt 1% -3pt 2% -1pt 0% ±0pt 2% -1pt 2% -5pt

16% -4pt 24% -3pt 10% -12pt 38% -1pt 24% -4pt

44% +11pt 10% 11% -7pt 23% -10pt 19% -1pt 34% -9pt

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

-3pt

+17pt

-7pt

23%

検討中 -7pt -8pt +3pt 10% -7pt 6% ±0pt9% 9% 8%-3pt9%

日本は「社外向け提供」が27%で6カ国中最低である一方、「社内業務のみに
活用」は44%で最多である。「社外向け提供」は各国で前回調査を上回ってい
る。

2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比

社外向けの生成AI活用サービスを
提供している

具体的な案件を推進中

社外向けには提供していないが、
社内業務等で生成AIを活用している

凡例： 30%~44%15%~29% 45%~0%~14%

4. 6カ国比較

Q あなたが働く会社における、社内向けまたは社外向けの生成AI活用検討の推進度合いとして、
最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AI活用による推進度合いについて「まだ検討していない」、 「検討したが断念した」、 「わからない」と回答した人を

「未検討または断念」に統合し集計

自社の生成AI活用の推進度合い（6カ国比較）

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309
日本： n=945 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=512 ドイツ： n=103 韓国： n=155前回

今回
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まだ効果を評価できていない

10% ±0pt 42% 62% 36% -6pt 20% -1pt 19% -5pt 12% +2pt

14% +1pt 0% ±0pt 1% ±0pt 1% ±0pt 2% -1pt 4% -1pt

20% -1pt 11% +2pt 13% +6pt 18% +8pt 19% -5pt

54% +3pt 48% 48% +2pt 64% -6pt 60% -1pt 62% +5pt

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

-3pt

-3pt

+4pt

8%

期待とはかけ離れた結果になった ±0pt +2pt +1pt 2% -2pt 3% -1pt2% 3% 2%±0pt2%

米国（42％）や英国（36％）では「期待を大きく上回っている」の割合が高い一
方、日本は10％にとどまる。加えて日本では「まだ効果を評価できていない」が
14％と他国に比べて高い。

活用推進中の企業における自社での生成AI活用の効果

2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比 2026年 前回比

Q 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果として最も当てはまるものをお答えください。

期待を大きく上回っている

やや期待を下回る

期待通りの効果があった

※生成AIについて「既に活用している」「具体的な案件を推進中を選択した層に絞った設問

凡例： 30%~44%15~29% 45%~0%~14%

日本： n=814 米国： n=601 英国： n=366 中国： n=376 ドイツ： n=273 韓国： n=286
日本： n=712 米国： n=560 英国： n=330 中国： n=482 ドイツ： n=83 韓国： n=135前回

今回

4. 6カ国比較
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諸外国に比べて日本は生成AI活用効果の還元先が未定の割合が顕著に高
い。AI活用効果を従業員やビジネス、顧客に還元し好循環を築いている層と
の格差を助長する可能性がある。

88

生成AI活用で創出した効果の還元先

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果をどのように企業成長や社内還元に繋げましたか。
当てはまるものを全てお答えください。

財務的な還元

従業員への利益還元

顧客への価格還元

非財務的な還元

新規事業への登用等、
新たな投資に回す

従業員の雇用時間への還元

社会貢献活動への寄付

還元はしていない

特に検討していない

検討したものの、
還元に繋げられなかった

6位 29% 1位 62% 2位 57% 3位 50% 4位 48% 5位 38%

5位 11% 1位 29% 2位 25% 4位 18% 3位 19% 6位 8%

6位 62% 5位 53% 1位 68% 4位 56% 3位 58%

6位 22% 1位 4位 35% 2位 41% 3位 38% 5位 29%

1位 14% 5位 1% 2位 3% 6位 0% 4位 2% 2位 3%

44%

43%

2位

50% 58% 67% 5位 54% 4位 57%6位 3位 1位65%2位

1位 6% 6位 0% 3位 1% 3位 1% 3位 1% 2位 2%

4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 選択肢「その他」は構成比が小さいため表示を省略

日本: n=814 米国: n=601 英国: n=366 中国: n=376 ドイツ: n=273 韓国: n=286

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国
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Topic.1
効果創出

89
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期待を大きく上回る層では、英国・米国・日本を筆頭に生成AIを「業界構造を
根本から変革するチャンス」ととらえる割合が高い。一方、期待未満の層では
「他社より相対的に優位」 や「自社ビジネスの効率化・高度化」が中心である。

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国

66%

19%

14%

2%

0%

32%

42%

24%

2%

0%

70%

11%

18%

2%

0%

30%

41%

24%

6%

0%

業界構造を根本から
変革するチャンス

他社（者）より
相対的に優位に立つチャンス

自社ビジネスの効率化・高度化に
資するチャンス

自身や周囲の困りごとを
解決するチャンス

チャンスとは思わない

64%

17%

18%

1%

0%

17%

20%

54%

7%

2%

45%

12%

40%

0%

3%

18%

47%

35%

0%

0%

57%

11%

31%

0%

0%

26%

31%

36%

7%

0%

48%

25%

21%

6%

0%

8%

40%

53%

0%

0%

90

4. 6カ国比較

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。
最も当てはまるものをお答えください。

生成AIはどのようなチャンスだと思うか（効果期待値別）

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=130 中国: n=75 ドイツ: n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59 英国: n=54 中国: n=57 ドイツ: n=53 韓国: n=61
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日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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25%

20%

22%

9%

0%

25%

14%

41%

19%

7%

0%

20%

11%

21%

24%

11%

0%

34%

19%

35%

35%

9%

0%

2%

ビジネスの存在意義が
失われる脅威

他社（者）より相対的に
劣勢に晒される脅威

コンプライアンス・企業文化・風習
などにおける脅威

自身や周囲の業務が
必要無くなる脅威

脅威とは思わない

45%

12%

23%

4%

1%

16%

15%

30%

34%

7%

3%

11%

17%

8%

17%

9%

1%

47%

11%

35%

25%

9%

2%

19%

20%

20%

17%

20%

0%

23%

8%

31%

28%

28%

0%

5%

10%

13%

19%

10%

0%

48%

8%

42%

43%

8%

0%

0%

わからない

4. 6カ国比較

Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。
最も当てはまるものをお答えください。

生成AIはどのような脅威だと思うか（効果期待値別）

期待を大きく上回る層では「ビジネスの存在意義が失われる脅威」または「脅
威とは思わない」ととらえる層の二極化傾向にある。期待未満層では、劣勢に
晒されること、コンプライアンスへの懸念が高い。

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=130 中国: n=75 ドイツ: n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59 英国: n=54 中国: n=57 ドイツ: n=53 韓国: n=61
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日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

1位 51%

4位 47%

1位
1位 55%

1位 41%
4位 26%

57%
42%2位

6位
12%

5位

6位 19%

12%

13%3位
日本: n=894 米国: n=660 英国: n=404 中国: n=411 ドイツ: n=303 韓国: n=304

6位

6位

3位

13%

16%

21%

2位

1位

4位
3位

1位
2位

2位

1位

2位

1位

2位

2位

2位

2位

3位

2位

3位
2位

3位
1位

1位

2位

1位

2位

5位

1位

1位

1位

6位

5位

6位
6位

4位
3位

5位

3位

4位

4位

1位

4位

3位

4位

5位

6位

2位
4位

5位
5位

4位

4位

3位

5位

6位

5位

5位

4位

46%

57%

45%

41%
35%

49%
42%

26%

29%

23%

15%

32%

29%

27%

45%

54%

50%

39%
36%

50%
44%

21%

27%

26%

17%

24%

30%

33%

21%

43%

35%

36%
33%

39%
40%

29%

22%
25%

11%

23%

13%
20%

34%

35%

43%

35%

19%

51%
41%

23%

20%

18%

9%

20%

17%

20%

4位 36%

3位 50%

5位
5位 39%

6位 34%
5位 23%

48%
33%6位

4位
22%

6位

3位 24%

11%

13%3位

3位

4位

4位

20%

20%

20%

テキスト系

報告書やメールなどの文章執筆

文章の添削や校正

報告書や議事録などの要約

ブレインストーミングやアイディア出し

データ収集や調査・リサーチ

社内外資料の生成

画像／
音声生成系

イラストのデザインや画像の生成

音楽や音声の生成

イメージに沿った動画の生成

開発／
新規
ビジネス系

プログラムコードの生成

自律的対話型タスク実行

自律的な意思決定

カスタマーサービスの自動化、省力化

生成AIを組み込んだ新たなサービスの提供

4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

Q 現在検討されている（あるいは既に実現できている）生成AIのユースケースとして、
当てはまるものを全てお答えください。

生成AIのユースケース

生成AIのユースケースについて、日本は他国に比べてテキスト系を実施する
層の割合が高いものの、画像／音声生成系や開発／新規ビジネス系を実施
する層の割合は低い傾向。
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※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計
※ 「差分値」 = （期待以上の回答比率）－（期待未満の回答比率）として算出

期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値

71% +36pt 55% 59% +31pt 35% +21pt 56% +39pt 57% +39pt

55% +20pt 65% +29pt 63% +26pt 43% +8pt 38% +18pt 49% +3pt

61% +20pt 60% +16pt 45% 12pt 67% +18pt 57% +24pt
72% +30pt 48% 63% +28pt 36% -3pt 58% +33pt 51% +22pt

+19pt
+12pt

53%
+19pt +12pt -8pt 52% +12pt 34% +1pt63% 52% 36%-3pt41%

58% +27pt 43% 42% +9pt 41% +13pt 50% +7pt 37% +3pt

35% +18pt 31% +23pt 34% +19pt 27% +6pt 27% +21pt 26% +3pt

27% +15pt 22% +1pt 40% +15pt 31% +16pt 37% +8pt
45% +26pt 40% 42% +7pt 31% -4pt 33% +18pt 34% +15pt

+19pt

+7pt
+15pt

29%
+19pt +19pt +21pt 46% +35pt 23% +11pt28% 30% 33%+19pt39%

29% +19pt 17% +12pt 25% +24pt 16% +14pt 21% +21pt 14% +4pt

25% +26pt 37% +24pt 16% +11pt 40% +31pt 11% +3pt
36% +25pt 35% 38% +19pt 33% +19pt 37% +31pt 34% +13pt

+19pt
+8pt

31%
+20pt +37pt +20pt 38% +29pt 23% +6pt37% 48% 31%+29pt34%

+31pt

凡例： 期待以上

          差分値

1～3位 4～6位 7位以下

太字：+20pt以上

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国

テキスト系

報告書やメールなどの文章執筆

文章の添削や校正

報告書や議事録などの要約

ブレインストーミングやアイディア出し

データ収集や調査・リサーチ

社内外資料の生成

画像／
音声生成系

イラストのデザインや画像の生成

音楽や音声の生成

イメージに沿った動画の生成

開発／
新規
ビジネス系

プログラムコードの生成

自律的対話型タスク実行

自律的な意思決定

カスタマーサービスの自動化、省力化

生成AIを組み込んだ新たなサービスの提供

93

4. 6カ国比較

生成AIのユースケース（期待値別）

期待を大きく上回る層では、6カ国共通で各種ユースケースの実施率が期待
未満の層を上回る。特に、テキスト系において各国で差が見られ、日本・米国・
ドイツでは画像・音声生成系や開発・新規ビジネス系でも差が見られる。

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=130 中国: n=75 ドイツ: n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59 英国: n=54 中国: n=57 ドイツ: n=53 韓国: n=61

Q 現在検討されている（あるいは既に実現できている）生成AIのユースケースとして、当てはまるものを全てお答えください。
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日本は「特定の部署に限定せず、全社的に活用する」の割合が米国の次に高
いが、特定の部署・領域における生成AIの活用割合が全体的に低い。

日本: n=894 米国: n=660 英国: n=404 中国: n=411 ドイツ: n=303 韓国: n=304

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

特定の部署に限定せず、全社的に活用する

法務

経理・財務

経営企画など戦略・企画系

営業・マーケティング

情報システム

人事

製造

カスタマーセンターなど顧客問い合わせ窓口

研究開発

わからない

2位 43% 1位 62% 3位 38% 6位 22% 5位 29% 3位 38%

5位 15% 1位 27% 4位 19% 2位 24% 3位 22% 6位 14%

6位 38% 1位 41% 4位 34% 3位 37% 5位 24%

6位 27% 1位 2位 50% 4位 37% 3位 45% 5位 31%

4位 28% 3位 33% 1位 40% 2位 36% 4位 28% 6位 24%

6位 26% 1位 52% 2位 48% 3位 41% 4位 36% 5位 28%

23%

46%

51%

2位

22% 38% 24% 2位 39% 6位 20%5位 3位 4位44%1位

6位 12% 2位 62% 3位 25% 1位 28% 4位 20% 4位 20%

6位 23% 1位 28% 4位 16% 3位 17% 5位 12%

6位 16% 2位 1位 38% 3位 23% 5位 20% 3位 23%

9%

27%

37%

2位

2% 1% 0% 3位 0% 2位 1%1位 2位 3位0%3位
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4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

Q 前述の生成AIサービス、モデルを活用している（活用する予定の）部署について、
当てはまるものを全てお答えください。

生成AIの導入部署
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6カ国共通で、期待を大きく上回る層では「特定の部署に限定せず、全社的に
活用する」割合が最も高い。特に日本・米国・英国・韓国では、期待未満の層
との差が大きい。

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

特定の部署に限定せず、全社的に活用する

経営企画など戦略・企画系

経理・財務

人事

法務

営業・マーケティング

情報システム

製造

研究開発

カスタマーセンターなど顧客問い合わせ窓口

63% +29pt 63% 55% +35pt 44% +28pt 42% +22pt 66% +41pt+31pt

39% +19pt 51% 56% +6pt 31% -6pt 56% +14pt 37% +13pt+1pt

30% +12pt 47% 45% +6pt 24% -9pt 62% +28pt 31% +12pt+25pt

34% +14pt 46% 39% +6pt 24% +1pt 50% +7pt 31% -5pt+2pt

20% +7pt 28% 18% -3pt 21% -5pt 33% +4pt 11% -5pt-5pt

37% +11pt 39% 45% +5pt 24% -9pt 42% +23pt 29% +2pt+15pt

24% ±0pt 56% 56% +30pt 37% -5pt 54% +22pt 29% +2pt+20pt

25% +17pt 31% 32% +11pt 28% ±0pt 38% +25pt 20% -1pt+18pt

24% +13pt 44% 49% +21pt 21% +6pt 44% +33pt 26% +9pt+22pt

17% +12pt 26% 32% +17pt 13% +5pt 37% +29pt 9% ±0pt+17pt

期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値
期待を
上回る

差分値

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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凡例： 期待以上

          差分値

1～3位 4～6位 7位以下

太字：+20pt以上

4. 6カ国比較

Q 前述の生成AIサービス、モデルを活用している（活用する予定の）部署について、当てはまるものを全てお答えください。

生成AIの導入部署（期待値別）

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=130 中国: n=75 ドイツ: n=52 韓国: n=35

期待未満

日本: n=177 米国: n=59 英国: n=54 中国: n=57 ドイツ: n=53 韓国: n=61
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11%

5%

7%

4%

6%

9%

17%

24%

26%

24%

28%

36%

28%

51%

48%

55%

43%

34%

18%

16%

14%

15%

19%

13%

4%

3%

2%
0%

1%

2%

22%
1%

3%
1%

3%

6%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

数十億円以上 数億～数十億円程度 数千万～数億円程度 数百万～数千万円程度 ～百万円程度 非公開／わからない

生成AI活用における予算規模が「数十億円以上」 「数億〜数十億円程度」と
回答した割合は韓国が45%と最も高く、他の国は30%程度で国によって大きな
差はない。

生成AI活用における予算規模
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4. 6カ国比較

Q 本検討に関する予算規模について、最も当てはまるものをお答えください。 日本： n=894 米国： n=660 英国： n=404 中国： n=411 ドイツ： n=303 韓国： n=304
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
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期待を大きく上回ると回答した層の予算規模は、日本は「数十億円以上」の割
合と「数億〜数十億円程度」の割合が同程度なものの、他国では「数億円以
上」の割合よりも「数億〜数十億円程度」の割合が高い。

数十億円以上

数億～数十億円程度

数千万～数億円程度

数百万～数千万円程度

～百万円程度

非公開／わからない

Q 本検討に関する予算規模について、最も当てはまるものをお答えください。

12%

38%

36%

11%

2%

2%

4%

17%

65%

13%

0%

2%

27%

24%

24%

13%

5%

7%

11%

18%

33%

17%

3%

19%

11%

39%

40%

9%

0%

1%

0%

16%

67%

16%

2%

0%

7%

32%

45%

14%

3%

0%

3%

24%

54%

14%

3%

2%

23%

43%

20%

9%

6%

0%

3%

38%

36%

20%

2%

2%

13%

29%

35%

21%

2%

0%

2%

23%

60%

15%

0%

0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

生成AI活用における予算規模（期待値別）

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=130 中国: n=75 ドイツ: n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59 英国: n=54 中国: n=57 ドイツ: n=53 韓国: n=61
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生成AIによる業務置き換えの見込みについて、日本は50%～100%置き換わ
るとしている割合が6カ国中で最も低い。

5%

10%

7%

4%

4%

6%

20%

38%

32%

30%

32%

31%

27%

27%

28%

40%

31%

37%

37%

20%

26%

22%

28%

23%

2%

4%

5%

3%

4%

1%

9%

0%

1%
0%

1%

2%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

完全に置き換わる（100％） 大部分が置き換わる（60-80％程度） 半分置き換わる（50％程度） 部分的に置き換わる（20-40％程度） 置き換わらない（0％） わからない

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309

4. 6カ国比較

Q 生成AIによって、企業全体の業務はどの程度AIに置き換わると思いますか。
最も当てはまるものをお答えください。

生成AIによる業務置き換えの見込み

98
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業務置き換えの見込みについて、期待を大きく上回る層では、「大部分〜完全
な置き換え（60〜100%）」の割合が各国で高く、日本66%、米国63%に達する。
一方、期待未満の層では「20〜40%」または「50%程度」の回答が中心である。

完全に置き換わる
（100％）

大部分が置き換わる
（60～80％程度）

半分置き換わる
（50％程度）

部分的に置き換わる
（20～40％程度）

置き換わらない
（0％）

わからない

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

Q 生成AIによって、企業全体の業務はどの程度AIに置き換わると思いますか。
     最も当てはまるものをお答えください。

12%

38%

25%

17%

7%

1%

2%

22%

50%

20%

4%

2%

31%

35%

17%

13%

1%

2%

1%

10%

29%

49%

5%

7%

17%

39%

24%

19%

1%

0%

2%

28%

51%

12%

7%

0%

16%

47%

20%

13%

3%

0%

3%

31%

44%

19%

3%

0%

29%

29%

37%

3%

0%

3%

3%

23%

38%

33%

2%

2%

15%

42%

23%

17%

2%

0%

2%

17%

57%

23%

2%

0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

生成AIによる業務置き換えの見込み（期待値別）

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61
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30%

65%

58%

53%

42%

29%

36%

24%

29%

30%

46%

51%

20%

9%

10%

9%

9%

16%

7%

1%

3%

7%

3%

4%

6%
0%

0%

1%
0%

1%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

業務プロセスの一部として正式に組み込まれている（例：契約書作成時に必ずAIでチェックするなど） 業務担当者の判断で任意に利用できる状態 試験的に導入・検証中 導入していない わからない

業務プロセスにおける生成AIの利用について、日本は他国に比べて「試験的
に導入・検証中」や「業務担当者の判断で任意に利用できる状態」の割合が高
い一方、「業務プロセスの一部として正式に組み込まれている」割合は低い。

日本： n=894 米国： n=660 英国： n=404 中国： n=411 ドイツ： n=303 韓国： n=304

4. 6カ国比較

Q あなたの部署の業務プロセスにおいて、生成AIはどのように利用されていますか、
もしくは利用される予定ですか。最も当てはまるものを1つお答えください。

業務プロセスにおける生成AIの利用状況

100
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6カ国全てで、期待を大きく上回る層は、生成AIを正式な業務プロセスに組み
込んでいる割合が高い。一方、期待未満の層では「担当者の任意利用」にとど
まる割合が高い。

業務プロセスの一部として
正式に組み込まれている

（例：契約書作成時に
必ずAIでチェックするなど）

業務担当者の判断で
任意に利用できる状態

試験的に導入・検証中

導入していない

わからない

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

Q あなたの部署の業務プロセスにおいて、生成AIはどのように利用されていますか、
    もしくは利用される予定ですか。最も当てはまるものを1つお答えください。

89%

8%

3%

0%

0%

30%

40%

21%

7%

2%

83%

12%

4%

1%

0%

41%

47%

12%

0%

0%

85%

10%

4%

2%

0%

33%

50%

15%

2%

0%

81%

11%

6%

0%

2%

14%

46%

28%

7%

5%

49%

43%

6%

3%

0%

23%

54%

18%

5%

0%

67%

25%

6%

2%

0%

25%

53%

19%

4%

0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

生成AIの業務プロセスへの度合い（期待値別）

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61
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生成AIにより代替されうるスキルの認識について、日本は9項目中7項目で最
下位であり、諸外国（特に米国）とのギャップが大きい。

生成AIにより代替されうるスキル

Q 生成AI活用を企業が推進していく中で、企業にとって人材に求めるスキルがAIによって代替されうるか、
5段階評価で当てはまるものをお答えください。
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日本: n=932 米国: n=670 英国: n=412 中国: n=412 ドイツ: n=309 韓国: n=309

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

6位 7% 1位 62% 2位 20% 4位 15% 3位 18% 5位 13%

6位 11% 1位 26% 2位 21% 4位 16% 4位 16% 3位 17%

6位 23% 2位 21% 5位 14% 3位 17% 3位 17%

6位 12% 3位 1位 29% 5位 15% 4位 19% 2位 24%

4位 25% 1位 32% 3位 28% 6位 22% 4位 25% 2位 29%

6位 27% 1位 35% 3位 33% 4位 30% 5位 29% 1位 35%

9%

31%

22%

1位

8% 18% 14% 2位 21% 5位 12%6位 3位 4位22%1位

5位 23% 2位 62% 2位 27% 2位 27% 6位 19% 1位 35%

6位 17% 2位 3位 27% 5位 21% 4位 24% 1位 33%

27%

29%

※ 「代替される」「どちらかというと代替される」「どちらともいえない」「どちらかというと代替されない」「代替されない」のうち
     「代替される」と回答した割合を集計

課題設定力

意思決定・判断

対人コミュニケーション・交渉

創造性・企画力

論理的思考・構造化

データ分析スキル

情報収集・調査／整理

ドキュメンテーションスキル

コーディングスキル

コンセプチュアルスキル

アナリティカルスキル

テクニカルスキル

4. 6カ国比較
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40%

33%

33%

41%

35%

42%

47%

42%

43%

2%

3%

3%

2%

7%

16%

21%

15%

12%

期待を大きく上回る層では、6カ国を通じてコンセプチュアル、アナリティカル、
テクニカルのいずれのスキルも「AIで代替される」ととらえる割合が高い。特に日
本・韓国ではコンセプチュアルのスキル領域で、期待未満の層との差が大きい。

生成AIの活用効果と代替されうるスキル（期待値別）

課題設定力

意思決定・判断

対人コミュニケーション・交渉

創造性・企画力

論理的思考・構造化

データ分析スキル

情報収集・調査／整理

ドキュメンテーションスキル

コーディングスキル

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計
※ 「代替される」のみに絞って集計

Q 生成AI活用を企業が推進していく中で、企業にとって人材に求めるスキルがAIによって代替されうるか、
5段階評価で当てはまるものをお答えください。

コンセプチュアルスキル

アナリティカルスキル

テクニカルスキル

35%

20%

24%

24%

19%

33%

36%

37%

25%

7%

11%

11%

11%

7%

21%

21%

21%

18%

46%

33%

31%

35%

27%

42%

46%

38%

37%

24%

15%

25%

20%

12%

24%

31%

3%

24%

36%

28%

27%

32%

37%

42%

49%

38%

38%

11%

20%

20%

19%

17%

17%

15%

20%

20%

46%

40%

31%

37%

37%

37%

43%

51%

40%

12%

7%

8%

10%

15%

23%

23%

23%

28%

37%

31%

23%

33%

21%

48%

54%

33%

44%

21%

15%

17%

6%

15%

11%

25%

11%

9%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国

4. 6カ国比較
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期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61



PwC

生成AIの導入を推進する主体について、日本は他国と比較して有意な差分
は見られない。一方、中国・ドイツでは社長直轄や経営企画部門による推進の
割合が多い。

生成AIの導入を推進する主体

Q あなたが働く会社における生成AI導入や生成AI関連施策を推進している主体として
最も当てはまるものをお答えください。

104

11%

17%

11%

22%

16%

6%

32%

27%

28%

31%

34%

37%

43%

49%

46%

36%

38%

45%

6%

4%

11%

8%

11%

6%

9%

2%

3%

2%

2%

6%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

社長直轄（経営トップが直接推進している） 経営企画部門（全社戦略や企画を担当する部門） IT部門（情報システムや技術導入を担当する部門）

CoE組織（生成AIに特化した専門組織） 各事業部門（特定の事業領域で推進している）

日本： n=894 米国： n=660 英国： n=404 中国： n=411 ドイツ： n=303 韓国： n=304

4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問



PwC

54%

24%

20%

1%

11%

30%

59%

0%

期待を大きく上回る層では、 生成AIの推進主体は 「社長直轄」である割合が
日本・中国・ドイツで高く、特に中国では54%に達する。一方、期待未満の層で
は各国とも「IT部門」が中心で、日米英中韓では5割前後を占める。

生成AIの導入を推進する主体（期待値別）

Q あなたが働く会社における生成AI導入や生成AI関連施策を推進している主体として
最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

27%

25%

45%

3%

16%

29%

55%

0%

19%

29%

48%

5%

9%

40%

51%

0%

39%

30%

29%

3%

9%

30%

48%

13%

9%

36%

48%

6%

3%

31%

59%

7%

33%

25%

40%

2%

15%

48%

35%

2%

社長直轄
（経営トップが直接推進している）

経営企画部門
（全社戦略や企画を担当する部門）

IT部門
（情報システムや技術導入を

担当する部門）

各事業部門
（特定の事業領域で推進している）

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

期待を大きく上回る

日本: n=80 米国: n=241 英国: n=74   中国: n=122 ドイツ:n=48 韓国: n=33
期待未満

日本: n=168 米国: n=55   英国: n=54 中国: n=45 ドイツ:n=48 韓国: n=58



PwC

日本は米国や英国と比較するとＣＡＩＯ（同等の役割を持つ責任者含む）が既
に配置されている割合が低い一方、1年以内に配置される予定と回答した割合
も含めると他国と同水準である。

CAIOの配置状況

Q あなたが所属する企業にはCAIO（Chief AI Officer）が配置されていますか。
最も当てはまるものをお答えください。

22%

48%

44%

32%

23%

16%

37%

24%

23%

23%

33%

27%

27%

22%

23%

31%

34%

42%

14%

6%

9%

15%

11%

15%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

配置されている CAIOという名称ではないが、同等の役割を持つ責任者が配置されている 1年以内に配置される予定 3年以内に配置される予定

日本： n=602 米国： n=626 英国： n=363 中国： n=372 ドイツ： n=266 韓国： n=257
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※ CAIOの配置状況を「検討はされているが具体的な予定はない」「予定はない」「わからない」と回答した人を除いて集計

4. 6カ国比較
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62%

18%

14%

2%

3%

2%

0%

17%

22%

33%

15%

9%

4%

0%

57%

13%

15%

6%

1%

5%

4%

7%

19%

26%

14%

12%

13%

10%

6カ国全てで、期待を大きく上回る層は期待未満の層に比べてCAIO設置率が
大幅に高い。特に日本・米国・英国・中国は「配置されている」が過半を占め、
韓国・ドイツでも期待未満層を大きく上回る。

CAIOの配置状況（期待値別）

配置されている

CAIOという名称ではないが、同等の
役割を持つ責任者が配置されている

1年以内に配置される予定

3年以内に配置される予定

検討はされているが
具体的な予定はない

予定はない

わからない

Q あなたが所属する企業にはCAIO（Chief AI Officer）が配置されていますか。
最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

55%

23%

15%

7%

0%

1%

0%

7%

23%

37%

21%

11%

2%

0%

62%

21%

11%

3%

2%

0%

0%

20%

15%

39%

12%

10%

3%

0%

37%

23%

31%

9%

0%

0%

0%

7%

13%

38%

25%

8%

8%

2%

46%

25%

17%

8%

2%

2%

0%

9%

13%

38%

17%

19%

2%

2%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国

107

4. 6カ国比較

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61



PwC

企業で利用されている生成AIモデルについて、日本は他国と比較して「利用
モデルが1つ」の割合が44%と最も高い一方で、「利用モデルが3つ以上」の割
合は19%で最も低い。

日本: n=894 米国: n=660 英国: n=404 中国: n=411 ドイツ: n=303 韓国: n=304

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

利用モデルが1つ 1位 44% 6位 62% 4位 15% 5位 11% 3位 19% 2位 24%10%

利用モデルが2つ 4位 24% 6位 4位 24% 2位 29% 3位 25% 1位 36%18%

利用モデルが3つ以上 6位 72% 2位 60% 3位 59% 4位 55% 5位 39%19% 1位

わからない 12% 1% 1% 2位 1% 2位 1%1位 2位 2位0%6位

108

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 「利用されている生成AIモデルの種類」について聞いている設問を、「利用モデル数」で再集計

4. 6カ国比較

Q あなたが働く会社で利用されている／検討している生成AIモデルとして当てはまるものを全てお答えください。

利用・検討中の生成AI利用モデル数
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6カ国共通で、期待を大きく上回る層では「利用モデルが3つ以上」の割合が最
も高い。日本は、期待未満の層で「利用モデルが1つ」が53%を占める一方、期
待を大きく上回る層では「3つ以上」が49%であった。

利用モデルが1つ

利用モデルが2つ

利用モデルが3つ以上

わからない

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計
※ 「利用されている生成AIモデルの種類」について聞いている設問を、「利用モデル数」で再集計

Q あなたが働く会社で利用されている／検討している生成AIモデルとして当てはまるものを全てお答えください。

4%

17%

79%

0%

11%

28%

60%

2%

7%

14%

79%

0%

17%

25%

58%

0%

12%

18%

70%

0%

19%

35%

44%

2%

36%

14%

49%

0%

53%

25%

12%

10%

9%

26%

66%

0%

30%

28%

41%

2%

8%

13%

79%

0%

30%

28%

42%

0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

生成AIの活用効果と利用モデル数

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61
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Q 生成AI活用効果が期待以上の成果を出した理由として、最も当てはまるものの上位3つをお答えください。

6カ国共通で、生成AI活用効果が期待を上回る理由は、「ユースケース設定」
「業務プロセスの可視化」「AI-Readyデータの整備」が中心である。特に「ユー
スケース設定」は中国を除く5カ国で1位となっている。

生成AIの活用効果が期待を上回っている理由

5

10

3

2

4

1

6

7

9

8

順位

11

13

12

業務プロセスの可視化

AI-Readyデータの整備

リアルタイムデータへの
接続環境整備

ユースケース設定

開発／利用環境、利活用
フロー整備

生成AIプロジェクト推進体
制の明確化

生成AIガバナンスの整備

社員のAIリテラシー

設定された目標の適切さ

評価設計／継続的改善へ
の取り組み

経営層ビジョンとの一致

新技術の社内受容度

当てはまらない

24%

11%

10%

34%

7%

5%

4%

2%

2%

1%

0%

0%

0%

業務プロセスの可視化 28%ユースケース設定 45%ユースケース設定 49% ユースケース設定 40% ユースケース設定 43%

ユースケース設定 23%AI-Readyデータの整備 18%AI-Readyデータの整備 21% 業務プロセスの可視化 23% 生成AIプロジェクト推進体
制の明確化

11%

AI-Readyデータの整備 20%業務プロセスの可視化 18%業務プロセスの可視化 14% リアルタイムデータへの
接続環境整備

13% AI-Readyデータの整備 11%

経営層ビジョンとの一致 8%開発／利用環境、利活用
フロー整備

4%リアルタイムデータへの
接続環境整備

6% AI-Readyデータの整備 12% 業務プロセスの可視化 11%

リアルタイムデータへの
接続環境整備

7%リアルタイムデータへの
接続環境整備

4%生成AIプロジェクト推進体
制の明確化

3% 開発／利用環境、利活用
フロー整備

6% 開発／利用環境、利活用
フロー整備

9%

生成AIガバナンスの整備 5%新技術の社内受容度 3%開発／利用環境、利活用
フロー整備

2% 生成AIプロジェクト推進体
制の明確化

2% リアルタイムデータへの
接続環境整備

9%

開発／利用環境、利活
用フロー整備

3%生成AIプロジェクト推進体
制の明確化

2%経営層ビジョンとの一致 2% 社員のAIリテラシー 2% 経営層ビジョンとの一致 3%

新技術の社内受容度 3%経営層ビジョンとの一致 2%生成AIガバナンスの整備 2% 新技術の社内受容度 2% 新技術の社内受容度 3%

設定された目標の適切さ 3%社員のAIリテラシー 2%新技術の社内受容度 1% 経営層ビジョンとの一致 0% 社員のAIリテラシー 0%

生成AIプロジェクト推進体
制の明確化

1%生成AIガバナンスの整備 1%社員のAIリテラシー 0% 生成AIガバナンスの整備 0% 生成AIガバナンスの整備 0%

社員のAIリテラシー 0%設定された目標の適切さ 1%評価設計／継続的改善へ
の取り組み

0% 設定された目標の適切さ 0% 設定された目標の適切さ 0%

評価設計／継続的改善へ
の取り組み

0%評価設計／継続的改善へ
の取り組み

0%設定された目標の適切さ 0% 評価設計／継続的改善へ
の取り組み

0% 評価設計／継続的改善へ
の取り組み

0%

当てはまらない 0%当てはまらない 0%当てはまらない 0% 当てはまらない 0% 当てはまらない 0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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※ 生成AI活用効果が「期待を大きく上回っている」、「期待通りの効果があった」を選択した層に絞った設問
※ 上記の設問を「期待を大きく上回っている」に絞って再集計し1位のみを抽出

4. 6カ国比較

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=130 中国: n=75 ドイツ: n=52 韓国: n=35
日本における順位 ■ 1位 ■ 2位 ■ 3位
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日本は他国と比較すると1線組織と2線組織の連携が円滑にできている割合が
低く、連携が十分にできていない、わからないと回答した割合が高い。

1線組織（事業部門）と2線組織（間接部門）の連携状況

Q 1線組織（事業部門個別、DX横断、その他）と2線組織（IT、セキュリティ、リーガル、リスク管理、
品質管理、既存AIガバナンス、その他間接部門）の連携状況をどのように評価しますか。
最も当てはまるものをお答えください。

23%

63%

54%

42%

35%

33%

53%

35%

41%

45%

58%

54%

13%

2%

4%

13%

6%

10%

11%
0%

0%

1%

2%

3%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

概ね円滑に連携できている 課題があるが、一定の連携はできている 連携に大きな課題があり、十分に機能していない わからない

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309

111

4. 6カ国比較



PwC

期待を大きく上回る層では、1線・2線組織間の連携を「概ね円滑」と評価する
割合が各国で高く、日本・米国・英国・中国では8割超に達する。一方、期待未
満の層では各国とも3割以内にとどまる。

1線組織（事業部門）と2線組織（間接部門）の連携状況（期待値別）

概ね円滑に連携できている

課題があるが、
一定の連携はできている

連携に大きな課題があり、
十分に機能していない

わからない

Q 1線組織（事業部門個別、DX横断、その他）と2線組織（IT、セキュリティ、リーガル、リスク管理、
品質管理、既存AIガバナンス、その他間接部門）の連携状況をどのように評価しますか。
最も当てはまるものをお答えください。

81%

17%

1%

0%

23%

53%

25%

0%

81%

19%

1%

0%

27%

64%

8%

0%

83%

16%

1%

0%

20%

67%

13%

0%

81%

17%

0%

2%

7%

57%

29%

6%

77%

23%

0%

0%

15%

56%

30%

0%

71%

27%

2%

0%

13%

77%

8%

2%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61



PwC

AI時代におけるガバナンスの必要性について、日本は活用とガバナンスのバ
ランスが諸外国と比べて平均的である。

AI時代におけるガバナンスの必要性

Q AI時代におけるガバナンスの必要性をどのように考えていますか。最も当てはまるものをお答えください。

15%

20%

24%

13%

12%

16%

37%

40%

30%

41%

33%

36%

27%

23%

27%

26%

31%

31%

9%

11%

15%

14%

20%

13%

3%

5%

3%

6%

4%

1%

9%
0%

1%
0%

1%

2%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

リスクが大きいため、本格的な活用の前にまずは厳格なガバナンスを整備すべき 活用は進めるが、事故防止のため活用領域においては、ガバナンスを常に先行して整備すべき
活用とガバナンスは同時に進め、リスクに応じて段階的に強化すべき ガバナンスは“活用を加速する基盤”（標準化・再利用・迅速な意思決定）として必要
ガバナンスがあることで挑戦領域を広げられる（攻めの投資として最重要） わからない

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309
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4. 6カ国比較



PwC

期待を大きく上回る層では、「活用の前に厳格なガバナンスを整備すべき」の
割合が各国で高い。一方、期待未満の層では「活用と同時に段階的に強化す
べき」が中心で、特にドイツ47%、韓国43%と高い。

生成AIの活用効果とガバナンス整備のスタンス（期待値別）

リスクが大きいため、
本格的な活用の前に

まずは厳格なガバナンスを整備すべき

活用は進めるが、事故防止のため
活用領域においては、

ガバナンスを常に先行して整備すべき

活用とガバナンスは同時に進め、
リスクに応じて段階的に強化すべき

ガバナンスは“活用を加速する基盤”
（標準化・再利用・迅速な意思決定）

として必要

ガバナンスがあることで挑戦領域を
広げられる（攻めの投資として最重要）

わからない

※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

43%

26%

20%

10%

1%

0%

13%

24%

33%

22%

6%

2%

33%

36%

20%

4%

5%

2%

12%

29%

34%

15%

3%

7%

24%

31%

23%

9%

13%

0%

9%

56%

16%

16%

4%

0%

32%

33%

14%

13%

8%

0%

7%

39%

34%

19%

2%

0%

34%

31%

26%

3%

6%

0%

5%

33%

43%

20%

0%

0%

17%

33%

31%

15%

4%

0%

4%

19%

47%

25%

6%

0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

Q AI時代におけるガバナンスの必要性をどのように考えていますか。最も当てはまるものをお答えください。 期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61



PwC

生成AI施策実施から効果発現までの想定期間について、日本は1年以内とす
る割合が41%と韓国に次いで低い。

生成AI施策実施から効果発現までの想定期間

115

Q 生成AIに関わる施策を実施してから、効果が発現するまでの想定期間として
最も当てはまるものをお答えください。

日本： n=814 米国： n=601 英国： n=366 中国： n=376 ドイツ： n=273 韓国： n=286

4. 6カ国比較

※生成AIについて「既に活用している」「具体的な案件を推進中を選択した層に絞った設問

2%

8%

5%

1%

6%

3%

8%

17%

21%

16%

27%

8%

31%

41%

38%

37%

33%

29%

33%

25%

27%

37%

25%

41%

12%

7%

6%

8%

7%

14%

5%

1%

2%

1%

1%

2%

8%
0%

1%

0%

1%

2%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

3カ月未満 3～6カ月 6カ月～1年 1年～3年 3年～5年 5年以上 わからない

1年以内の効果発現を想定 効果発現想定が3年以上／わからない



PwC

1%
9%

14%

29%

36%

7%
2%

日本は他国と比較すると、生成AI活用の効果として具体的な効果の程度を想定して
いない割合が高く、期待している効果の程度も全体的に低い傾向である。

生成AI活用の効果として期待している程度
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日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

Q 生成AI活用の効果として、期待されている程度として最も当てはまるものをお答えください。

労働時間の
削減

コスト削減

売上増加

4% 1%
17%

29%24%

10%
15%

8%

15%

27%32%

15%
1%

1% 6%
13%

22%
30%

22%
4%

3% 4%
6%

15%

45%

23%
5%

1% 3%
9%

13%

28%

37%

9%
1%

9%
17%

23%34%

12%
3%

2%

4% 1%
13%

26%
27%

11%

16% 10%
15%

21%28%

24%
1% 1%

16%

12%

24%
30%

15%3%
0%

10%
6%

21%

30%

30%
3%

0%
12%

14%

29%
34%

8%
2% 2%

3%
4%

14%

21%
27%

14%

18% 13%

17%

31%

25%

12%
2% 0%

16%

18%

25%

23%

14%2%
2% 3%

11%

28%

34%

22%
2%

0% 3%
8%

20%

39%

22%
6%

1% 4%
15%

20%

36%

18%
4%

3%

50%以上 40%台 30%台 20%台 10%台 10%未満 具体的な効果の程度は想定していない

n=438 n=214 n=128 n=67 n=85 n=117

n=406 n=339 n=186 n=139 n=92 n=103

n=589 n=512 n=292 n=296 n=233 n=227

4. 6カ国比較

※ 導入後に狙っている具体的な効果について「労働時間の削減」「コスト削減」「売上増加」を選択した層に絞った設問
※ 選択肢「その他」は構成比が小さいため表示を省略



PwC

生成AIの実用化・普及に伴う変化について、日本はほとんど全ての事業領域
において他国より関心が低い一方、「AIによる業務代替に伴う雇用構造の変
化」への関心は最も高い。

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

価値の源泉の変化（有形資産中心から
無形資産・体験価値・ブランドなどへのシフト）

エコシステム・連携の変化（共創パートナーシップ、
業界横断コンソーシアム等の重要性拡大）

バリューチェーン・役割構造の変化
（プロセスの再編や各企業の役割構造の変化）

ビジネスモデル・収益構造の再発明（売り切りからサブスクへ
の移行、他業種との統合による新たな収益源創出など）

参入障壁・競争環境の変化（新規・異業種の参入、
特定企業による寡占化、差別化軸の変化）

従来のセクターの枠を超えた市場の再定義
（「モビリティ」「ヘルスケア」などニーズを軸にした再定義）

生成AI活用による顧客の内製化範囲の拡大
（開発の内製化、情報収集の高度化など）

AIによる業務代替に伴う雇用構造の変化
（人材の再配置・削減、役割の再定義など）

特に変化は感じていない

3位 30% 1位 62% 2位 37% 5位 27% 3位 30% 6位 24%

6位 25% 3位 38% 1位 41% 2位 40% 4位 29% 5位 31%

6位 47% 3位 45% 1位 48% 4位 44% 5位 37%

6位 48% 1位 4位 54% 2位 58% 3位 56% 5位 53%

6位 19% 1位 43% 4位 34% 1位 43% 5位 32% 3位 36%

6位 19% 1位 35% 2位 33% 3位 28% 4位 25% 5位 24%

34%

44%

59%

2位

35% 44% 51% 5位 43% 1位 52%6位 4位 3位52%1位

1位 28% 4位 2位 27% 5位 21% 6位 16% 3位 23%22%

10% 1% 1% 2位 3% 3位 2%1位 5位 5位1%5位
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4. 6カ国比較

Q 生成AIの実用化・普及に伴い、あなたが働く会社の属する業界・事業領域で起きている変化として
当てはまるものを全てお答えください。

生成AI普及に伴う業界・事業領域の変化

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309



PwC

Q 生成AIの登場によるビジネス全体の変革を（1）何年後までに実現していくべきか、
（2）現実的に実現できるのは何年後だと思うか、最も当てはまるものをお答えください。

ビジネス変革実現の理想と現実について、日本は理想・現実ともに「1年後」「1
～2年後」と回答する層が6カ国中最も低い。
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日本： n=875 米国： n=659 英国： n=402 中国： n=394 ドイツ： n=289 韓国： n=296

7%

12%

14%

12%

19%

9%

35%

51%

45%

48%

46%

42%

41%

34%

36%

36%

30%

39%

7%

3%

4%

4%

4%

9%

10%
0%

1%
0%

1%

1%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

1年後 1～2年後 2～5年後 5年後以降 わからない

4%

15%

16%

12%

22%

11%

25%

37%

30%

33%

38%

26%

42%

37%

38%

43%

30%

46%

18%

10%

15%

12%

8%

16%

11%
0%

2%
0%

1%

1%

ビジネス変革実現の“理想”に対する意識 ビジネス変革実現の“現実”に対する意識

理想として何年後までに実現していくべきか 現実的に実現できるのは何年後だと思うか

4. 6カ国比較
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Topic.2
成果還元

119
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17%

43%

42%

27%

21%

19%

30%

35%

32%

36%

36%

36%

20%

16%

15%

31%

25%

26%

15%

5%

10%

6%

13%

14%

6%

1%

1%
0%

4%

2%

12%
0%

0%

0%

1%

3%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

生成AIを活用した開発プロジェクトの大部分を、社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制が整っている 一部の開発プロジェクトについては、社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制がある

開発・運用を担える人材は限られているが、大部分の社員が生成AIに関する基礎的なリテラシーを有している 生成AIの開発・運用を担える人材も少なく、社員全体としての生成AIリテラシーも十分ではない

生成AIに関する人材獲得・育成の取り組みは、ほとんど実施していない わからない

生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成果について、日本は「社内人材のみ
で継続的に開発・運用可能」な体制が整っている層が米英の半分以下であり、
人材活用・育成の成果が6カ国中最低である。

生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成果

Q 社内での生成AI活用に向けた人材獲得・育成はどの程度成果を得られていますか。
最も当てはまるものをお答えください。

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309
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4. 6カ国比較
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38%

51%

56%

39%

30%

29%

32%

31%

26%

35%

38%

41%

18%

14%

8%

21%

20%

19%

9%

4%

8%

5%

9%

10%

1%

0%

1%

0%

2%

0%

2%

0%

0%

0%

1%

1%

6カ国共通で、財務的な還元に繋げている層ほど、人材獲得・育成が進んでお
り、米国51%、英国56%が「社内人材のみで継続的な開発・運用が可能」と回
答している一方で、日本は38%にとどまっている。
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日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

社内の生成AI活用に向けた人材獲得・育成成果（期待値・還元状況別）

Q 社内での生成AI活用に向けた人材獲得・育成はどの程度成果を得られていますか。
最も当てはまるものをお答えください。

生成AIを活用した開発プロジェクトの大部分を、社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制が整っている 一部の開発プロジェクトについては、社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制がある

開発・運用を担える人材は限られているが、大部分の社員が生成AIに関する基礎的なリテラシーを有している 生成AIの開発・運用を担える人材も少なく、社員全体としての生成AIリテラシーも十分ではない

生成AIに関する人材獲得・育成の取り組みは、ほとんど実施していない

財務的な還元に繋げている

16%

40%

35%

16%

17%

17%

41%

40%

35%

47%

46%

37%

24%

15%

11%

28%

29%

32%

12%

5%

13%

8%

7%

14%

4%

0%

3%

1%

2%

0%

4%

0%

2%

0%

0%

0%

非財務的な還元にとどまっている

わからない

4. 6カ国比較

財務的な還元に繋げている

日本: n=254 米国: n=407 英国: n=234   中国: n=228 ドイツ:n=151 韓国: n=131
非財務的な還元にとどまっている

日本: n=217 米国: n=122   英国: n=62 中国: n=86 ドイツ:n=59 韓国: n=76



PwC

生成AIの活用指標として測定している／しようとしている項目について、米英では
「社員生産性」「工数・コスト」「社員の生成AIサービス利用率」「社員の生成AI習熟
度」が他国よりも高い一方、日本は活用指標を設定しない層が6カ国中最多である。

生成AIの活用指標

Q 社内における生成AIの活用指標として測定している、もしくはこれから測定しようとしているものについて、
当てはまるものを全てお答えください。

社員生産性

工数・コスト

売上・収益

社員エンゲージメント

顧客満足度

企業イメージ、ブランド力

社員の生成AIサービス利用率（活用度）

社員の生成AI習熟度

測定していない／測定しようとしていない

3位 49%

4位 46%

6位 37%

32%6位

6位 29%

6位 21%

6位 33%

3位 24%

1位 8%

1位 62%64%

2位 48%

4位 46%

1位 49%

3位 48%

2位 36%

1位 45%

2位 29%

6位 0%

2位 59%

1位 48%

5位 46%

3位 44%

1位 52%

3位 29%

2位 44%

1位 33%

2位 2%

6位 30%

3位 46%

2位 51%

4位 39%

2位 52%

1位 45%

3位 42%

4位 24%

5位 1%

4位 34%

6位 38%

3位 47%

2位 45%

4位 44%

5位 28%

5位 33%

5位 21%

3位 2%

5位 33%

5位 44%

1位 51%

5位 32%

5位 40%

4位 28%

4位 36%

6位 20%

4位 1%
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日本: n=814 米国: n=601 英国: n=366 中国: n=376 ドイツ: n=273 韓国: n=286

4. 6カ国比較

※ 生成AIについて「既に活用している」「具体的な案件を推進中を選択した層に絞った設問
※ 選択肢「その他」は構成比が小さいため表示を省略

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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各国で、財務的な還元に繋げている層ほど成果指標を幅広く設定している。
日本の財務的な還元に繋げている層は「社員生産性」が61%「工数・コスト」が
60%と他指標に比べて高く、他国に比べて内部効率の可視化が先行している。

生成AIの活用指標（期待値・還元状況別）

Q 社内における生成AIの活用指標として測定している、もしくはこれから測定しようとしているものに
ついて、当てはまるものを全てお答えください。

社員生産性

工数・コスト

売上・収益

社員エンゲージメント

顧客満足度

企業イメージ、ブランド力

社員の生成AIサービス利用率
（活用度）

社員の生成AI成熟度

37%

50%

52%

40%

56%

48%

47%

28%

24%

35%

58%

30%

49%

43%

35%

20%

68%

49%

45%

50%

56%

33%

47%

36%

48%

50%

48%

37%

50%

23%

42%

32%

44%

47%

58%

38%

47%

31%

37%

21%

36%

47%

51%

24%

39%

24%

36%

17%

40%

44%

49%

47%

49%

33%

41%

25%

24%

37%

42%

41%

44%

14%

27%

17%

72%

49%

51%

49%

52%

40%

49%

33%

53%

48%

39%

49%

37%

30%

41%

20%

61%

60%

53%

42%

44%

37%

40%

32%

50%

48%

37%

30%

27%

16%

30%

18%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

※ 生成AIについて「既に活用している」「具体的な案件を推進中を選択した層に絞った設問
※ 選択肢「測定していない／測定しようとしていない」は構成比が小さいため表示を省略

財務的な還元に繋げている

日本: n=254 米国: n=407 英国: n=234   中国: n=228 ドイツ:n=151 韓国: n=131
非財務的な還元にとどまっている

日本: n=217 米国: n=122   英国: n=62 中国: n=86 ドイツ:n=59 韓国: n=76



PwC

生成AI導入後に狙う効果として、日本は「労働時間の削減」「データ分析・活用」の
割合が高く、諸外国と比べ「顧客サービスの品質向上」等を狙っている割合が低い。

生成AI導入後に狙う効果

Q 導入後に狙っている具体的な効果として当てはまるものを全てお答えください。

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

労働時間の削減

新たな技術の導入による新規ビジネスの創出

生産性の向上による売り上げ増加

販管費や人件費などのコスト削減

商品・サービスの差別化

人材市場などにおける企業としての魅力向上

営業力強化による売り上げ増加

コミュニケーションの円滑化

顧客サービスの品質向上

グローバル化への対応

経営環境情報の把握

1位 49% 3位 62% 3位 32% 6位 5位 28% 2位 38%

5位 34% 2位 43% 3位 42% 1位 6位 31% 4位 39%

5位 53% 1位 53% 6位 4位 52% 1位 53%
3位 45% 1位 2位 46% 4位 6位 30% 4位 34%

5位 25% 3位 30% 1位 31% 1位 4位 29% 6位 24%
5位 21% 1位 37% 2位 35% 3位 4位 28% 6位 20%

49%

32%
51%

1位
39% 39% 2位 43% 3位 39%3位 3位 6位46%1位

6位 22% 3位 62% 2位 30% 1位 5位 25% 3位 29%

6位 42% 1位 47% 5位 4位 32% 3位 34%
6位 19% 3位 1位 28% 2位 5位 22% 4位 23%

28%

29%
25%

2位
22% 28% 6位 12% 5位 18%2位 1位 4位21%3位

データ分析・活用

わからない

1位 23% 2位 27% 5位 6位 17% 3位 25%33% 4位
5% 0% 3位 0% 2位 1%1位 3位 3位0%3位

16%

47%

47%
34%

31%
32%

37%

34%

29%
26%

20%
18%
0%

日本: n=894 米国: n=660 英国: n=404 中国: n=411 ドイツ: n=303 韓国: n=304
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4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問



PwC

6カ国共通で、財務的な還元に繋げている層ほど、生成AI導入後の狙いを広く持つ。
日本は「労働時間削減」「コスト削減」「売上増加」が高い一方、海外主要国に比べる
と「新規ビジネス創出」は相対的に弱い。

生成AI導入後に狙う効果（期待値・還元状況）

Q 導入後に狙っている具体的な効果として当てはまるものを全てお答えください。

労働時間の削減

販管費や人件費などのコスト削減

生産性の向上による売上増加

営業力強化による売上増加

新たな技術の導入による新規ビジネスの創出

商品・サービスの差別化

人材市場などにおける企業としての魅力向上

コミュニケーションの円滑化

グローバル化への対応

顧客サービスの品質向上

経営環境情報の把握

データ分析・活用

18%

40%

48%

43%

54%

32%

39%

39%

29%

36%

27%

23%

13%

28%

52%

36%

47%

31%

21%

35%

21%

30%

10%

16%

41%

55%

57%

50%

45%

33%

42%

33%

29%

48%

26%

27%

20%

42%

52%

39%

46%

25%

28%

24%

19%

32%

16%

17%

41%

50%

59%

41%

46%

33%

42%

32%

33%

54%

32%

32%

27%

47%

45%

37%

40%

23%

31%

32%

19%

52%

32%

27%

56%

56%

59%

53%

45%

35%

37%

35%

30%

38%

29%

35%

44%

43%

55%

36%

35%

29%

16%

19%

19%

28%

23%

27%

48%

40%

54%

47%

41%

27%

24%

34%

26%

33%

21%

21%

39%

38%

61%

37%

41%

25%

13%

24%

22%

37%

13%

30%

34%

39%

55%

43%

38%

28%

35%

31%

29%

40%

18%

21%

25%

22%

51%

44%

24%

29%

20%

32%

19%

20%

7%

22%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

4. 6カ国比較

財務的な還元に繋げている

日本: n=254 米国: n=407 英国: n=234   中国: n=228 ドイツ:n=151 韓国: n=131
非財務的な還元にとどまっている

日本: n=217 米国: n=122   英国: n=62 中国: n=86 ドイツ:n=59 韓国: n=76



PwC

生成AI活用によって生まれた効果の還元予定について、日本は他国に比べて
あらゆる還元先に対して低く、「特に検討していない」も14%で最も高い。

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果を今後はどのように還元していく予定ですか。
当てはまるものを全てお答えください。

将来的な成果還元先：生成AI活用効果の還元先

日本: n=894 米国: n=660 英国: n=404 中国: n=411 ドイツ: n=303 韓国: n=304

顧客への価格還元 6位 23% 1位 46% 2位 38% 4位 32% 3位 36% 5位 29%

従業員への利益還元（給与増加、ボーナス等） 6位 39% 1位 62% 2位 53% 3位 48% 4位 46% 5位 40%58%

新規事業への登用等、新たな投資に回す 6位 62% 4位 57% 1位 65% 3位 58% 5位 53%49% 2位

社会貢献活動への寄付 4位 10% 1位 1位 24% 3位 17% 5位 10% 6位 9%24%

特に検討していない 14% 4% 4% 5位 2% 2位 5%1位 3位 3位1%6位
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6位 51% 1位 3位 62% 1位 67% 4位 54% 5位 57%67%従業員の雇用時間への還元
（成果ベースでの時短勤務奨励等）

4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国



PwC

6カ国共通で、 非財務的な還元にとどまっている層は、今後の還元方針も「従
業員への利益還元」「顧客への価格還元」の比率が低く、今後も財務的な還
元に繋げる予定がない傾向が見られた。

将来的な成果還元先：生成AI活用効果還元方針（期待値・還元状況別）

従業員への利益還元
（給与増加、ボーナス等）

従業員の雇用時間への還元
（成果ベースでの時短勤務奨励等）

新規事業への登用等、
新たな投資に回す

顧客への価格還元

社会貢献活動への寄付

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果を今後はどのように還元していく予定ですか。
当てはまるものを全てお答えください。

65%

74%

66%

44%

20%

37%

72%

66%

19%

7%

72%

69%

65%

52%

28%

27%

73%

60%

30%

18%

65%

66%

58%

45%

33%

29%

65%

52%

27%

18%

72%

70%

59%

39%

22%

28%

62%

51%

16%

9%

60%

67%

49%

39%

14%

29%

51%

61%

20%

4%

64%

57%

62%

43%

13%

17%

58%

66%

12%

7%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

財務的な還元に繋げている

日本: n=254 米国: n=407 英国: n=234   中国: n=228 ドイツ:n=151 韓国: n=131
非財務的な還元にとどまっている

日本: n=217 米国: n=122   英国: n=62 中国: n=86 ドイツ:n=59 韓国: n=76



PwC

ビジネス変革に向けたアプローチの方向性について、日本はコアビジネスの抜
本的な変革を志向する割合が6カ国中最も低い。

ビジネス変革に向けたアプローチの方向性

Q 生成AIの登場により、今後あなたが働く会社ではどのようにビジネス全体を変革していくべきと
考えているか最も当てはまるものをお答えください。

42%

46%

44%

51%

50%

52%

33%

45%

48%

38%

29%

37%

8%

8%

5%

6%

14%

7%

6%

1%

1%

4%

5%

2%

11%
0%

1%

1%

1%

2%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

コアビジネスを、AIを取り入れることで抜本的に変更する（業務プロセスレベルの改革） コアビジネスを、AI代替等で効率化・自動化（既存の業務プロセス上にAIを導入）

コアビジネスではない異業種参入をする 変革していく想定はない

わからない

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309

128

4. 6カ国比較



PwC

日本・米国では、財務的な還元に繋げている層ほど「コアビジネスではない異
業種参入をする」と回答した割合が、非財務的な還元にとどまっている層に比
べて高い傾向にある。

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

ビジネス変革のTo-Be（期待値・還元状況別）

Q 生成AIの登場により、今後あなたが働く会社ではどのようにビジネス全体を変革していくべきと考えているか
最も当てはまるものをお答えください。

コアビジネスではない異業種参入をする

変革していく想定はない

コアビジネスを、AIを取り入れることで抜本的に変更する（業務プロセスレベルの改革）

コアビジネスを、AI代替等で効率化・自動化（既存の業務プロセス上にAIを導入）

財務的な還元に繋げている

8%

2%

8%

8%

17%

8%

51%

52%

45%

45%

44%

49%

35%

43%

45%

47%

32%

42%

1%

2%

0%

0%

7%

1%

4%

0%

2%

0%

0%

0%

非財務的な還元にとどまっている
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わからない

4. 6カ国比較

財務的な還元に繋げている

日本: n=254 米国: n=407 英国: n=234   中国: n=228 ドイツ:n=151 韓国: n=131
非財務的な還元にとどまっている

日本: n=217 米国: n=122   英国: n=62 中国: n=86 ドイツ:n=59 韓国: n=76

15%

11%

3%

5%

19%

8%

55%

44%

47%

56%

56%

60%

25%

45%

47%

38%

23%

31%

2%

0%

0%

1%

1%

0%

3%

0%

1%

0%

1%

0%



PwC

社内人材育成（リスキリング）
（研修・資格・ハンズオン等）

まだ決めていない／検討中

新卒採用強化

中途採用（データサイエンティスト、
MLエンジニア、PM等）

わからない

外部ベンダー／SIer活用（開発・運用の委託）

生成AI内製化に向けた人材獲得・育成の方針について、日本は他国に比べ
て「まだ決めていない／検討中」「わからない」の割合が最も高い一方、「中途
採用」や「新卒採用強化」は最も低い。

生成AI内製化に向けた人材獲得・育成の方針

Q 社内での生成AI内製化に向けた人材獲得・育成をどのように進めていますか。
当てはまるものを全てお答えください。

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国
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日本: n=932 米国: n=670 英国: n=412 中国: n=412 ドイツ: n=309 韓国: n=309

4位 49%

1位 10%

6位

6位 48%

1位 9%

31%

28%4位

1位 74%

5位 1%

1位

3位 55%

5位 0%

51%

40%1位

2位 66%

2位 3%

1位

4位 54%

51%

31%3位

3位 58%

5位 1%

3位

1位 62%

49%

36%2位

6位 43%

4位 2%

4位

1位 62%

3位 1%

48%

21%6位

4位 49%

2位 3%

5位

4位 54%

2位 2%

41%

26%5位

3位 5位1% 0%

4. 6カ国比較



PwC

財務的な還元に繋げている層は、6カ国共通で社内人材育成に積極的に取り組んで
おり、日本の財務的な還元に繋げている層は他国と比較すると、中途採用に取り組
んでいる割合が高い。

生成AI内製化に向けた人材獲得・育成の取り組み（期待値・還元状況別）

Q 社内での生成AI内製化に向けた人材獲得・育成をどのように進めていますか。
当てはまるものを全てお答えください。

社内人材育成（リスキリング）
（研修・資格・ハンズオン等）

中途採用（データサイエンティスト、
MLエンジニア、PM等）

新卒採用強化

外部ベンダー／SIer活用
（開発・運用の委託）

まだ決めていない／検討中

わからない

78%

56%

55%

36%

2%

0%

65%

47%

32%

24%

5%

2%

72%

68%

45%

34%

3%

2%

49%

55%

30%

26%

3%

5%

74%

68%

46%

43%

0%

0%

51%

69%

47%

24%

0%

0%

85%

55%

54%

45%

1%

0%

56%

61%

48%

34%

2%

0%

59%

57%

45%

27%

0%

0%

53%

61%

38%

26%

3%

0%

51%

68%

50%

22%

1%

2%

47%

53%

36%

17%

0%

0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

財務的な還元に繋げている

日本: n=254 米国: n=407 英国: n=234   中国: n=228 ドイツ:n=151 韓国: n=131
非財務的な還元にとどまっている

日本: n=217 米国: n=122   英国: n=62 中国: n=86 ドイツ:n=59 韓国: n=76



PwC

生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成功要因について、活用の成果実感
が高い米国・英国では、「インセンティブ設計」「評価設計」「ツール・環境の整
備」等が成功要因ととらえられている。

生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成功要因

Q 社内での生成AI活用に向けた人材獲得・育成が成功している要因として考えられるものを全てお答えください。

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

インセンティブ設計
（報奨、手当、表彰、資格補助など）

3位 34% 1位 62% 2位 6位 5位 4位46% 35% 27% 29% 30%

4位 2位 1位 3位 5位46% 6位やりがい・ミッションの明確化
（社会／顧客価値、現場課題解決の実感）

44% 52% 57% 49% 46%
経営・部門長のコミット

（優先順位付け、メッセージ、予算）
36% 3位 6位5位 4位 2位1位 43% 38% 39% 38% 30%

実務に直結する学習設計
（演習より“案件適用”、OJT、伴走）

6位 2位 4位 1位 5位 3位28% 43% 40% 45% 33% 43%
時間の確保

（学習時間・実験時間を業務として確保）
6位 4位 2位 1位 5位 3位23% 30% 34% 37% 25% 32%

学習コミュニティ／ナレッジ共有
（勉強会、事例共有、メンター制度）

5位 3位 1位 4位 6位 2位21% 29% 31% 27% 17% 30%
推進体制（CoE／推進役）の整備
（役割分担、標準化、支援窓口）

5位 3位 1位 2位 6位 4位23% 31% 34% 31% 20% 25%
ツール・環境の整備

（安全な生成AI環境、データ／開発基盤）
3位 6位4位 2位 5位1位21% 34% 33% 19% 24% 19%

外部パートナーの伴走活用
（教育設計、実装支援、育成の仕組み化）

6位 5位2位 1位 4位3位13% 13% 18% 9% 8% 8%

5位 46% 2位 1位 6位 4位 3位57% 60% 45% 47% 48%評価設計・昇進への反映
（目標設定、評価項目、キャリアパス）

132

日本: n=625 米国: n=628 英国: n=364 中国: n=384 ドイツ: n=255 韓国: n=250

4. 6カ国比較

※ 生成AI活用に向けた人材獲得・育成に一定の成果が得られていると回答した層に絞った設問



PwC

Q 社内での生成AI活用に向けた人材獲得・育成が成功している要因として
考えられるものを全てお答えください。

財務的な還元に繋げている層は、 6カ国共通で人材獲得・育成の成功要因として複
数の項目を選択する傾向があり、日本では他国と比較すると「評価設計・昇進への
反映」「インセンティブ設計」「やりがい・ミッションの明確化」の3つが高い水準である。

生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成功要因（期待値・還元状況別）

33%

53%

58%

44%

48%

41%

30%

35%

28%

13%

24%

37%

56%

40%

41%

35%

26%

29%

9%

4%

45%

65%

58%

34%

43%

39%

35%

35%

37%

22%

27%

55%

45%

55%

39%

31%

24%

31%

35%

18%

40%

52%

49%

28%

44%

37%

27%

32%

21%

11%

28%

52%

37%

34%

35%

23%

31%

25%

23%

6%

37%

54%

54%

39%

41%

28%

23%

25%

27%

11%

19%

37%

43%

31%

26%

30%

17%

13%

24%

7%

55%

56%

49%

44%

46%

33%

34%

35%

38%

15%

34%

58%

41%

39%

43%

25%

19%

23%

29%

8%

57%

60%

57%

47%

36%

33%

26%

31%

27%

22%

24%

49%

39%

25%

22%

20%

20%

20%

17%

6%

インセンティブ設計
（報奨、手当、表彰、資格補助など）

評価設計・昇進への反映
（目標設定、評価項目、キャリアパス）

やりがい・ミッションの明確化
（社会／顧客価値、現場課題解決の実感）

経営・部門長のコミット
（優先順位付け、メッセージ、予算）

実務に直結する学習設計
（演習より“案件適用、OJT、伴走）

時間の確保
（学習時間・実験時間を業務として確保）

学習コミュニティ／ナレッジ共有
（勉強会、事例共有、メンター制度）

推進体制（CoE／推進役）の整備
（役割分担、標準化、支援窓口）

ツール・環境の整備
（安全な生成AI環境、データ／開発基盤）

外部パートナーの伴走活用
（教育設計、実装支援、育成の仕組み化）

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

※ 生成AI活用に向けた人材獲得・育成に一定の成果が得られていると回答した層に絞った設問

財務的な還元に繋げている

日本: n=223 米国: n=389 英国: n=213   中国: n=217 ドイツ:n=133 韓国: n=117
非財務的な還元にとどまっている

日本: n=174 米国: n=116   英国: n=51 中国: n=78 ドイツ:n=54 韓国: n=65



PwC

外部ベンダーから支援を受けている領域について、米英では「AI戦略策定・ビ
ジネス構想」「データマネジメント」等が他国比較で高い一方、日本は「AI人材
育成」において6カ国中最も低い。

外部ベンダーから支援を受けている領域

Q あなたが働く会社は生成AI活用について外部ベンダーからどの領域の支援を受けていますか。
当てはまるものを全てお答えください。

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

134

日本: n=470 米国: n=330 英国: n=164 中国: n=175 ドイツ: n=156 韓国: n=136

4位 5位 1位 3位 6位39% 2位PoC実施 41% 35% 49% 40% 29%

本番開発・環境構築 33% 4位 3位5位 6位 1位2位 42% 32% 46% 37% 38%

運用保守 4位 3位 1位 2位 5位 6位34% 36% 42% 41% 31% 28%

AI評価設計・効果測定 5位 2位 4位 1位 6位 3位30% 48% 41% 49% 24% 43%

AI人材育成 6位 1位 3位 4位 4位 2位27% 41% 34% 31% 31% 36%

組織設計（AI CoEなど） 5位 1位 2位 2位 6位 4位14% 29% 21% 21% 12% 16%

データマネジメント 5位 6位4位 1位 3位1位21% 28% 28% 22% 14% 13%

3位 39% 1位 62% 2位 5位 6位 4位53% 45% 26% 24% 35%AI戦略策定・ビジネス構想

4位 31% 1位 3位 6位 1位 5位44% 35% 23% 44% 29%ユースケース企画

6位 4位3位 1位 5位2位17% 20% 24% 14% 11% 15%AIガバナンス（AI利用ポリシー・ガイドラインの策定・
モデル・エージェント監視など）

4. 6カ国比較

※ 「コンサルタントに相談しながら進めている」、「 ITベンダー・プラットフォーマーなどに相談や協業をして進めている」
     を選択した層に絞った設問



PwC

Topic.3
ユースケース

135
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AIエージェントの理解と導入状況について、「導入済み／導入を進めている」
の割合は米国・英国・中国で特に高く、日本は最も低い。

Q 「AIエージェント」について、あなたが働く会社の状況について最も当てはまるものをお答えください。

AIエージェントに対する理解と導入状況
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日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309

4. 6カ国比較

33%

59%

55%

48%

37%

36%

38%

31%

32%

33%

39%

45%

17%

9%

10%

16%

23%

15%

5%

1%

2%

2%

1%

2%

7%
0%

1%

1%
0%

2%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

AIエージェントについて理解しており、導入済み／導入を進めている AIエージェントについて理解しており、導入を検討中
AIエージェントについてある程度知っているが、現時点で導入の予定はない AIエージェントについて聞いたことがあるが、あまり理解していない
わからない



PwC

6カ国全てで、期待を大きく上回る層は、「AIエージェントについて理解しており、
導入済み／導入を進めている」割合が大幅に高い。特に、米国・英国・中国で
は8割前後に達し、日本を含む各国で期待未満層との明確な差が見られる。

AIエージェントの導入状況（期待値別）

AIエージェントについて
理解しており、

導入済み／導入を進めている

AIエージェントについて
理解しており、
導入を検討中

AIエージェントについて
ある程度知っているが、

現時点で導入の予定はない

AIエージェントについて
聞いたことがあるが、
あまり理解していない

わからない

Q 「AIエージェント」について、あなたが働く会社の状況について最も当てはまるものをお答えください。
※ 生成AIの活用の効果を「期待を大きく上回っている」と回答した層を期待を大きく上回るとして集計
※ 生成AIの活用の効果を「やや期待を下回る」「期待とはかけ離れた結果になった」と回答した層を期待未満として集計

80%

17%

1%

1%

0%

23%

32%

37%

5%

4%

77%

19%

2%

1%

0%

22%

49%

29%

0%

0%

83%

15%

1%

2%

0%

31%

41%

20%

6%

2%

72%

22%

1%

5%

0%

21%

43%

24%

6%

6%

69%

23%

9%

0%

0%

26%

49%

23%

2%

0%

67%

25%

8%

0%

0%

17%

51%

30%

2%

0%

日本 英国米国 中国 ドイツ 韓国
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4. 6カ国比較

期待を大きく上回る

日本: n=83 米国: n=253 英国: n=75   中国: n=130 ドイツ:n=52 韓国: n=35
期待未満

日本: n=177 米国: n=59   英国: n=57 中国: n=54 ドイツ:n=53 韓国: n=61
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フィジカルAIの理解と導入状況について、 「導入済み／導入を進めている」の
割合は米国・英国・中国で特に高く、日本は最も低い。

Q 「フィジカルAI」について、あなたが働く会社の状況について最も当てはまるものをお答えください。

フィジカルAIに対する理解と導入状況
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日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309

19%

53%

44%

42%

33%

22%

36%

34%

40%

37%

44%

43%

25%

11%

13%

17%

22%

29%

9%

2%

3%

3%

2%

3%

12%
0%

1%

1%
0%

2%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

フィジカルAIについて理解しており導入済み／導入を進めている フィジカルAIについて理解しており、導入を検討中

フィジカルAIについてある程度知っているが、現時点で導入の予定はない フィジカルAIについて聞いたことがあるが、あまり理解していない

わからない

4. 6カ国比較
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日本と米国ともに、フィジカルAI導入の障壁を「安全性・事故リスク」「生産ライ
ン・業務への影響リスク」とした層は40%超。フィジカルAI導入状況を踏まえる
と、米国ではリスクを認識・管理しつつ導入検討を進めていると考えられる。

Q 「フィジカルAI」の利用にあたって、障壁となっているポイントがあれば当てはまるものを全てお答えください。

フィジカルAI導入の障壁
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日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

安全性・事故リスク
（人的・設備への影響、フェイルセーフ設計の難しさ）

コスト／ROIの不透明さ
（初期投資・保守・運用費）

ハード性能・耐久性の限界
（LLMを最大限活かせない）

生産ライン・業務への影響リスク
（稼働停止・品質不良・SLA逸脱の懸念）

人材・運用体制の不足
（技術の成熟度不足、教育体制、運用上の人材不足）

組織・労使面の課題
（現場受容性、労働安全、協議・合意形成）

ユースケースの不明確さ
（適用領域・期待効果の定義ができていない）

その他

特に障壁はない

わからない

1位 43% 1位 62% 3位 37% 6位 27% 5位 28% 4位 32%

4位 6位 30% 3位 35% 1位 43% 5位 31% 2位 40%

4位 40% 4位 35% 1位 45% 4位 35% 2位 40%

5位 42% 2位 6位 40% 1位 52% 2位 47% 4位 43%

5位

33%

1位 38% 2位 33% 3位 31% 6位 22% 4位 25%

4位 12% 1位 19% 2位 17% 3位 15% 5位 10% 6位 9%

24%

43%

47%

2位

32% 29% 36% 6位 27% 4位 29%3位 4位 2位40%1位

2位 0% 2位

35%

2位 0% 2位 0% 2位 0% 1位 1%

3位 4% 2位 1位 11% 6位 0% 4位 3% 4位 3%

0%

5%

2% 0% 0% 2位 0% 2位 0%1位 2位 2位0%2位

日本: n=562 米国: n=301 英国: n=217 中国: n=222 ドイツ: n=202 韓国: n=225

4. 6カ国比較

※フィジカルAIについて「導入を検討中」「導入の予定はない」を選択した層に絞った設問



PwC

Topic.4
リスク・ガバナンス

140
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生成AIモデル選択で考慮すべきリスクについて、日本は「セキュリティ・コンプ
ライアンス」への考慮が67%で高い一方、「サービス継続性・地政学リスク」や
「開発国に依存する出力の文化・思想バイアス」への考慮は最も低い。

日本: n=894 米国: n=660 英国: n=404 中国: n=411 ドイツ: n=303 韓国: n=304

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

開発国に依存する出力の文化・思想バイアス 6位 16% 1位 43% 2位 38% 3位 26% 4位 24% 5位 22%

セキュリティ・コンプライアンス
（機密データの取り扱い、データ所在、個人情報等）

2位 67% 1位 62% 4位 62% 5位 59% 6位 56% 3位 63%71%

サービス継続性・地政学リスク
（開発国の制裁・規制による停止リスク等）

6位 71% 3位 68% 1位 71% 4位 64% 5位 58%39% 1位

リスクとして考慮すべきだと考えている観点はない 1位 3% 3位 4位 1% 1位 3% 4位 1% 6位 0%2%

わからない 5% 0% 0% 3位 1% 2位 2%1位 4位 4位0%4位

4位 43% 3位 6位 38% 1位 54% 2位 50% 5位 40%46%ベンダーロックイン回避
（代替の容易さ、オープンソース活用等）
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4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

Q 利用する生成AIモデルを選択するうえで、リスクとして考慮すべきだと考えている観点を
全てお答えください。

生成AIモデル選択時に考慮するリスク
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他国と比較すると日本では、リスクやインシデントなどに該当する行為・状態は
ないと回答した割合が高いが、把握していない／部署として確認していないと
回答した割合も高い。

生成AIの利用に起因して発生するリスク・インシデント

Q 生成AIの利用に起因して、あなたの部署で発生したリスクやインシデント／ヒヤリハットとして
当てはまるものを全てお答えください。

日本: n=814 米国: n=601 英国: n=366 中国: n=376 ドイツ: n=273 韓国: n=286

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

生成AIに許可されていない、または取り扱いに注意が
必要な情報（機密情報・社外秘等）を入力・出力した

不適切・有害になり得る表現（差別・誹謗中傷
・不快表現等）を含む出力を利用・共有した

生成AIの出力内容を十分に確認せず、
業務判断・業務作業・顧客説明に利用した

生成AIに許可されていない個人情報を
入力・出力・保存、または学習に利用した

誤回答・説明不足につながる生成結果を、
顧客向け対応や外部説明に利用した

Web、広告、IR、マニュアル等の社外公開物に、生成AI
による誤った内容・説明不足につながる内容を掲載した

著作権・知財・ライセンスの確認が不十分なまま、
文章・画像・コード等の生成物を利用した

該当する行為・状態はない

把握していない／部署として確認していない

5位 28% 1位 62% 2位 41% 6位 26% 3位 33% 4位 29%

6位 16% 2位 39% 3位 36% 1位 47% 5位 29% 4位 30%

6位 51% 3位 43% 2位 46% 3位 43% 5位 40%

6位 33% 5位 3位 46% 1位 49% 1位 49% 3位 46%

6位 14% 1位 41% 2位 40% 4位 36% 5位 26% 3位 37%

6位 10% 1位 27% 1位 27% 3位 24% 4位 21% 5位 11%

28%

50%

45%

1位

26% 44% 44% 1位 48% 5位 39%6位 3位 3位48%1位

1位 18% 5位 62% 2位 7% 5位 4% 2位 7% 4位 5%

1位 10% 3位 3位 1% 3位 1% 3位 1% 2位 4%

4%

1%
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4. 6カ国比較
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未承認の生成AI利用（シャドーAI）の実態について、日本は「未承認利用はほ
とんど発生していない」と回答した割合は他国と同水準である一方、「わからな
い（把握できていない）」と回答した割合は最も高い。

日本： n=932 米国： n=670 英国： n=412 中国： n=412 ドイツ： n=309 韓国： n=309

33%

33%

42%

26%

31%

32%

31%

32%

26%

45%

37%

37%

12%

26%

23%

24%

23%

21%

4%

7%

6%

4%

5%

6%

19%

1%

3%

1%

4%

4%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

未承認利用はほとんど発生していない（または極めて少ない） 一部の従業員で未承認利用が散発的に発生している 一部の従業員で未承認利用が定常的に発生している

広範の従業員で未承認利用が定常的に発生している わからない（把握できていない）

4. 6カ国比較

Q あなたの部署における、会社として未承認の生成AI利用（いわゆる「シャドーAI」）の実態について
お伺いします。未承認の生成AI利用について、最も当てはまるものをお答えください。

未承認の生成AI利用（シャドーAI）の実態
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16%

57%

52%

44%

42%

22%

57%

41%

44%

50%

54%

63%

15%

1%

3%

5%

4%

12%

12%
0%

0%

1%

1%

3%

日本

米国

英国

中国

ドイツ

韓国

十分に機能している ある程度機能している 十分に機能していない わからない

日本は他国と比較すると生成AI活用のリスク対策が「十分に機能している」と
回答した割合が低く、「十分に機能していない」「わからない」と回答した割合が
高い。

現状の生成AI活用のリスク対策状況

Q 現状の生成AIの活用リスク対策として最も当てはまるものをお答えください。 日本: n=932 米国: n=670 英国: n=412 中国: n=412 ドイツ: n=309 韓国: n=309
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4. 6カ国比較
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生成AIモデルの利用形態について、日本は他国と比較して「クローズド商用モ
デルをAPIで利用」や「オープンウェイトモデルをファインチューニングして利
用」の割合が最も低く、「わからない」の割合が14%で最も高い。

日本: n=894 米国: n=660 英国: n=404 中国: n=411 ドイツ: n=303 韓国: n=304

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

自社独自の生成AIモデルをゼロから開発・運用 5位 10% 1位 33% 2位 28% 3位 24% 4位 16% 6位 13%

クローズド商用モデルをAPIで利用 6位 49% 1位 62% 2位 65% 4位 62% 5位 57% 3位 63%75%

オープンウェイトモデルを
ファインチューニングして利用（ホスト環境は問わず）

6位 46% 3位 39% 1位 46% 3位 39% 5位 25%22% 1位

わからない 14% 0% 1% 3位 1% 2位 2%1位 5位 3位0%5位

5位 52% 2位 4位 66% 1位 79% 3位 68% 6位 61%70%クローズド商用モデルをクラウドのマネージド基盤で利用
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4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問

Q あなたが働く会社で利用されている／検討している生成AIモデルの利用形態について、
当てはまるものを全てお答えください。

生成AIモデルの利用形態
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3位

「信頼できるAI」を実現するための取り組みとして、日本は「データ管理の強
化」「公平性・バイアスの評価／是正」「モデル評価・検証の実施」「説明可能
性・透明性の確保」等の対策が遅れている。

信頼できるAI実現のための取り組み

Q 生成AIの活用リスク対策を含め、「信頼できるAI」を実現するために実施していることとして
当てはまるものを全てお答えください。

日本 中国 ドイツ 韓国英国米国

AIガバナンス体制の整備
（責任者・審査会・RACIの明確化）

データ管理の強化
（データ品質、データ由来の管理、学習データの統制）

未承認の生成AI利用（いわゆる「シャドーAI」）に
関するルール・罰則の策定・周知

AI利用ポリシー／ガイドラインの策定・周知
（利用範囲、禁止事項、承認フロー等）

公平性・バイアスの評価／是正
（偏りの検知、評価指標、改善プロセス）

モデル評価・検証の実施
（精度、頑健性、再現性、テストケース整備）

リスクアセスメントの実施
（用途別のリスク分類、影響評価）

説明可能性・透明性の確保
（利用者への説明、根拠提示、モデル／データの記録）

特に実施していない

人による監督（Human-in-the-loop）
（重要判断の人手確認、承認・レビュー）

わからない

3位 41% 3位 32% 6位

6位 31% 3位 42% 1位

5位 1位 53% 6位

3位 52% 2位 46% 4位

6位 20% 1位 31% 1位

6位 20% 2位 35% 3位

41%

34% 39%5位 3位 6位

6位 17% 2位 30%

1位 47% 5位

3位 16% 1位 28% 2位

4%

6% 28%1位 4位

16%

47%

47%

34%

31%

32%

37%

34%

29%

26%

20%

1位 56%

2位 46%

1位

1位 53%

3位 33%

2位 31%

53%

39%4位

1位 37%

5位

4位 14%

0%

0%3位

2位 52%

4位 41%

6位

4位 51%

2位 34%

2位 31%

40%

49%1位

2位 36%

1位 20%

1%

0%

5位 29%

1位 53%

3位

4位 51%

1位 37%

1位 40%

47%

44%2位

24%

2位

2位 19%

1%

0%3位

4位 30%

5位 33%

1位

6位 49%

5位 22%

5位 24%

53%

40%3位

5位 19%

5位

5位 12%

0%

0%3位

6位 24%

3位 42%

4位

1位 53%

4位 31%

4位 28%

42%

33%6位

4位 21%

2位

6位 9%

1%

1%2位

146

日本: n=814 米国: n=601 英国: n=366 中国: n=376 ドイツ: n=273 韓国: n=286

2位

3位

4. 6カ国比較

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
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回答者プロフィール
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回答者属性｜業界
5. 回答者プロフィール

2025年
春

2026年
春

日本
n=945

日本
n=932

米国
n=670

英国
n=412

中国
n=412

ドイツ
n=309

韓国
n=309

合計
n=3,044

サービス／接客業 2% 2% 1% 1% 1% 4% 4% 2%
不動産 3% 3% 2% 1% 6% 1% 1% 3%

テクノロジー 9% 9% 37% 37% 13% 19% 11% 21%
ヘルスケア／病院／医薬／
ライフサイエンス／医療機器

4% 4% 4% 4% 2% 4% 2% 4%

運輸／物流 4% 4% 2% 1% 4% 4% 4% 3%
化学 5% 5% 1% 0% 2% 2% 3% 3%

銀行／証券／保険／
その他金融サービス

16% 15% 14% 15% 6% 13% 7% 13%

建設／エンジニアリング 9% 7% 10% 8% 17% 14% 11% 10%
公益事業（電力・ガス・水道）／

エネルギー（石油など）
4% 3% 3% 2% 9% 3% 6% 4%

自動車 6% 6% 1% 1% 2% 6% 7% 4%
重工業／産業機械／家電 12% 11% 3% 2% 9% 4% 7% 7%

商社 5% 6% 1% 0% 2% 1% 2% 3%
小売 4% 4% 7% 5% 6% 11% 5% 6%

消費財／飲料／食品 4% 4% 1% 1% 3% 1% 4% 3%
通信 7% 7% 0% 1% 1% 1% 6% 3%
その他 8% 9% 12% 19% 16% 13% 19% 13%
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回答者属性｜部門

2025年
春

2026年
春

日本
n=945

日本
n=932

米国
n=670

英国
n=412

中国
n=412

ドイツ
n=309

韓国
n=309

合計
n=3,044

IT部門／デジタル推進 20% 20% 51% 52% 26% 31% 22% 33%

法務／リスク管理／監査 3% 3% 2% 2% 2% 2% 4% 2%

マーケティング／広報／商品企画 3% 4% 1% 2% 6% 1% 6% 3%

営業／販売 14% 15% 5% 3% 3% 6% 5% 8%

経営企画／管理 21% 18% 9% 10% 24% 13% 18% 15%

経理／財務 4% 4% 13% 13% 8% 11% 6% 9%

研究開発 10% 10% 1% 2% 5% 5% 10% 6%

顧客サービス／サポート 2% 1% 1% 2% 2% 4% 7% 2%

資材／購買 1% 2% 2% 0% 7% 3% 5% 3%

人事／教育 9% 11% 9% 6% 4% 13% 6% 9%

製造／物流 5% 4% 4% 4% 10% 5% 12% 6%

総務 5% 6% 1% 2% 4% 7% 2% 4%

その他 2% 2% 1% 1% 0% 0% 0% 1%

5. 回答者プロフィール
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回答者属性｜売上高

2025年
春

2026年
春

日本
n=945

日本
n=932

米国
n=670

英国
n=412

中国
n=412

ドイツ
n=309

韓国
n=309

合計
n=3,044

1兆円以上 37% 35% 4% 7% 4% 4% 12% 15%

5,000億円以上1兆円未満 14% 15% 7% 8% 12% 6% 8% 10%

2,500億円以上5,000億円未満 13% 14% 19% 11% 13% 14% 10% 14%

1,000億円以上2,500億円未満 17% 17% 29% 30% 23% 30% 19% 24%

750億円以上1,000億円未満 10% 10% 24% 21% 27% 28% 21% 20%

500億円以上750億円未満 8% 10% 17% 23% 20% 17% 30% 17%
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回答者属性｜職種

2025年
春

2026年
春

日本
n=945

日本
n=932

米国
n=670

英国
n=412

中国
n=412

ドイツ
n=309

韓国
n=309

合計
n=3,044

IT関連業務（SE／データサイエンティスト等） 13% 13% 7% 10% 11% 6% 9% 10%
コンサルタント（人事／戦略／会計／IT） 8% 8% 22% 21% 9% 12% 7% 13%
弁護士／会計士／税理士／専門職

（金融／人事等） 3% 3% 3% 5% 5% 2% 3% 3%

営業職 10% 10% 2% 1% 3% 5% 2% 5%
営業推進／営業企画 7% 7% 1% 1% 5% 4% 4% 4%
財務／会計／経理 5% 4% 10% 10% 6% 12% 6% 7%
経営／経営企画 24% 23% 30% 27% 16% 26% 24% 25%

建築／土木系技術職種／不動産 3% 3% 4% 2% 3% 7% 1% 3%
研究開発／技術職／研究職

（大学／研究機関等） 11% 10% 3% 8% 10% 5% 15% 8%

顧客サービス／サポート 2% 2% 1% 1% 2% 3% 6% 2%
事務／アシスタント／受付／秘書 3% 3% 5% 3% 8% 6% 8% 5%

製造／生産管理／品質管理 5% 5% 5% 4% 16% 7% 12% 7%
配送／倉庫管理／物流 1% 2% 2% 1% 4% 3% 2% 2%

販売／サービス職 1% 2% 2% 2% 2% 1% 1% 2%
医療／介護／福祉 1% 1% 1% 1% 1% 1% 0% 1%
教育・学習支援 0% 0% 1% 1% 0% 1% 0% 1%

その他 3% 4% 1% 1% 0% 1% 0% 1%
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回答者属性｜役職

2025年
春

2026年
春

日本
n=945

日本
n=932

米国
n=670

英国
n=412

中国
n=412

ドイツ
n=309

韓国
n=309

合計
n=3,044

経営者 2% 2% 14% 10% 6% 7% 5% 7%

役員 9% 10% 9% 7% 18% 32% 14% 13%

本部長／事業部長 11% 12% 46% 40% 22% 27% 9% 26%

部長クラス 37% 34% 24% 28% 37% 17% 38% 30%

課長クラス 41% 41% 7% 15% 17% 16% 34% 24%
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回答者属性｜従業員数

2025年
春

2026年
春

日本
n=945

日本
n=932

米国
n=670

英国
n=412

中国
n=412

ドイツ
n=309

韓国
n=309

合計
n=3,044

300人以下 2% 3% 18% 23% 19% 19% 17% 14%

301~1,000人 10% 11% 31% 40% 41% 46% 25% 28%

1,001~5,000人 35% 35% 38% 27% 22% 22% 33% 31%

5,001~10,000人 16% 16% 9% 6% 14% 7% 12% 12%

10,001人以上 37% 35% 4% 5% 4% 6% 14% 15%
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日本詳細
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Topic.1
認知
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生成AIによるチャンスへの認識は前回調査から傾向は変わらないが、「業界構
造の根本変革」が29%（前回調査から+8pt）に増加した。

Q 生成AIの活用はどのようなチャンスに繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

業界構造を根本から変革するチャンス

他社（者）より相対的に優位に立つチャンス

自社ビジネスの効率化・高度化に資するチャンス

自身や周囲の困りごとを解決するチャンス

その他

チャンスとは思わない

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

21%

19%

48%

9%

0%

3%

29%

18%

47%

5%

0%

2%

6. 日本詳細
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春



PwC

生成AIの脅威は「ビジネスの存在意義が失われる脅威」が20%（前回調査か
ら+7pt）に増加した一方、 「コンプライアンス・企業文化・風習などにおける脅
威」が32%（同、-5pt）に減少した。
Q 生成AIの活用はどのような脅威に繋がると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

ビジネスの存在意義が失われる脅威

他社（者）より相対的に劣勢に晒される脅威

コンプライアンス・企業文化・風習などにおける脅威

自身や周囲の業務が必要無くなる脅威

わからない

脅威とは思わない

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

13%

23%

37%

8%

1%

4%

14%

20%

24%

32%

7%

1%

3%

14%
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その他

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細
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59%

36%

44%

37%

31%

37%

37%

43%

44%

34%

41%

31%

37%

27%

37%

27%

39%

28%

36%

36%

34%

35%

33%

30%

35%

33%

35%

36%

35%

35%

11%

19%

23%

21%

25%

23%

22%

18%

18%

25%

19%

26%

20%

29%

19%

2%

6%

5%

5%

6%

5%

5%

4%

7%

5%

6%

7%

5%

7%

7%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

2%

2%

1%

1%

1%

2%

2%

テクノロジー

サービス／接客業

通信

運輸／物流

小売

重工業／産業機械／家電

公益事業／エネルギー

自動車

銀行／証券／保険／その他金融サービス

化学

ヘルスケア／病院／医薬／医療機器

消費財／飲料／食品

建設／エンジニアリング

不動産

商社

強いポジティブな影響 弱いポジティブな影響 影響なし 弱いネガティブな影響 強いネガティブな影響

生成AIの実用化・普及による各業界への影響は「テクノロジー」 「通信」 「金
融」「自動車」「ヘルスケア」業界でより強いポジティブな影響と認識されている。

Q 生成AIの実用化・普及により、各業界の市場規模や収益性は将来的にどのように影響すると考えますか。
業界ごとに最も当てはまるものをお答えください。
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

n=932
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46%
37%

34%
27%

25%
23%

22%
22%

21%
20%

19%
19%

18%
16%
16%

14%
7%

0%

AI関連の法規制・ガイドラインの強化（EUのAI法など）

働き方・業務プロセスの変化

AI開発に伴う地政学リスクの変化（特定国への依存リスクや輸出規制など）

AI関連の各国の国家戦略・政策の加速

デジタル／AIインフラの重要性増大（データ基盤・クラウド環境等の設備強化）

産業構造の変化（バリューチェーンの再編、新規プレーヤーの台頭など）

デスキリング（既存スキルの価値低下）

AIに対する文化・価値観への影響（適応／摩擦）

AIに対する倫理・社会的受容性（説明責任・バイアス・差別など）の問題

労働需給のミスマッチ拡大（ホワイトカラー業務の代替、ブルーカラー業務の需要増と人材不足）

AIによる情報の信頼性低下・フェイク情報の増加等（情報汚染）

AIインフラ需要増に伴うクラウド・GPUなどの計算資源・電力の制約

技術進化の加速（AIエージェント、LLMモデルバージョンアップ、フィジカルAI）

AI導入によるサプライチェーンへの影響（AIによる業務変革に対応したサプライチェーンの再構築など）

AIインフラ需要増に伴う環境負荷・環境問題への影響

生成AI関連の投資過熱（投資バブル）

特に影響を受けていない

その他

Q 生成AIの実用化・普及により、直近1～2年で貴社の経営判断・業務運営・人材・投資等に実質的な影響を与えた事業を取り巻く環境の変化として、
当てはまるものを全てお答えください。

n=932
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

生成AIの実用化・普及による事業を取り巻く環境の変化への認識は「AI関連
の法規制・ガイドラインの強化（EUのAI法など） 」が46%で最多。「働き方・業
務プロセスの変化」が次いで37%。

6. 日本詳細
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Q 生成AIの実用化・普及に伴い、あなたが働く会社の属する業界・事業領域で起きている変化として当てはまるものを全てお答えください。

48%

35%

34%

30%

28%

25%

19%

19%

10%

0%

ビジネスモデル・収益構造の再発明（売り切りからサブスクへの移行、他業種との統合による新たな

収益源創出など）

生成AI活用による顧客の内製化範囲の拡大（開発の内製化、情報収集の高度化など）

バリューチェーン・役割構造の変化（プロセスの再編や各企業の役割構造の変化）

価値の源泉の変化（有形資産中心から無形資産・体験価値・ブランドなどへのシフト）

AIによる業務代替に伴う雇用構造の変化（人材の再配置・削減、役割の再定義など）

エコシステム・連携の変化（共創パートナーシップ、業界横断コンソーシアム等の重要性拡大）

参入障壁・競争環境の変化（新規・異業種の参入、特定企業による寡占化、差別化軸の変化）

従来のセクターの枠を超えた市場の再定義（「モビリティ」「ヘルスケア」などニーズを軸にした再定

義）

特に変化は感じていない

その他

n=932
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

生成AIの実用化・普及に伴い、各業界・事業領域で起きている変化への認識
は「ビジネスモデル・収益構造の再発明」が48%で最多。一方で「特に変化は
感じていない」が10%。

6. 日本詳細
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Topic.2
活用状況
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生成AI活用の推進度合いとして、「社外向けのサービス提供」が27%（前回調
査から+5pt）、 「社内業務での生成AI活用」が44%（同、+11pt）に増加した。

Q 社内向けまたは社外向けの生成AI活用の検討の度合いとして、最も当てはまるものをお答えください。
あなたが働く会社における、生成AI活用の推進度合いについてお伺いします。

社外向けの生成AI活用サービスを提供している

社外向けには提供していないが、社内業務等で生成AIを活用している

生成AI活用に向けた具体的な案件を推進中

検討中

まだ検討していない

わからない

22%

33%

20%

15%

5%

0%

4%

27%

44%

16%

9%

3%

0%

1%
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検討したが断念した

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

※ 社内向け：社内業務の効率化など
※ 社外向け：既存サービスへの生成AIや、生成AIを活用した新たなサービスなど

6. 日本詳細
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利用する生成AIモデルは、「OpenAI GPT」が59%と最多。一方で、「Google
Gemini」や「Anthropic Claude」など、多様なモデルの導入も進んでいる。

Q あなたが働く会社で利用されている／検討している生成AIモデルとして当てはまるものを全てお答えください。

59%

45%

20%

12%

12%

9%

7%

7%

5%

3%

3%

OpenAI GPT-5、o 系（GPT-5.2 / 5.1 / 5.0 / o3 / o3-pro / o4-miniなど）

Google Gemini 3 系（Gemini 3 Pro / Gemini 3 Flash など）

Anthropic Claude 4 系（Opus 4.5 / Sonnet 4.5 / Opus 4 / Sonnet 4など）

Google Genie 3（ワールドモデル）

わからない

Meta Llama 4 系（Scout / Maverick）

DeepSeek V3.2 / V3.1 / R1

NVIDIA Cosmos（ワールドモデル）

Alibaba Qwen3

DeepMind Gato / SIMA（ワールドモデル）

その他

n=894
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
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利用している／検討している生成AIモデルの利用形態については、クローズド
商用モデルを「APIで利用」（49%）「クラウドのマネージド基盤で利用」（52%）
が半数程度、「自社でのゼロからのモデル開発」は10%。
Q あなたが働く会社で利用されている／検討している生成AIモデルの利用形態について、当てはまるものを全てお答えください。

49%

52%

22%

10%

0%

14%

クローズド商用モデルをAPIで利用

クローズド商用モデルをクラウドのマネージド基盤で利用

オープンウェイトモデルをファインチューニングして利用（ホスト環境は問わず）

自社独自の生成AIモデルをゼロから開発・運用

その他

わからない

n=894
164

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
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利用されている／検討している生成AIアプリケーションの開発形態としては
「SaaS／業務アプリの機能として主に利用」が58%、「クラウドのマネージドAI
サービスを利用して自社アプリ開発」が46%。
Q あなたが働く会社で利用されている／検討している生成AIモデルの開発形態について、当てはまるものを全てお答えください。

58%

46%

16%

11%

0%

14%

SaaS／業務アプリの機能として主に利用

クラウドのマネージドAIサービス（PaaS）を利用して自社アプリを開発

提供SDKで自社アプリを開発

モデル提供元のAPIを直接呼び出すフルスクラッチ開発（自社バックエンドで実装）

その他

わからない

n=894
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※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
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Q 生成AIが学習・参照しているデータについて、当てはまるものを全てお答えください。

0%

15%

20%

17%

20%

29%

44%

45%

72%

45%

生成AIが学習・参照しているデータは前年から傾向は変わらないが、「社内業
務データ」が76%（+4ｐt） 、「公開データ」が51%（+6pt）と増加。

市場・業界データ
（例：業界レポート、市場調査データ、競合分析資料などの非定型テキスト）

音声データ
（例：コールセンター録音、音声指示、ナレーションなど）

合成データ
（例：シミュレーションによる数値データ、合成画像や音声データ）

2025年 春：n=858
2026年 春：n=894

0%

16%

20%

20%

20%

27%

43%

46%

76%

51%
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研究・学術データ
（例：学術論文、専門書、研究成果などの非定型テキスト）

動画データ
（例：製品使用動画、研修映像、監視カメラ映像など）

ログ・トラッキングデータ
（例：ウェブアクセスログ、アプリケーションログ、センサーデータなどの時系列データ）

その他

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

技術関連データ
（例：特許データ、技術文書、設計図などの非定型テキストや画像データ）

公開データ
（例：ニュース記事、ブログ、SNS投稿などの非定型テキスト）

社内業務データ
（例：売上データ、在庫データ、会計データ等の定型データ）

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問



PwC

利用する生成AIモデルを選択するうえで、リスクとして考慮すべきだと考えてい
る観点としては「セキュリティ・コンプライアンス」が67%で最多。

Q 利用する生成AIモデルを選択するうえで、リスクとして考慮すべきだと考えている観点を全てお答えください。

67%

43%

39%

16%

0%

3%

5%

セキュリティ・コンプライアンス（機密データの取り扱い、データ所在、個人情報等）

ベンダーロックイン回避（代替の容易さ、オープンソース活用等）

サービス継続性・地政学リスク（開発国の制裁・規制による停止リスク等）

開発国に依存する出力の文化・思想バイアス

その他

リスクとして考慮すべきだと考えている観点はない

わからない

n=894
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※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
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33%

38%

17%

5%

7%

AIエージェントについて、「導入済み／導入を進めている」（33%）と「導入を検
討中」（38%）の合計が71%（前回調査から+3pt）に微増。

Q 「AIエージェント」について、あなたが働く会社の状況について最も当てはまるものをお答えください。

AIエージェントについて理解しており、導入済み／導入を進めている

AIエージェントについて理解しており、導入を検討中

AIエージェントについてある程度知っているが、現時点で導入の予定はない

AIエージェントについて聞いたことがあるが、あまり理解していない

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

31%

37%

18%

8%

6%

168

わからない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

71%

6. 日本詳細



PwC

AIエージェントは前回調査同様、「タスク計画の自律的作成」「タスク実行」
「複数AIの連携・統括」ととらえられている傾向。

Q 「AIエージェント」をどのようにとらえていますか。当てはまるものを全てお答えください。

タスクの計画を自律的に作成（タスクの優先順位付けやスケジュール管理を含む）

タスクを実行（人間の指示に従うだけでなく、自律的に行動する）

複数のAIを連携・統括（AI間の調整やオーケストレーションを行う）

タスクの実行結果を評価・分析（タスクの成果や影響を判断し、改善点を見出す）

わからない

その他

2025年 春：n=889
2026年 春：n=868

50%

42%

40%

34%

22%

6%

0%

57%

47%

45%

33%

21%

4%

0%
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人間と自然な対話を行い、意思決定を支援（コミュニケーションを通じて価値を
提供する）

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス
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AIエージェントは前回調査同様、広い業務領域での活用が期待され、特に
「カスタマーサービス」 「営業・マーケティング」での期待が高い。

Q AIエージェントのとらえ方に関する回答を踏まえて、どのような分野・用途でを活用できると思われますか。当てはまるものを全てお答えください。

カスタマーサービス: 問い合わせ対応やチャットボット、顧客満足度向上など

営業・マーケティング: 顧客分析やリード管理、キャンペーン最適化など

製造・生産管理: 生産ライン最適化や品質管理、メンテナンス自動化など

人事・労務管理: 採用効率化や従業員データ分析、リソース最適化など

サプライチェーン・物流: 需要予測や在庫管理、配送計画の最適化など

わからない

2025年 春：n=889
2026年 春：n=868

51%

49%

41%

37%

35%

35%

29%

27%

27%

4%

0%
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経営支援・意思決定: データ分析やレポート作成、戦略立案支援など

財務・経理: 経費管理や請求書処理、予算編成効率化など

法務・コンプライアンス: 契約書レビューや規制遵守支援、リスク管理など

研究開発: 製品開発効率化や技術・市場トレンド発見など

その他

51%

49%

42%

37%

35%

34%

30%

28%

26%

2%

0%

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス
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「フィジカルAI」の活用領域については、「工場・物流ロボット」「自動運転・モビ
リティ」「インフラ・設備点検ロボット」などとしてとらえられている傾向。

Q 「フィジカルAI」の活用領域をどのようにとらえていますか。当てはまると思うものを全てお答えください。

43%
42%

35%
32%

23%
23%

18%
18%
18%

16%
15%
15%
15%

14%
11%

0%

工場・物流ロボット（組立・溶接・検査／搬送・ピッキング／ラストマイル配送）

自動運転・モビリティ（自動運転・ADAS／屋内外モビリティ／ドローン）

インフラ・設備点検ロボット（橋梁・トンネル・送電線・ビル設備など）

建設・土木ロボット（自律重機・施工ロボット）

農業ロボット（収穫・除草・施肥・圃場管理）

医療・介護・ヘルスケアロボット（手術支援／院内搬送／介護支援）

AIデバイス（AI眼鏡／リング／時計)
公共安全・災害対応ロボット（警備／巡回／捜索救助）

バーチャルアシスタント（バーチャル店員、バーチャル司書）

スマートビル／施設自律制御（空調・エレベータ・監視など）

家庭・サービスロボット（掃除・片付け・調理補助）

小売・飲食バックヤード自動化（調理・補充・清掃）

わからない

リハビリ・外骨格・義手義足（Exoskeleton含む）

愛玩・コンパニオンロボット（ペット型／ソーシャルロボット）

その他

n=932
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「フィジカルAI」について、「導入済み／導入を進めている」（19%）と「導入を検
討中」（36%）の合計が55%に達した。

Q 「フィジカルAI」について、あなたが働く会社の状況について最も当てはまるものをお答えください。

19%

36%

25%

9%

12%

フィジカルAIについて理解しており導入済み／導入を進めている

フィジカルAIについて理解しており、導入を検討中

フィジカルAIについてある程度知っているが、現時点で導入の予定は

ない

フィジカルAIについて聞いたことがあるが、あまり理解していない

わからない

n=932
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55%
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フィジカルAIの利用にあたっては、「安全性・事故リスク」「生産ライン・業務へ
の影響リスク」「ハード性能・耐久性の限界」などが障壁としてとらえられている
傾向。
Q フィジカルAIの利用にあたって、障壁となっているポイントがあれば当てはまるものを全てお答えください。

43%

42%

35%

33%

32%

24%

12%

4%

2%

安全性・事故リスク（人的・設備への影響、フェイルセーフ設計の難しさ）

生産ライン・業務への影響リスク（稼働停止・品質不良・SLA逸脱の懸念）

ハード性能・耐久性の限界（LLMを最大限活かせない）

コスト／ROIの不透明さ（初期投資・保守・運用費）

ユースケースの不明確さ（適用領域・期待効果の定義ができていない）

人材・運用体制の不足（技術の成熟度不足、教育体制、運用上の人材不足）

組織・労使面の課題（現場受容性、労働安全、協議・合意形成）

特に障壁はない

わからない

n=562
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生成AIの業務プロセスへの導入状況は、前回調査から傾向は変わらないもの
の、「業務プロセスに組み込まれている」が30%（前回調査から+9pt）、「任意
に利用できる」が36%（同、+6pt）に増加。
Q あなたの部署の業務プロセスにおいて、生成AIはどのように利用されていますか、もしくは利用される予定ですか。

最も当てはまるものを１つお答えください。

業務担当者の判断で任意に利用できる状態

業務プロセスの一部として正式に組み込まれている
（例：契約書作成時に必ずAIでチェックするなど）

試験的に導入・検証中

わからない

2025年 春：n=858
2026年 春：n=894

30%

21%

28%

9%

2%

36%

30%

20%

7%

6%
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導入していない
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業務プロセスへの正式な生成AIの組み込みを行う上では「業務プロセスや
データの整理」「成果の評価測定の難しさ」「推進に必要なリソース不足」など
が障壁としてとらえられている傾向。
Q 業務プロセスへの正式な生成AIの組み込みを行う上での障壁としてもっとも当てはまるものを全てお答えください。

39%

36%

32%

27%

20%

20%

19%

15%

14%

10%

9%

業務プロセスやデータの整理・標準化が不十分である

成果の測定や評価が難しい（KPI・ROI・品質の可視化ができない）

推進に必要なリソースが不足している（人員・時間・予算）

スキル・教育が不足している（活用方法、業務設計、運用ノウハウ）

現場の受容性や定着に課題がある（使いこなせない／抵抗感がある）

セキュリティ・データ管理上の制約が大きい

目的や期待効果が明確でない（活用方針・ユースケース・優先順位が定まっていない）

既存システムや業務ツールとの連携が難しい

ガバナンスやリスク対応の進め方が不明確である

特にない、わからない

外部環境（法規制、業界ルール、顧客要件）への対応が難しい

n=625
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生成AIのユースケースは、前回調査から傾向は変わらず、主に報告書や議事
録作成、文章の添削や校正、メールの文章執筆などのナレッジワーク領域で
の利用が上位を占める。
Q 現在検討されている（あるいは既に実現できている）生成AIのユースケースとして、当てはまるものを全てお答えください。

報告書や議事録などの要約

報告書やメールなどの文章執筆

社内外資料の生成

その他

55%

52%

51%

53%

37%

36%

22%

26%

21%
0%

18%

14%

0%

11%

1%

57%

55%

51%

47%

42%

41%

26%

21%

19%

16%

13%

13%

12%

12%

0%

チャットボットやコールセンター等のカスタマーサービスの自動化、省力化

文章の添削や校正

データ収集や調査・リサーチ

ブレインストーミングや企画・戦略等のアイディア出し

イメージに沿ったイラストのデザインや画像の生成

プログラムコードの生成

イメージに沿った動画の生成

生成AIを組み込んだ新たなサービスの提供

自律的な意思決定

音楽や音声の生成

自律的対話型タスク実行

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス
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※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 2026年春の調査では、「自律的対話型タスク実行」「自律的な意思決定」の選択項目を追加

2025年 春：n=858
2026年 春：n=894
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生成AIを活用している部署は、前回調査から傾向は変わらないが「特定の部
署に限定せずに全社的に生成AIを活用する」が43% （前回調査から+6pt）と
増加した。
Q 生成AIサービス、モデルを活用している（活用する予定の）部署について、当てはまるものを全てお答えください。

特定の部署に限定せず、全社的に活用する

経営企画など戦略・企画系

人事

2025年 春：n=858
2026年 春：n=894

37%

26%

31%

29%

20%

20%

17%

14%

12%

12%

2%

1%

43%

28%

27%

26%

23%

22%

16%

15%

12%

9%

2%

0%
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法務

営業・マーケティング

情報システム

経理・財務

研究開発

製造

その他

わからない

カスタマーセンターなど顧客問い合わせ窓口
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導入部署において生成AIを活用する従業員の割合は、「全従業員」が13%
（前回調査から+4pt）、「大部分の従業員」が34%（同、+9pt）と増加し、6割以
上の従業員が活用する層が約半数に達した。
Q 生成AIサービス、モデルを活用している（する予定の）部署のうち、どの程度の割合の従業員が生成AIを活用している、もしくは活用する予定ですか。

最も当てはまるものをお答えください。

全従業員（100%）

半数の従業員 （50%程度）

わからない

2025年 春：n=838
2026年 春：n=873

9%

25%

25%

27%

12%

3%

13%

34%

25%

21%

5%

2%
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大部分の従業員（60～80%程度）

一部の従業員（20～40%程度）

少数の従業員 （10%未満）
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生成AIに関する予算規模は、前回調査から大きな傾向は変わらず、56%が数
千万円以上の予算規模を確保。

Q 本検討に関する予算規模について、最も当てはまるものをお答えください。

数十億円以上

数千万～数億円程度

非公開／わからない

2025年 春：n=858
2026年 春：n=894

11%

17%

24%

21%

4%

22%

11%

17%

28%

18%

4%

22%

179

数億～数十億円程度

数百万～数千万円程度

～百万円程度

56%
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※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問



PwC

生成AI活用に関するランニングコストの平均的な年額が1,000万円以上の層
が約57%を占める。

Q 生成AIに関わるランニングコスト（例：SaaSライセンス費、API利用料、GPU／クラウド利用料、運用保守費、外部委託費など）について、
平均的な年額として最も当てはまるものをお答えください。

12%

8%

16%

21%

12%

5%

6%

0%

20%

10億円以上／年

5億円～10億円程度／年

1億円～5億円程度／年

1,000万～1億円程度／年

500万～1,000万円程度／年

～500万円程度／年

非公開

その他

わからない

n=894
180

57%

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 初期開発費・導入費（PoC開発費など）は除外



PwC

生成AIの導入期間（企画～本格稼働）は前回調査から大きな傾向は変わらず、
12カ月未満での導入期間が51%（前回調査から-4pt）と過半数を占める。

Q あなたが働く会社において、生成AI活用の企画から本格稼働まで概ね要する期間として最も当てはまるものをお答えください。

2025年 春：n=858
2026年 春：n=894
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

2%

12%

37%

23%

11%

14%

3カ月未満

6カ月～12カ月

3%

17%

35%

21%

10%

13%

3～6カ月

12カ月～24カ月

24カ月以上

わからない

51%

49%

6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問



PwC

生成AIによる業務の置き換わりについて「部分的に置き換わる（20~40%）」が
37%と最多。「完全に置き換わる（100%）」は5%にとどまる。

Q 生成AIによって、企業全体の業務はどの程度AIに置き換わると思いますか。最も当てはまるものをお答えください。

5%

20%

27%

37%

2%

9%

完全に置き換わる（100％）

大部分が置き換わる（60～80％程度）

半分置き換わる（50％程度）

部分的に置き換わる（20～40％程度）

置き換わらない（0％）

わからない

n=932
182

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細
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生成AIによって置き換えが発生すると考えられる部門は、「経理・財務」の回答
が46%と最多。「製造」（10%）、「研究開発」 （11%）の回答は1割程度にとどまる。

Q 特にどの部門において置き換わりが発生すると思いますか。当てはまるもの上位3つをお答えください。

n=831
183

31%

46%

30%

25%

29%

33%

10%

11%

17%

0%

2%

経営企画など戦略・企画系

経理・財務

人事

法務

営業・マーケティング

情報システム

製造

研究開発

カスタマーセンターなど顧客問い合わせ窓口

その他

わからない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIによって企業の業務が「 置き換わる（20～100％）と思う 」と選択した層に絞った設問



PwC

生成AIによって業務が置き換わるまでの期間については、66%が1年以上かか
ると想定。

Q 業務が置き換わるまでに、どの程度の期間が掛かると考えていますか、最も当てはまるものをお答えください。

2%

7%

19%

36%

20%

10%

5%

3カ月未満

3～6カ月未満

6カ月～1年未満

1年～3年未満

3年~5年未満

5年以上

わからない

n=831
184

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

66%

6. 日本詳細

※ 生成AIによって企業の業務が「置き換わる（20～100％）と思う 」と選択した層に絞った設問



PwC

生成AIにより業務を置き換える際に懸念している点は、「導入・運用コストに見
合う効果が得られるか不安」が41%、「AIの判断ミスが起きた場合のチェック体
制や責任の所在が明確でない」が40%で上位。
Q AIによって業務を完全に置き換えることを考えたときに、懸念している点として当てはまるものを全てお答えください。

41%
40%

33%
31%

28%
21%

20%
17%

16%
14%

9%
0%

導入・運用コストに見合う効果（費用対効果・投資対効果）が得られるか不安である

AIの判断ミスが起きた場合のチェック体制や責任の所在が明確でない

どの業務プロセスを、どこまでの範囲でAIに置き換えるべきかが明確になっていない

現場メンバーの理解や納得が得られておらず、AIに対する不安や不信感が残っている

法律・業界規制・社内規程などへの適合性（リーガル・コンプライアンス）に不安がある

個人情報・機密情報の取り扱いに関するルールやガイドラインが不十分である

AIの精度・品質が、業務を任せられるレベルに達していない

AIに任せるための業務データ（収集・統合・連携など）が十分に整備されていない

アクセス権限管理や外部サービス利用時のルールなど、セキュリティ対策に不安がある

導入後の運用体制（監視・改善・問い合わせ対応など）が十分に設計・準備できていない

特に懸念していることはない

その他

n=890
185

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細
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生成AIによる代替後の社内業務の変化については、前回調査から回答傾向
は変わらず、過半数が「社員はより上流かつ創造的な業務または新規事業に
シフト」する変化を見込む。
Q 代替後、社員業務はどのように変化しましたか、もしくは変化を想定していますか。当てはまるものを全てお答えください。

2025年 春：n=874
2026年 春：n=831

57%

47%

31%

33%

1%

55%

36%

35%

27%

0%

186

社員はより上流かつ創造的な業務
または新規事業にシフト

人手不足が解消

社員の仕事は奪われ人員削減

社員は生成AI活用により
新たに生まれた仕事にシフト

その他

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細

※ 生成AIによって企業の業務が「 「置き換わる（20～100％）と思う」 」を選択した層に絞った設問
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24%

16%

27%

25%

24%

17%

22%

21%

22%

19%

19%

21%

20%

19%

41%

43%

38%

37%

39%

44%

39%

38%

39%

38%

37%

37%

36%

35%

20%

23%

19%

20%

19%

20%

19%

21%

18%

20%

19%

17%

17%

18%

4%

4%

4%

3%

3%

4%

3%

3%

4%

4%

5%

3%

4%

4%

12%

13%

13%

14%

14%

15%

17%

17%

18%

20%

21%

22%

23%

24%

生成AIのガバナンス、セキュリティ、倫理・法的リスクへの意識が高まった

経営戦略・中計に生成AIの方針・重点領域を明記されるようになった

生成AI関連スキル・活動を高く評価する意識が強まった

生成AI関連のプロジェクト・ツール・人材への投資額が増加した

生成AIを前提とした新規事業・新サービス・業務改善のアイデア検討が活発化した

生成AIの投資・人員配置・サービス導入の意思決定頻度が増えた

営業活動における資料作成・顧客分析で生成AIの導入がされた

社内外データ整備・統合やデータ基盤強化を、生成AI活用前提の設計に移行した

生成AIの社会・環境への影響を踏まえた業務設計を志向する意識が強まった

研究開発・実証実験プロセスを生成AI活用前提の設計に移行した

顧客対応業務に対して、生成AIチャットボット等の導入がされた

決算説明会やIR・対外資料で、生成AI活用や方針への言及を求められる場面が増えた

生成AIの精度向上を前提に、データ品質の要求水準を引き上げられた

自社ブランドのポジションとメッセージ見直しの重要性が高まった

1年以内 1～2年以内 2～5年以内 5年以上前 変化は起きていない

生成AIの実用化・普及に伴う企業内部構造の変化は多岐にわたる。全体的な
傾向として過去に変化が起きたと回答した割合は70%~80%を占める。

187
n=932

87%
88%

85%

82%

80%

79%

77%

76%

変化したと
回答した割合

87%

86%

86%

83%

83%

78%

6. 日本詳細

Q 生成AIの実用化・普及に伴い、起きている企業の内部構造の変化として、変化が起きたタイミングをお答えください。

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス



PwC

Topic.3
成果・還元状況

188



PwC

導入済み／検討中の生成AI活用の期待効果は、前回調査から回答傾向は変
わらず、「労働時間やコストの削減」と「生産性向上による売上増加」が上位。

Q 導入後に狙っている具体的な効果として当てはまるものを全てお答えください。

労働時間の削減

販管費や人件費などのコスト削減

2025年 春：n=858
2026年 春：n=894

56%

52%

45%

36%

33%

33%

32%

27%

20%

20%

16%

19%

3%

49%

49%

45%

39%

34%

33%

28%

25%

22%

22%

21%

19%

5%

189

生産性の向上による売上増加

営業力強化による売上増加

新たな技術の導入による新規ビジネスの創出

コミュニケーションの円滑化

顧客サービスの品質向上

データ分析・活用

商品・サービスの差別化

経営環境情報の把握

グローバル化への対応

人材市場などにおける企業としての魅力向上

わからない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
※ 選択肢「その他」は構成比が小さいため表示を省略
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生成AI活用の導入効果として期待されている程度は、全体的に顕著な変化は
見られず、ほぼ横ばいである。

Q 生成AI活用の効果として、期待されている程度として最も当てはまるものをお答えください。

190

2025年 春

2026年 春

労働時間の削減

4% 1%

13%

26%
27%

11%

16%

4% 3%

21%

28%

22%

11%
11%

コスト削減

4% 1%

17%

29%24%

10%

15%

4% 5%

20%

32%

20%

9%
10%

売上増加

3% 4%

14%

21%
27%

14%

18%

4% 4%

13%

25%28%

14%

13%

10％台

20％台

50％以上

40％台

30％台

10％未満

具体的な効果の程度は
想定していない

n=568

n=589n=406n=438

n=390n=481

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AI活用の導入後に狙う効果について
「労働時間の削減」「コスト削減」「売上増加」を選択した層に絞った設問



PwC

生成AI活用の効果は、 「期待以上」の層が64%（前回調査から+3%）と効果を
上げることに成功する一方、「期待を下回る」層は20%（同、-3%）となり、二極
化の状況は前回調査から大きな変化は見られない。
Q 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果として最も当てはまるものをお答えください。

期待を大きく上回っている

期待通りの効果があった

まだ効果を評価できていない

2025年 春：n=712
2026年 春：n=814

10%

51%

23%

2%

14%

10%

54%

20%

2%

14%

191

やや期待を下回る

期待とはかけ離れた結果になった

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

64%

6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
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16%

15%

15%

14%

14%

14%

13%

13%

12%

12%

12%

12%

11%

11%

50%

50%

50%

48%

48%

55%

47%

53%

50%

47%

49%

43%

49%

44%

18%

22%

17%

23%

20%

16%

23%

19%

23%

24%

19%

22%

20%

21%

2%

4%

4%

3%

3%

1%

3%

3%

3%

3%

3%

4%

3%

4%

14%

9%

14%

12%

15%

14%

14%

12%

12%

13%

17%

20%

16%

20%

生成AIを活用することで社内外データ整備・統合やデータ基盤強化が効率化された

生成AIの精度向上により、データ品質が向上した

生成AIによる資料作成・顧客分析で、営業活動の効率と精度が向上した

生成AIの方針・重点領域が明確化し、中長期的な収益機会が拡大した

生成AIを活用することで研究開発・実証実験プロセスが効率化された

生成AIが登場してから自社ブランドのポジションとメッセージ見直しが実際になされた

生成AI活用方針を対外的に発信することで、ステークホルダーとのリレーションが強化された

生成AIチャットボット等の導入により、顧客対応の自動化・高度化が進んだ

生成AIに関する投資・人員配置・サービス導入の意思決定のスピードと質が向上した

生成AIを前提とした新規事業・新サービス・業務改善が付加価値向上につながった

生成AI関連事業を推進する環境・人材が整い、高いROIが見込まれるようになった

生成AI関連スキル・活動に対する評価・待遇水準が向上した

社内のガバナンス体制が整い、生成AI関連のインシデントが起きづらくなった

業務全般が生成AIの社会・環境への影響を踏まえた設計に変わった

期待を大きく上回っている 期待通りの効果があった やや期待を下回る 期待とはかけ離れた結果になった まだ効果を評価できていない

生成AIの実用化・普及に伴い起きた企業の内部構造の変化によって得られた
効果は「生成AIを活用することで社内外データ整備・統合やデータ基盤強化
が効率化された」が16%で最多。
Q 生成AIの実用化・普及に伴い起きた企業の内部構造の変化によって得られた効果として最も当てはまるものをお答えください。

192
n=813

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細
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34%

27%

24%

21%

21%

19%

19%

18%

18%

17%

16%

16%

16%

16%

35%

54%

55%

56%

62%

43%

58%

49%

52%

52%

46%

57%

42%

54%

19%

11%

12%

15%

9%

15%

11%

13%

16%

14%

19%

14%

18%

13%

2%

2%

2%

1%

0%

2%

1%

3%

1%

1%

3%

1%

0%

3%

11%

6%

8%

8%

7%

20%

12%

18%

13%

16%

16%

12%

24%

14%

動画コンテンツ制作のハードルを下げ、情報発信力・訴求力を強化もしくは制作コストの低減を実現

コンテンツ制作の効率化により、表現の多様化と制作コストの低減を実現

データに基づく判断支援により、意思決定の精度向上およびリードタイム短縮に貢献

文書作成工数の削減および作成スピードの向上により、担当者の生産性を向上

定型・半定型業務の自動化により、業務処理の迅速化と人的負荷の軽減を実現

資料作成の標準化・迅速化により、工数削減を実現

対応コスト削減と24時間対応の実現により、顧客満足度と業務効率を同時に向上

情報把握に要する時間を短縮し、意思決定や次アクションへの移行を迅速化

デザイン制作の内製化・迅速化により、デザイン制作コスト削減や企画検討のスピード向上

調査・分析にかかる時間を短縮し、より付加価値の高い分析業務へリソースを集中

品質の平準化とレビュー負荷の軽減により、修正回数の削減と品質向上を実現

発想の幅を拡張し、検討初期フェーズの効率化および企画品質の向上に寄与

開発・保守工数の削減および開発スピード向上により、必要工数の低減を実現

付加価値の高いサービス創出により、競争優位性の確立および新たな収益機会を創出

期待を大きく上回っている 期待通りの効果があった やや期待を下回る 期待とはかけ離れた結果になった まだ効果を評価できていない

生成AIのユースケースから得られている効果は、多くのケースで「期待を大きく
上回っている」と「期待通りの効果があった」の合計が過半数を占める。中でも
「動画コンテンツ生成」の「期待を大きく上回っている」は34%と最多。
Q 現在検討されている（あるいは既に実現できている）生成AIのユースケースとして得られている効果について最も当てはまるもの選択してください。

n=459

193

n=489

n=513

n=377

n=420

n=365

n=228

n=103

n=113

n=173

n=140

n=104

n=191

n=117

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問



PwC

生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果の還元先は「従業員の雇用時
間への還元」が50%で最多。一方で「特に検討していない」が14%。

Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果をどのように企業成長や社内還元に繋げましたか。
当てはまるものを全てお答えください。

50%

44%

29%

22%

14%

11%

6%

0%

従業員の雇用時間への還元（成果ベースでの時短勤務奨励等）

新規事業への登用等、新たな投資に回す

従業員への利益還元（給与増加、ボーナス等）

顧客への価格還元

特に検討していない

社会貢献活動への寄付

検討したものの、還元に繋げられなかった

その他

n=814
194

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問



PwC

生成AI活用の取り組みで生まれた効果を還元に繋げられなかった理由は、
「AI導入による効果が小さい」「効果の測定が難しい」「効果自体を認識してい
ない」が上位。
Q 生成AI活用により生まれた効果を、企業成長や社内還元に繋げられていない理由として、当てはまるものを全てお答えください。

35%
27%

26%
13%

9%
8%

6%
4%

4%
4%

20%
1%

AI導入による効果自体が小さいため還元が難しい

AI導入による効果の測定が難しく、還元してよいか判断ができていない

生成AIの効果自体を明確に認識していない

成果の帰属が不明瞭（どの部門・どの対象への貢献か）

還元における公平性・分配ルールの設計が難しい

検討するリソースがない

法務・コンプライアンス上の懸念がある

労使協議・制度設計にかかるコストが大きい

AI導入による効果は出ているが、品質管理工程など他工程に

しわ寄せが大きくなり、全体として効果が小さく還元が難しい

財務上の懸念がある（コスト増など）

わからない

その他

n=158
195

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 前問について前問で「特に検討していない」「検討したものの、還元に繋げられなかった」を選択した層に絞った設問



PwC

30%

15%

8%

22%

5%

4%

3%

3%

3%

2%
4%

2%

0%

16%

14%

19%

7%

10%

10%

7%

4%

4%

3%

2%
3%

2%

10%

15%

11%

6%

12%

8%

9%

7%

6%

6%

3%

4%

4%
1位 2位 3位

期待以上の効果を上げられた主な要因は、今年から新たに追加した選択肢で
ある 「業務プロセスの整備・可視化」が56%で最多。その他の要因の傾向は前
回調査と同様。
Q 生成AI活用効果が期待以上の成果を出した理由として、最も当てはまるものの上位3つをお答えください。
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当てはまるものはない

業務プロセスが整備・可視化されていた

AIがリアルタイムデータへアクセスできるように
システム連携・データパイプライン整備を強化した

開発／利用する環境が整備されており、利活用におけるフローも整っていた

社員のAIリテラシーや技術的スキルが十分であった、
もしくは社員教育が活発に行われていた

生成AIが理解しやすい形式でデータ・ナレッジが十分に整備されていた、
もしくは整備を十分に行った

業務を棚卸しし、効果の大きい生成AIユースケースを設定できた

組織内の生成AIプロジェクト推進体制が明確で積極的に推進していた

生成AIの利用に関する内部ガバナンスが整備され法規制が遵守されていた

生成AIプロジェクトが経営層の戦略的な優先順位やビジョンと一致していた

実際の業務成果に基づく指標で継続的な効果測定・モデル改善を実施した

当初設定された目標や期待が現実的だった

新技術の採用や変革に対しての社内受容度が高かった

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

56%

6. 日本詳細

※ 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果について
「期待を大きく上回っている」、「期待通りの効果があった」を選択した層に絞った設問 n= 520



PwC

期待以上の効果を上げられなかった主な原因として、 「生成AIにインプットす
るデータが不十分または質が低い」と回答した層は、最多の53%（前回調査か
ら+3pt）。
Q 生成AI活用効果が期待を下回る成果を出した理由として、最も当てはまるものの上位3つをお答えください。

29%

8%

7%

12%

11%

12%

6%

7%

2%
5%

1%

0%

15%

23%

10%

15%

8%

7%

7%

2%
4%

5%

3%

2%

9%

10%

20%

9%

10%

9%

6%

6%

8%

3%

7%

3%
1位 2位 3位
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生成AIにインプットするデータが
不十分または質が低く、アウトプット品質に影響を与えた

組織内の生成AIプロジェクト支援体制が不十分で、
必要なリソースや専門知識の欠如が進捗に影響を与えた

効果の大きい生成AIユースケースを設定できなかった

当初設定された目標や期待が現実的でなかった、
または時間経過とともに変化したために、プロジェクトの成果が期待値から逸脱した

開発／利用する環境が整備されておらず
技術的インフラも最適でなかったために、開発や利用に制限が生じた

データ・ナレッジの量・質は十分だが、
生成AIが理解しやすい形式で整備されていない

社員のAIリテラシーや技術的スキルが不足しており、
効果的な導入や活用が阻害された

生成AIの利用に関する内部ガバナンスや法規制の遵守が
不十分で、リスク管理やコンプライアンスに課題があった

新技術の採用や変革に対する抵抗感が強く、
社内文化がイノベーションの障壁となった

生成AIプロジェクトが経営層の戦略的な優先順位やビジョンと一致していなかったために、
必要な支持や資源が得られなかった

実際の業務成果とは紐づかない指標で効果測定・モデル改善を実施した、
もしくは評価設計がなされていなかった

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

当てはまるものはない

53%

6. 日本詳細

※ 当初の期待に対する現時点での生成AI活用の効果について
「やや期待を下回る」、「期待とはかけ離れた結果になった」を選択した層に絞った設問 n=177



PwC

生成AIの活用指標の傾向は前回調査と変わらないが、全体的に測定している
割合が微減し、「測定していない」も8%（前回調査から+3%）に微増。

Q 社内における生成AIの活用指標として測定している、もしくはこれから測定しようとしているものについて、当てはまるものを全てお答えください。

2025年 春：n=712
2026年 春：n=814

55%

49%

38%

37%

35%

31%

22%

23%

5%

49%

46%

37%

33%

32%

29%

24%

21%

8%
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社員の生成AI習熟度

顧客満足度

測定していない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

企業イメージ、ブランド力

社員生産性

工数・コスト

.売上・収益

社員の生成AIサービス利用率（活用度）

社員エンゲージメント

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問
※ 選択肢「その他」は構成比が小さいため表示を省略



PwC

生成AIの効果が発現するまでの想定期間は、「6カ月～1年未満」（31%）、「1
年～3年未満」 （33%）が上位。

Q 生成AIに関わる施策を実施してから、効果が発現するまでの想定期間として最も当てはまるものをお答えください。

2%

8%

31%

33%

12%

5%

8%

3カ月未満

3～6カ月未満

6カ月～1年未満

1年～3年未満

3年～5年未満

5年以上

わからない

n=814
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問



PwC

20%

54%

16%

10%

ほとんどの施策で、当初想定していた効果がすでに現れ始めている

一部の施策では、当初想定していた効果が現れ始めている

ほとんどの施策で、当初から効果が現れるまで時間がかかると

想定しており、現時点ではまだ効果はほとんど現れていない

わからない

生成AI活用の各種施策について、「一部の施策では、当初想定していた効果
が現れ始めている」と回答した層が54%で最多。

Q 生成AI活用の各種施策について、当初想定していた効果が現れ始めているかどうか、最も近いものをお答えください。

n=814
200

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問



PwC

Topic.4
ガバナンス

201



PwC

生成AIの活用リスクは「個人情報の入力」が33%で最多。次いで「機密情報の
入力」「出力内容の十分な確認のない業務への利用」がそれぞれ28%で上位。

Q 生成AIの利用に起因して、あなたの部署で発生したリスクやインシデント／ヒヤリハットとして当てはまるものを全てお答えください。
※個人利用・社内利用・社外提供（顧客向け機能）いずれも含みます。

33%

28%

28%

26%

16%

14%

10%

10%

18%

0%

生成AIに許可されていない個人情報を入力・出力・保存、または学習に利用した

生成AIに許可されていない、または取り扱いに注意が必要な情報（機密情報・社外秘等）を入力・出力した

生成AIの出力内容を十分に確認せず、業務判断・業務作業・顧客説明に利用した

著作権・知財・ライセンスの確認が不十分なまま、文章・画像・コード等の生成物を利用した

不適切・有害になり得る表現（差別・誹謗中傷・不快表現等）を含む出力を利用・共有した

誤回答・説明不足につながる生成結果を、顧客向け対応や外部説明に利用した

Web、広告、IR、マニュアル等の社外公開物に、生成AIによる誤った内容・説明不足につながる内容を掲載した

把握していない／部署として確認していない

該当する行為・状態はない

その他

n=814
202

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した層に絞った設問



PwC

未承認の生成AI利用は「ほとんど発生していない」割合が３３％の一方、未承
認の生成AI利用が発生している割合が47%となった。

Q あなたの部署における、会社として未承認の生成AI利用（いわゆる「シャドーAI」）の実態についてお伺いします。未承認の生成AI利用について、
最も当てはまるものをお答えください。※未承認利用とは、社内ポリシー・許可・契約上の利用範囲に含まれない生成AI（例：個人アカウントの生成AI、
未承認の外部ツール等）を業務目的で利用することを指します。

33%

31%

12%

4%

19%

未承認利用はほとんど発生していない

（または極めて少ない）

一部の従業員で未承認利用が散発的に発生している

一部の従業員で未承認利用が定常的に発生している

広範の従業員で未承認利用が定常的に発生している

わからない（把握できていない）

n=932
203

47%

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細



PwC

生成AIの活用リスクに対する対策傾向は変わらず、何らかの対策を実施して
いる層は全体の大半を占める。

Q 生成AIの活用リスクに対して、どのような対策を講じていますか。当てはまるものを全てお答えください。

ファクトチェック

プロンプトインジェクションや脱獄の監視、抑制

実施していない 2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

38%

32%

29%

28%

22%

18%

19%

13%

12%

16%

13%

12%

12%

1%

14%

39%

29%

27%

26%

25%

16%

15%

14%

13%

13%

13%

11%

10%

1%

16%

204

ホワイトリスト、ブラックリスト等のコンテンツフィルタの利用

プロンプトの自由入力をさせないなどの防御的UXの実施

コンテンツの有害性（バイアス、差別等）や文法エラーの検出

専門チーム（いわゆるレッドチーム）による出力チェック／疑似攻撃の実施

プロンプトリークさせても問題ないプロンプト入力の制御

事前・定期的にリスクを特定・評価するリスクアセスメントの実施

外部専門機関によるリスク評価・監査

定量的な指標を用いたリスクモニタリング

出力へのユーザーフィードバック導入

生成AIの出力監視・ロギングによるリスク評価

シナリオベースのリスク影響評価

その他

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細



PwC

生成AI活用に関する現状のリスク対策の機能状況は、前回調査から回答傾
向は変わらず、「十分に機能」が16%（前回調査から+2pt）、「ある程度機能」が
57%（同、-2pt）と、全体の70%以上が機能していると回答。
Q 現状の生成AIの活用リスク対策として最も当てはまるものをお答えください。

十分に機能している

ある程度機能している

わからない

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

14%

59%

17%

10%

16%

57%

15%

12%
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十分に機能していない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2026年 春2025年 春

73%

6. 日本詳細



PwC

現在のリスク対策が機能している要因は、前回調査から回答傾向は変わらず、
「リスク知見の蓄積」「実効性のあるガイドライン整備」「技術リスク対応手法の
確立」が上位。
Q 現在の生成AIの活用リスク対策が機能している要因として当てはまるものを全てお答えください。

現状の生成AIの活用リスク対策について「十分に機能している」「ある程度機能している」を選択した方にお伺いします。

リスクに関する知見・ノウハウが社内に蓄積されている

具体的で実効性のあるガバナンスガイドラインが整備されている

2025年 春：n=945
2026年 春：n=672

41%

35%

29%

19%

22%

11%

10%

10%

50%

43%

35%

31%

27%

14%

4%

3%

※2025年春は、「 現在のガバナンス態勢やリスク対策が機能している要因として最も当てはまるものをお答えください。」の回答より算出
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社内のステークホルダー間で合意形成が進んでおり、スムーズに運用できている

特にない

技術的なリスク（データバイアス、モデル透明性）に対応できる技術や手法が確立されている

十分なリソースが確保されている

外部環境（法整備や業界標準）の変化に迅速に対応できる体制が整っている

わからない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細



PwC

58%

38%

35%

26%

16%

13%

5%

3%

1%

現在のリスク対策が機能していない要因についての回答傾向は変わらず、 「リ
スク知見の不足」が58%（前回調査から+17pt）、「実効性のあるガイドラインの
未整備」が38%（同、+7pt）、 「リソース不足」が35%（同、 +5pt）に増加。
Q 現在の生成AIの活用リスク対策が機能していない要因として当てはまるものを全てお答えください。

現状の生成AIの活用リスク対策について「十分に機能していない」を選択した方にお伺いします。

リスクに関する知識やノウハウが不足している

ガバナンス方針やガイドラインが未整備もしくは整備されていても具体性を欠いている

特にない

2025年 春：n=945
2026年 春：n=144

41%

31%

30%

28%

18%

13%

8%

10%

0%
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リソースが不足している（人員や予算の不足）

社内のステークホルダー間の調整が進んでいない

技術的なリスク（データバイアス、モデル透明性など）への対応が困難である

外部環境（法規制や業界標準）の変化についていけていない

わからない

その他

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

※2025年春は、「 現在のガバナンス態勢やリスク対策が機能していない要因として最も当てはまるものをお答えください。」の回答より算出

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細
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「信頼できるAI」を実現するために実施していることは、「AI利用ポリシー／ガイ
ドラインの策定・周知」が52%で過半数に達する。次いで「AIガバナンス体制
の整備」「未承認の生成AI利用に関するルール整備」がともに41%で上位。
Q 生成AIの活用リスク対策を含め、「信頼できるAI」を実現するために実施していることとして当てはまるものを全てお答えください。

生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」を選択した方にお伺いします。

52%

41%

41%

34%

31%

20%

20%

17%

16%

6%

4%

AI利用ポリシー／ガイドラインの策定・周知（利用範囲、禁止事項、承認フロー等）

AIガバナンス体制の整備（責任者・審査会・RACIの明確化）

未承認の生成AI利用（いわゆる「シャドーAI」）に関するルール・罰則の策定・周知

リスクアセスメントの実施（用途別のリスク分類、影響評価）

データ管理の強化（データ品質、データ由来の管理、学習データの統制）

公平性・バイアスの評価／是正（偏りの検知、評価指標、改善プロセス）

モデル評価・検証の実施（精度、頑健性、再現性、テストケース整備）

説明可能性・透明性の確保（利用者への説明、根拠提示、モデル／データの記録）

人による監督（Human-in-the-loop）（重要判断の人手確認、承認・レビュー）

わからない

特に実施していない

n=814
208

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細
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AI時代におけるガバナンスの必要性については、リスクや事故防止を懸念し
て実施（守りのガバナンス）が52％と過半数となった一方で、加速基盤や挑戦
領域を広げるための実施（攻めのガバナンス）が12%にとどまる。
Q AI時代におけるガバナンスの必要性をどのように考えていますか。最も当てはまるものをお答えください。

15%

37%

27%

9%

3%

9%

リスクが大きいため、本格的な活用の前にまずは厳格なガバナンスを整備すべき

活用は進めるが、事故防止のため活用領域においては、

ガバナンスを常に先行して整備すべき

活用とガバナンスは同時に進め、リスクに応じて段階的に強化すべき

ガバナンスは“活用を加速する基盤”（標準化・再利用・迅速な意思決定）として必要

ガバナンスがあることで挑戦領域を広げられる（攻めの投資として最重要）

わからない

n=932
209

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

12%

52%

6. 日本詳細
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生成AI活用リスクに関する1線組織と2線組織の連携について、前回調査から
回答傾向は変わらず、全体の7割以上が連携していると回答した一方、「十分
に連携・機能していない」は13%（前回調査から-1pt）。
Q 1線組織と2線組織の連携状況をどのように評価しますか。最も当てはまるものをお答えください。

概ね円滑に連携できている

課題があるが、一定の連携はできている

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

20%

56%

14%

10%

23%

53%

13%

11%

210

連携に大きな課題があり、十分に機能していない

わからない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

76%

6. 日本詳細
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生成AI活用リスクに関する1線組織と2線組織の連携が機能している要因とし
て、前回調査から回答傾向は変わらず、 「ルールやプロセス整備」 「目的・ビ
ジョンの共有」 「円滑な情報共有・コミュニケーション」が上位。
Q 1線組織と2線組織の連携が機能していると評価している要因として当てはまるものを全てお答えください。

1線組織と2線組織の連携状況について「概ね円滑に連携できている」「課題があるが、一定の連携はできている」と回答した方にお伺いします。

ルールやプロセスが整備され、適切に運用されている

共通の目的やビジョンが明確で、両部門で共有されている

2025年 春：n=945
2026年 春：n=714

43%

31%

34%

22%

24%

14%

18%

12%

10%

8%

6%

59%

41%

41%

28%

24%

17%

17%

16%

11%

2%

1%
211

定期的な会議や情報共有の仕組みがあり、円滑にコミュニケーションが取れている

2線組織がリスク管理だけでなく、ビジネスの成長や活用促進も考慮している

活用のスピードを維持しつつ、ガバナンス要件を柔軟に調整できる仕組みがある

1線組織がガバナンスの必要性を理解し、ルールやリスク評価に積極的に対応している

1線組織と2線組織の役割や責任範囲が明確である

トップマネジメントが活用とガバナンスのバランスを重視し、両部門の連携を支援している

リスク評価や監視を適切に行うためのIT基盤やデータ管理体制が整っている

特にない

わからない

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細
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生成AI活用リスクに関する1線組織と2線組織の連携が機能していない要因と
して、 「ルールやプロセスの未整備」 が47%（前回調査から+15pt）、「目的・優
先事項の不一致」が37%（同、+7pt）に増加し、より顕著な上位要因となった。
Q 1線組織と2線組織の連携が十分に機能していないと評価している要因として当てはまるものを全てお答えください。

1線組織と2線組織の連携状況について「連携に大きな課題があり、十分に機能していない」と回答した方にお伺いします。

2025年 春：n=945
2026年 春：n=120

32%

30%

21%

21%

17%

11%

11%

11%

11%

12%

9%

47%

37%

23%

16%

16%

16%

15%

14%

12%

5%

4%

212

トップマネジメントが両部門の連携に対して十分な支援を行っていない

ガバナンスの要件が厳しすぎて、活用のスピードが阻害されている

2線組織がビジネスの成長や活用促進を考慮せず、厳格なガバナンスを定めている

ルールやプロセスが不明確で、適切に運用されていない

1線組織と2線組織の役割や責任範囲が曖昧で、調整が難しくなっている

1線組織が独自に判断して進めることが多く、2線組織の関与が限定的になっている

特にない

わからない

定期的な会議や情報共有の仕組みがなく、十分なコミュニケーションが取れていない

1線組織と2線組織の目的や優先事項が一致していない

リスク評価や監視を適切に行うためのIT基盤やデータ管理体制が整備されていない

※2025年春の調査では、対象となる回答者の絞り込みなし

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細
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PwC

42%

19%

24%

6%

5%

4%

8%

22%

19%

23%

18%

8%

2%

8%

27%

13%

17%

18%

13%

0%

4%

1位

2位

3位

生成AIを取り扱う個人に必要なスキルは前回調査から回答傾向は変わらず、
「AI技術全般に関する理解」が他のスキルと比較して1位の回答が突出してい
る。1位から3位の総数では「業務課題・顧客ニーズの分析スキル」が最多。
Q 生成AIの活用が進む中、生成AIを取り扱う人材像としてどのようなスキルが必要になると思いますか。

最も当てはまるもの上位3つをお答えください。

49%

16%

19%

6%

7%

3%

8%

23%

18%

19%

20%

7%

5%

9%

25%

10%

20%

17%

11%

0%

8%

214

社内外のステークホルダーとの調整、交渉のためのコミュニケーションスキル

ユースケースを実現するために必要なAI活用を具体化するためのスキル
（ビジネストランスレーション）

他社事例や技術特性等から、自社におけるユースケースを企画するスキル
（クリエイティブスキル）

その他

当てはまるものはない

58%

68%

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

AI技術全般に関する理解

AIを構築するためのスキル
（プログラミングスキル、エンジニアリングスキル）

業務課題や顧客ニーズを分析・把握するためのスキル
（リサーチスキル、ビジネスアナリティクススキル）

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932



PwC

CAIO（Chief AI Officer）の配置状況は、「配置されている」もしくは「同等の責
任者が配置されている」が合わせて59%を占める。

Q あなたが所属する企業にはCAIO（Chief AI Officer）が配置されていますか。最も当てはまるものをお答えください。

22%

37%

27%

14%

配置されている

CAIOという名称ではないが、

同等の役割を持つ責任者が配置されている

1年以内に配置される予定

3年以内に配置される予定

n=602
215

59%

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

※ CAIOの配置状況を「検討はされているが具体的な予定はない」、「予定はない」、「わからない」と回答した人を除いて集計

6. 日本詳細
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CAIOが所管する領域（予定も含む）としては、「全社AI戦略の策定と推進」が
46％で最多。「既存ビジネスの高度化」 「新規ビジネス創出」 「バックオフィス
の効率化」が上位。
Q CAIOもしくは同等の役割を持つ責任者が管轄している領域、もしくは管轄を予定している領域はどれですか。当てはまるものを全てお答えください。

46%

45%

40%

40%

32%

31%

23%

21%

13%

1%

全社AI戦略の策定と推進

AIによる既存ビジネス高度化

AIによる新規ビジネス創出

AIによるバックオフィス業務効率化

AIのリスク管理

AIによるフロントオフィス業務効率化

AIの技術研究・開発

AI人材の採用・育成

エグゼクティブへのAI教育・啓発

わからない

n=602
216

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ CAIOもしくは同等の役割を持つ責任者が「配置されている」、およびCAIOが「1年以内に配置される予定 」
     「3年以内に配置される予定 」と回答した層に絞った質問
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CAIOもしくは同等の役割を持つ責任者に期待する役割としては「業務効率
化」が45％で最多。次いで「新規ビジネス創出」が37％。

Q CAIOもしくは同等の役割を持つ責任者に期待する役割として最も当てはまるものをお答えください。

45%

37%

17%

2%

業務効率化を重視

新規ビジネス創出を重視

AIの将来ビジョンを重視

わからない

n=602
217

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ CAIOもしくは同等の役割を持つ責任者が「配置されている」、およびCAIOが「1年以内に配置される予定 」
     「3年以内に配置される予定 」と回答した層に絞った質問
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生成AI内製化に向けた人材獲得・育成の進め方については「社内人材育成」
が49％、「中途採用」が48％で上位。

Q 社内での生成AI内製化に向けた人材獲得・育成をどのように進めていますか。当てはまるものを全てお答えください。

49%

48%

31%

28%

10%

9%

社内人材育成（リスキリング）（研修・資格・ハンズオン等）

中途採用（データサイエンティスト、MLエンジニア、PM等）

新卒採用強化

外部ベンダー／SIer活用（開発・運用の委託）

まだ決めていない／検討中

わからない

n=932
218

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細
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生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成果について、「社内人材のみで継続
的に開発・運用できる体制がある」と回答した層が約半数を占める。

Q 社内での生成AI活用に向けた人材獲得・育成はどの程度成果を得られていますか。最も当てはまるものをお答えください。

17%

30%

20%

15%

6%

12%

生成AIを活用した開発プロジェクトの大部分を、

社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制が整っている

一部の開発プロジェクトについては、

社内人材のみで継続的に開発・運用できる体制がある

開発・運用を担える人材は限られているが、

大部分の社員が生成AIに関する基礎的なリテラシーを有している

生成AIの開発・運用を担える人材も少なく、

社員全体としての生成AIリテラシーも十分ではない

生成AIに関する人材獲得・育成の取り組みは、ほとんど実施していない

わからない

n=932
219

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

47%

6. 日本詳細
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生成AI活用に向けた人材獲得・育成が成功している要因については、「評価
設計・昇進への反映」「やりがい・ミッションの明確化」がともに46％で上位。

Q 社内での生成AI活用に向けた人材獲得・育成が成功している要因として考えられるものを全てお答えください。
生成AI活用に向けた人材獲得・育成に一定の成果が得られていると回答した方にお伺いします。

n=625
220

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

46%

46%

36%

34%

28%

23%

23%

21%

21%

13%

評価設計・昇進への反映（目標設定、評価項目、キャリアパス）

やりがい・ミッションの明確化（社会／顧客価値、現場課題解決の実感）

経営・部門長のコミット（優先順位付け、メッセージ、予算）

インセンティブ設計（報奨、手当、表彰、資格補助など）

実務に直結する学習設計（演習より“案件適用、OJT、伴走）

推進体制（CoE／推進役）の整備（役割分担、標準化、支援窓口）

時間の確保（学習時間・実験時間を業務として確保）

学習コミュニティ／ナレッジ共有（勉強会、事例共有、メンター制度）

ツール・環境の整備（安全な生成AI環境、データ／開発基盤）

外部パートナーの伴走活用（教育設計、実装支援、育成の仕組み化）

6. 日本詳細
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23%

27%

25%

17%

11%

12%

7%

9%

8%

47%

43%

44%

45%

45%

42%

45%

39%

31%

25%

25%

25%

30%

33%

33%

32%

35%

38%

5%

5%

5%

6%

9%

12%

13%

15%

19%

1%

1%

1%

1%

2%

1%

3%

3%

4%

ドキュメンテーションスキル（資料作成）

情報収集・調査／整理（情報・データ収集／要約／整理）

データ分析スキル（指標設計／分析／解釈／統計の基礎）

コーディングスキル（実装／デバッグ／テスト）

創造性・企画力（新規アイデア／コンセプト設計）

論理的思考・構造化（仮説思考／MECE 等）

課題設定力（何を解くべきか定義する力）

意思決定・判断（トレードオフ設計／優先順位付け）

対人コミュニケーション・交渉（合意形成／巻き込み）

代替される どちらかというと代替される どちらともいえない どちらかというと代替されない 代替されない

AIに代替されうるスキルとしては、 「ドキュメンテーションスキル」 「情報収集・
調査／整理」 「データ分析スキル」が上位として挙がる一方、「対人コミュニ
ケーション・交渉」は39%にとどまる。
Q 生成AI活用を企業が推進していく中で、企業にとって人材に求めるスキルがAIによって代替されうるか、5段階評価で当てはまるものをお答えください。

221

70%

69%

70%

62%

56%

54%

52%

48%

39%

「代替される」、
「どちらかというと代替される」

と回答した割合

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

n=932

6. 日本詳細
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11%

32%

43%

6%

9%

社長直轄（経営トップが直接推進している）

経営企画部門（全社戦略や企画を担当する部門）

IT部門（情報システムや技術導入を担当する部門）

CoE組織（生成AIに特化した専門組織）

各事業部門（特定の事業領域で推進している）

生成AI導入や生成AI関連施策を推進している主体として、IT部門が43%、経
営企画部門が32%で上位である一方、CoE組織は6%にとどまる。

Q あなたが働く会社における生成AI導入や生成AI関連施策を推進している主体として最も当てはまるものをお答えください。

n=894
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
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生成AI活用の進め方については、全体として前回調査の傾向は変わらず、
「ITベンダー・プラットフォーマーなどに相談や協業をして進めている」が33%
（前回調査から+5pt）と微増。
Q あなたが働く会社における生成AI活用の進め方として最も当てはまるものをお答えください。

自社のみで進めている

自社および同業界企業同士で連携して進めている

コンサルタントに相談しながら進めている

ITベンダー・プラットフォーマーなどに相談や協業をして進めている

関連企業・団体などと連携して進めている（コンソーシアムなど）

学術・研究機関に相談しながら進めている

生成AIの活用は考えていない

分からない

2025年 春：n=945
2026年 春：n=932

19%

18%

16%

28%

7%

2%

0%

2%

8%

18%

17%

17%

33%

6%

1%

0%

2%

6%
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その他

自社のみで進めている

自社および同業界企業同士で連携して進めている

コンサルタントに相談しながら進めている

ITベンダー・プラットフォーマーなどに相談や協業をして進めている

関連企業・団体などと連携して進めている（コンソーシアムなど）

学術・研究機関に相談しながら進めている

わからない

その他

自社のみで進めている

自社および同業界企業同士で連携して進めている

コンサルタントに相談しながら進めている

ITベンダー・プラットフォーマーなどに相談や協業をして進めている

関連企業・団体などと連携して進めている（コンソーシアムなど）

学術・研究機関に相談しながら進めている

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

2025年の調査より

+5pt

6. 日本詳細
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外部ベンダーから生成AI活用について支援を受ける領域は、「AI戦略策定・
ビジネス構想」と「PoC実施」がともに39%で上位。

Q あなたが働く会社は生成AI活用について外部ベンダーからどの領域の支援を受けていますか。当てはまるものを全てお答えください。

39%

39%

34%

33%

31%

30%

27%

21%

17%

14%

AI戦略策定・ビジネス構想

PoC実施

運用保守

本番開発・環境構築

ユースケース企画

AI評価設計・効果測定

AI人材育成

データマネジメント

AIガバナンス（AI利用ポリシー・ガイドラインの策定・モデル・エージェント監視など）

組織設計（AI CoEなど）

n=470
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 「コンサルタントに相談しながら進めている」、「 ITベンダー・プラットフォーマーなどに相談や協業をして進めている」を選択した層に絞った設問
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Topic.6
今後の見込み

225
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生成AI活用の取り組みで生まれた効果の還元については、前回調査から回答
傾向は変わらず、「雇用時間への還元」や「新規事業への登用」への還元予定
が上位。
Q 生成AI活用に関する取り組みで生まれた効果を今後はどのように還元していく予定ですか。当てはまるものを全てお答えください。

従業員の雇用時間への還元（成果ベースでの時短勤務奨励等）

新規事業への登用等、新たな投資に回す

従業員への利益還元（給与増加、ボーナス等）

顧客への価格還元

社会貢献活動への寄付

特に検討していない

2025年 春：n=945
2026年 春：n=894

49%

46%

36%

22%

10%

0%

13%

51%

49%

39%

23%

10%

0%

14%
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その他

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

2025年 春 2026年 春

6. 日本詳細

※ 生成AIを「既に活用している」「具体的な案件を推進中」「検討中」を選択した層に絞った設問
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8%

42%

33%

6%

11%

コアビジネスではない異業種参入をする

コアビジネスを、AIを取り入れることで抜本的に変更する

（業務プロセスレベルの改革）

コアビジネスを、AI代替等で効率化・自動化

（既存の業務プロセス上にAIを導入）

変革していく想定はない

わからない

Q 生成AIの登場により、今後あなたが働く会社ではどのようにビジネス全体を変革していくべきと考えているか最も当てはまるものをお答えください。

227

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

生成AIによるビジネス全体の変革について、「コアビジネスを、AIを取り入れる
ことで抜本的に変更する」（42%）、「コアビジネスをAI代替等で効率化・自動
化」 （33%）が上位。

n=932

6. 日本詳細
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4%

7%

25%

35%

42%

41%

18%

7%

11%

10%

（2）現実的に実現できる

のは何年後だと思うか

（1）理想としては何年後

までに実現したいか

1年後 1~2年後 2~5年後 5年後以降 わからない

83%

71%

生成AIによるビジネス全体の変革の実現時期について、 5年以内を理想と回
答した層が83%に対して、現実的な実現は5年以内だと思うと回答した層は
71%にとどまる。
Q 生成AIの登場によるビジネス全体の変革を（1）何年後までに実現していくべきか、（2）現実的に実現できるのは何年後だと思うか、最も当てはまるも

のをお答えください。
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認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス

n=875

6. 日本詳細
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生成AIによるビジネス全体の変革を実現していくべき理想年数と、現実的な年
数にギャップが生まれている要因は、「スキル・AI人材が不足しており、育成に
時間を要する」が60%で最多。
Q 実現していくべき理想年数と、現実的な年数にギャップが生まれている要因として当てはまるものを全てお答えください。

60%

39%

37%

33%

31%

24%

17%

12%

1%

1%

スキル・AI人材が不足しており、育成に時間を要する

既存システム・業務プロセスとの統合が複雑（レガシー改修・標準化）

現行業務の維持が優先で、人員・時間のリソースを十分に割けない

予算制約・ROIの不確実性（投資判断の原資確保が難しい）

セキュリティ・プライバシー・法令／規制対応のハードルが高い

組織文化や現場の受容性・意思決定の遅れ（合意形成・稟議・承認ゲート）

他の優先案件との競合（戦略上の優先度が低い／変更できない）

マクロ環境・規制動向の不確実性（景気、地政学、業界標準）

わからない

その他

n=298
229

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細

※ 生成AI登場によるビジネス全体の変革について（1）実現していくべき理想年数と（2）現実的な年数の選択した年数が異なる層に絞った設問
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6%

45%

26%

5%

2%

1%

4%

12%

大幅増（前年比150%以上）

増（前年比100%～150%）

維持（前年比100%）

減（前年比50%～100%）

大幅減（前年比0%～50%）

停止（前年比0%）

未定

わからない

生成AIに関する今後12～24カ月の投資計画について、過半数が投資を「大
幅に増加させる」、もしくは「増加させる」と回答。

Q 生成AIに関する今後12～24カ月間の投資計画について、現在の投資計画との比較として最も当てはまるものをお答えください。

n=932
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51%

認知 活用状況 成果・還元状況 今後の見込み組織・体制・人材ガバナンス6. 日本詳細
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	生成AIの効果が期待を大きく上回ると回答した層では、72%が「AIエージェントについて理解しており、導入済み／導入を進めている」と回答した一方、期待未満と回答した層では21%にとどまる。
	活用効果が高い層ほどコンセプチュアルスキルの代替を強く認識（期待未満比+34pt）。 加えてアナリティカル（+26pt）・テクニカル （+29pt）でも差が顕著で、AIの代替範囲を幅広く とらえられるかどうかが、効果・成果創出の分水嶺。
	生成AIの効果が期待を大きく上回る層では、社長直轄で推進している割合が39%と、期待未満の層と比べて30pt高い。一方、期待未満の層では、IT部門が主導している割合が48%と、期待を大きく上回る層と比べて19pt高い。
	生成AIの効果が期待を大きく上回ると回答した層では、57%がCAIOが「配置されている」と回答した一方、期待未満と回答した層では7%にとどまる。
	期待未満の層では「利用モデルが１つ」が5割以上を占める一方で、期待を大きく上回ると回答した層は、「利用モデルが３つ以上」が49％（期待未満比+37pt）と約半数を占める。
	期待以上の効果を上げられた主な要因として、「効果の大きい生成AIユースケースの設定」が32%、「業務プロセスの整備・可視化」が26%、「データ・ナレッジの整備」が25%で上位である。​�
	期待以上の効果を上げられなかった主な原因として、 「データ・ナレッジ整備不足」 が​39%、「業務プロセスの整備・可視化不足」が38％、「リアルタイムデータ連携基盤の未整備」が36%で上位である。​�
	期待を大きく上回る層は「ユースケース設定」を最も重要な成功要因と認識している一方、期待未満の層は「業務プロセスの可視化」を最も影響がある失敗要因と認識している。
	期待を大きく上回る層の81%が1線・2線組織間で「概ね円滑に連携できている」のに対し、期待未満の層では7%にとどまる。
	期待を大きく上回る層は、ガバナンスを「活用に先行して整備すべき」とする割合が69%。一方で期待未満の層は、 「活用と同時に進め、リスクに応じて段階的に強化すべき」が34%で最多。
	Topic.2�成果還元
	スライド番号 67
	財務的な還元に繋げている層では、非財務的な還元にとどまっている層と比較すると、企業のイメージやブランド力を活用指標として採用している割合が多い。�
	財務的な還元に繋げている層と非財務的な還元にとどまっている層の双方でコスト削減や売上増加の効果を狙っているが、財務的な還元に繋げている層は「企業としての魅力向上」も狙っている傾向が高い。
	既に従業員および顧客に還元ができている層では、引き続き還元に前向きであるが、非財務的な還元にとどまっている層では財務的な還元に慎重な姿勢。
	財務的な還元に繋げている層では、非財務的な還元にとどまっている層と比較すると、異業種への参入や生成AIを活用した抜本的変革を目指すべきだと考えている傾向がある。
	6カ国比較
	調査概要（1/2）
	調査概要（2/2）
	6カ国比較で見えた日本の構造課題
	6カ国比較において生成AIを根本変革チャンスととらえる割合は、前回調査から米英韓を筆頭に各国で上昇した。日本は抜本変革チャンスの伸びが米英韓に比べて小さいものの、ビジネス消失脅威の上昇幅は6カ国中で最大である。
	生成AIの活用・推進度合いに国別の大きな差は見られない。一方、日本は米国と比べて、効果をまだ評価できていない層や期待未満と回答した層の割合が高く、期待を大きく上回る層の割合は低い。
	日本は、生成AI活用で創出した効果を「財務的な還元に繋げている」との回答割合が40%と、最多の米国よりも35pt低い。「還元していない」との回答割合は19%と最も高く、他国と10ｐｔ以上の差が生じている。
	スライド番号 79
	スライド番号 80
	財務的還元層の傾向は日本と米国で大きな差はない。一方で、日本の財務的還元層と米国の非財務還元層を比較すると、回答割合に大きな差がない項目が複数あり、米国の非財務還元層はサイクルの2週目の可能性がある。
	6カ国比較の深堀り
	生成AIの活用は全体的に進んでいるが、 前回調査と同様に日本企業は活用効果が期待を上回る層は停滞しており、財務的な還元に繋げられている企業の割合も諸外国と比較すると少ない。
	生成AIをどのようなチャンスととらえるかについて、日本は「自社ビジネスの効率化・高度化に資するチャンス」が47％で6カ国中最も高い。一方、「業界構造を変革するチャンス」は29％にとどまり、米英（50％）とは21ptの差が見られる。
	日本では、「コンプライアンス・企業文化・風習などにおける脅威」が33％、「ビジネスの存在意義が失われる脅威」が20％で、ともに6カ国中最も高い。一方、「自身や周囲の業務が必要無くなる脅威」は8％で6カ国中最も低い。
	日本は「社外向け提供」が27%で6カ国中最低である一方、「社内業務のみに活用」は44%で最多である。「社外向け提供」は各国で前回調査を上回っている。
	米国（42％）や英国（36％）では「期待を大きく上回っている」の割合が高い一方、日本は10％にとどまる。加えて日本では「まだ効果を評価できていない」が14％と他国に比べて高い。
	諸外国に比べて日本は生成AI活用効果の還元先が未定の割合が顕著に高い。AI活用効果を従業員やビジネス、顧客に還元し好循環を築いている層との格差を助長する可能性がある。
	Topic.1�効果創出
	期待を大きく上回る層では、英国・米国・日本を筆頭に生成AIを「業界構造を根本から変革するチャンス」ととらえる割合が高い。一方、期待未満の層では「他社より相対的に優位」 や「自社ビジネスの効率化・高度化」が中心である。
	期待を大きく上回る層では「ビジネスの存在意義が失われる脅威」または「脅威とは思わない」ととらえる層の二極化傾向にある。期待未満層では、劣勢に晒されること、コンプライアンスへの懸念が高い。
	生成AIのユースケースについて、日本は他国に比べてテキスト系を実施する層の割合が高いものの、画像／音声生成系や開発／新規ビジネス系を実施する層の割合は低い傾向。
	期待を大きく上回る層では、6カ国共通で各種ユースケースの実施率が期待未満の層を上回る。特に、テキスト系において各国で差が見られ、日本・米国・ドイツでは画像・音声生成系や開発・新規ビジネス系でも差が見られる。
	日本は「特定の部署に限定せず、全社的に活用する」の割合が米国の次に高いが、特定の部署・領域における生成AIの活用割合が全体的に低い。
	6カ国共通で、期待を大きく上回る層では「特定の部署に限定せず、全社的に活用する」割合が最も高い。特に日本・米国・英国・韓国では、期待未満の層との差が大きい。
	生成AI活用における予算規模が「数十億円以上」 「数億〜数十億円程度」と回答した割合は韓国が45%と最も高く、他の国は30%程度で国によって大きな差はない。
	期待を大きく上回ると回答した層の予算規模は、日本は「数十億円以上」の割合と「数億〜数十億円程度」の割合が同程度なものの、他国では「数億円以上」の割合よりも「数億〜数十億円程度」の割合が高い。
	生成AIによる業務置き換えの見込みについて、日本は50%～100%置き換わるとしている割合が6カ国中で最も低い。
	業務置き換えの見込みについて、期待を大きく上回る層では、「大部分〜完全な置き換え（60〜100%）」の割合が各国で高く、日本66%、米国63%に達する。一方、期待未満の層では「20〜40%」または「50%程度」の回答が中心である。
	業務プロセスにおける生成AIの利用について、日本は他国に比べて「試験的に導入・検証中」や「業務担当者の判断で任意に利用できる状態」の割合が高い一方、「業務プロセスの一部として正式に組み込まれている」割合は低い。
	6カ国全てで、期待を大きく上回る層は、生成AIを正式な業務プロセスに組み込んでいる割合が高い。一方、期待未満の層では「担当者の任意利用」にとどまる割合が高い。
	生成AIにより代替されうるスキルの認識について、日本は9項目中7項目で最下位であり、諸外国（特に米国）とのギャップが大きい。
	期待を大きく上回る層では、6カ国を通じてコンセプチュアル、アナリティカル、テクニカルのいずれのスキルも「AIで代替される」ととらえる割合が高い。特に日本・韓国ではコンセプチュアルのスキル領域で、期待未満の層との差が大きい。
	生成AIの導入を推進する主体について、日本は他国と比較して有意な差分は見られない。一方、中国・ドイツでは社長直轄や経営企画部門による推進の割合が多い。
	期待を大きく上回る層では、 生成AIの推進主体は 「社長直轄」である割合が日本・中国・ドイツで高く、特に中国では54%に達する。一方、期待未満の層では各国とも「IT部門」が中心で、日米英中韓では5割前後を占める。
	日本は米国や英国と比較するとＣＡＩＯ（同等の役割を持つ責任者含む）が既に配置されている割合が低い一方、1年以内に配置される予定と回答した割合も含めると他国と同水準である。
	6カ国全てで、期待を大きく上回る層は期待未満の層に比べてCAIO設置率が大幅に高い。特に日本・米国・英国・中国は「配置されている」が過半を占め、韓国・ドイツでも期待未満層を大きく上回る。
	企業で利用されている生成AIモデルについて、日本は他国と比較して「利用モデルが1つ」の割合が44%と最も高い一方で、「利用モデルが3つ以上」の割合は19%で最も低い。
	6カ国共通で、期待を大きく上回る層では「利用モデルが3つ以上」の割合が最も高い。日本は、期待未満の層で「利用モデルが1つ」が53%を占める一方、期待を大きく上回る層では「3つ以上」が49%であった。
	6カ国共通で、生成AI活用効果が期待を上回る理由は、「ユースケース設定」「業務プロセスの可視化」「AI-Readyデータの整備」が中心である。特に「ユースケース設定」は中国を除く5カ国で1位となっている。
	日本は他国と比較すると1線組織と2線組織の連携が円滑にできている割合が低く、連携が十分にできていない、わからないと回答した割合が高い。
	期待を大きく上回る層では、1線・2線組織間の連携を「概ね円滑」と評価する割合が各国で高く、日本・米国・英国・中国では8割超に達する。一方、期待未満の層では各国とも3割以内にとどまる。
	AI時代におけるガバナンスの必要性について、日本は活用とガバナンスのバランスが諸外国と比べて平均的である。
	期待を大きく上回る層では、「活用の前に厳格なガバナンスを整備すべき」の割合が各国で高い。一方、期待未満の層では「活用と同時に段階的に強化すべき」が中心で、特にドイツ47%、韓国43%と高い。
	生成AI施策実施から効果発現までの想定期間について、日本は1年以内とする割合が41%と韓国に次いで低い。
	日本は他国と比較すると、生成AI活用の効果として具体的な効果の程度を想定していない割合が高く、期待している効果の程度も全体的に低い傾向である。
	生成AIの実用化・普及に伴う変化について、日本はほとんど全ての事業領域において他国より関心が低い一方、「AIによる業務代替に伴う雇用構造の変化」への関心は最も高い。
	ビジネス変革実現の理想と現実について、日本は理想・現実ともに「1年後」「1～2年後」と回答する層が6カ国中最も低い。
	Topic.2�成果還元
	生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成果について、日本は「社内人材のみで継続的に開発・運用可能」な体制が整っている層が米英の半分以下であり、人材活用・育成の成果が6カ国中最低である。
	6カ国共通で、財務的な還元に繋げている層ほど、人材獲得・育成が進んでおり、米国51%、英国56%が「社内人材のみで継続的な開発・運用が可能」と回答している一方で、日本は38%にとどまっている。
	生成AIの活用指標として測定している／しようとしている項目について、米英では「社員生産性」「工数・コスト」「社員の生成AIサービス利用率」「社員の生成AI習熟度」が他国よりも高い一方、日本は活用指標を設定しない層が6カ国中最多である。
	各国で、財務的な還元に繋げている層ほど成果指標を幅広く設定している。日本の財務的な還元に繋げている層は「社員生産性」が61%「工数・コスト」が60%と他指標に比べて高く、他国に比べて内部効率の可視化が先行している。
	生成AI導入後に狙う効果として、日本は「労働時間の削減」「データ分析・活用」の割合が高く、諸外国と比べ「顧客サービスの品質向上」等を狙っている割合が低い。
	6カ国共通で、財務的な還元に繋げている層ほど、生成AI導入後の狙いを広く持つ。日本は「労働時間削減」「コスト削減」「売上増加」が高い一方、海外主要国に比べると「新規ビジネス創出」は相対的に弱い。
	生成AI活用によって生まれた効果の還元予定について、日本は他国に比べてあらゆる還元先に対して低く、「特に検討していない」も14%で最も高い。 
	6カ国共通で、 非財務的な還元にとどまっている層は、今後の還元方針も「従業員への利益還元」「顧客への価格還元」の比率が低く、今後も財務的な還元に繋げる予定がない傾向が見られた。
	ビジネス変革に向けたアプローチの方向性について、日本はコアビジネスの抜本的な変革を志向する割合が6カ国中最も低い。
	日本・米国では、財務的な還元に繋げている層ほど「コアビジネスではない異業種参入をする」と回答した割合が、非財務的な還元にとどまっている層に比べて高い傾向にある。
	生成AI内製化に向けた人材獲得・育成の方針について、日本は他国に比べて「まだ決めていない／検討中」「わからない」の割合が最も高い一方、「中途採用」や「新卒採用強化」は最も低い。
	財務的な還元に繋げている層は、6カ国共通で社内人材育成に積極的に取り組んでおり、日本の財務的な還元に繋げている層は他国と比較すると、中途採用に取り組んでいる割合が高い。
	生成AI活用に向けた人材獲得・育成の成功要因について、活用の成果実感が高い米国・英国では、「インセンティブ設計」「評価設計」「ツール・環境の整備」等が成功要因ととらえられている。
	財務的な還元に繋げている層は、 6カ国共通で人材獲得・育成の成功要因として複数の項目を選択する傾向があり、日本では他国と比較すると「評価設計・昇進への反映」「インセンティブ設計」「やりがい・ミッションの明確化」の3つが高い水準である。
	外部ベンダーから支援を受けている領域について、米英では「AI戦略策定・ビジネス構想」「データマネジメント」等が他国比較で高い一方、日本は「AI人材育成」において6カ国中最も低い。
	Topic.3�ユースケース
	AIエージェントの理解と導入状況について、「導入済み／導入を進めている」の割合は米国・英国・中国で特に高く、日本は最も低い。
	6カ国全てで、期待を大きく上回る層は、「AIエージェントについて理解しており、導入済み／導入を進めている」割合が大幅に高い。特に、米国・英国・中国では8割前後に達し、日本を含む各国で期待未満層との明確な差が見られる。
	フィジカルAIの理解と導入状況について、 「導入済み／導入を進めている」の割合は米国・英国・中国で特に高く、日本は最も低い。
	日本と米国ともに、フィジカルAI導入の障壁を「安全性・事故リスク」「生産ライン・業務への影響リスク」とした層は40%超。フィジカルAI導入状況を踏まえると、米国ではリスクを認識・管理しつつ導入検討を進めていると考えられる。
	Topic.4�リスク・ガバナンス
	生成AIモデル選択で考慮すべきリスクについて、日本は「セキュリティ・コンプライアンス」への考慮が67%で高い一方、「サービス継続性・地政学リスク」や「開発国に依存する出力の文化・思想バイアス」への考慮は最も低い。
	他国と比較すると日本では、リスクやインシデントなどに該当する行為・状態はないと回答した割合が高いが、把握していない／部署として確認していないと回答した割合も高い。
	未承認の生成AI利用（シャドーAI）の実態について、日本は「未承認利用はほとんど発生していない」と回答した割合は他国と同水準である一方、「わからない（把握できていない）」と回答した割合は最も高い。
	日本は他国と比較すると生成AI活用のリスク対策が「十分に機能している」と回答した割合が低く、「十分に機能していない」「わからない」と回答した割合が高い。
	生成AIモデルの利用形態について、日本は他国と比較して「クローズド商用モデルをAPIで利用」や「オープンウェイトモデルをファインチューニングして利用」の割合が最も低く、「わからない」の割合が14%で最も高い。
	「信頼できるAI」を実現するための取り組みとして、日本は「データ管理の強化」「公平性・バイアスの評価／是正」「モデル評価・検証の実施」「説明可能性・透明性の確保」等の対策が遅れている。
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	回答者属性｜業界
	回答者属性｜部門
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	回答者属性｜職種
	回答者属性｜役職
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	日本詳細
	Topic.1�認知
	生成AIによるチャンスへの認識は前回調査から傾向は変わらないが、「業界構造の根本変革」が29%（前回調査から+8pt）に増加した。
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